
 

 
 

 

 

第５次 

八潮市行政改革大綱・実施計画 
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（計画期間：平成２８年度から令和２年度まで）



 



大綱1.市民との協働の推進

№ 1 整理番号 1-1

取組項目
市民との協働によるまちづくり推進体
制の整備

担当部署 市民協働推進課

取組目標
市民との協働によるまちづくり推進体制を整備する。

取組内容
｢自治基本条例｣に基づき、市民団体等の活動状況を踏まえ、協働によるまちづくりに向けた推
進体制を整備する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

協働によるまちづ
くり推進体制の充
実を図る。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

自治基本条例に規
定する協働・参画
の原則に基づき、
附属機関において
調査・研究を行っ
た。

自治基本条例に規
定する協働・参画
の原則に基づき、
附属機関において
調査・研究を行っ
た。

自治基本条例に規
定する協働・参画
の原則に基づき、
附属機関において
調査・研究を行っ
た。

自治基本条例に規
定する協働・参画
の原則に基づき、
附属機関において
調査・研究を行っ
た。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

協働の担い手であ
る市民や市民活動
団体、行政などが
共通の認識を図る
ことができるよ
う、協働の考え方
を掲載した「みん
なで協働まちづく
り」リーフレット
を作成し、庁内や
市内公共施設に設
置するとともに、
市民活動団体や庁
内などに配布し周
知した。

前年度に引き続
き、協働の担い手
である市民や市民
活動団体、行政な
どが共通の認識を
図ることができる
よう、協働のリー
フレットを配布し
周知した。
また、附属機関に
おいて協働のルー
ルの調査・研究を
行った。

前年度に引き続
き、協働の担い手
である市民や市民
活動団体、行政な
どが共通の認識を
図ることができる
よう、協働のリー
フレットを配布し
周知した。
また、附属機関に
おいて協働のルー
ルの調査・研究を
行い、その内容を
提言書として取り
まとめた。

前年度に引き続
き、協働の担い手
である市民や市民
活動団体、行政な
どが共通の認識を
図ることができる
よう、協働のリー
フレットを配布し
周知した。
また、前年度、提
出された提言書を
もとに、附属機関
において、市民参
画の手法について
検討した。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

それぞれの担い手
間で協働の考え方
についての差異が
生じている。
対等の立場や責任
の下で協働する意
識が醸成されてい
ない。

協働の周知に努め
ているが、それぞ
れの担い手間で、
協働の考え方であ
る対等の立場や責
任の下で協働する
意識の醸成に課題
がある。

協働の周知に努め
ているが、それぞ
れの担い手間で、
協働の考え方であ
る対等の立場や責
任の下で協働する
意識の醸成に課題
がある。

協働の周知に努め
ているが、それぞ
れの担い手間で、
協働の考え方であ
る対等の立場や責
任の下で協働する
意識の醸成に課題
がある。

次年度以降の
方針

リーフレットを活
用し、協働の考え
方の周知を行う。
また、附属機関に
おいて、課題解決
に向けた調査・研
究を行う。

附属機関において
協働の調査・研究
を行った事項につ
いて提言として取
りまとめる。

附属機関において
取りまとめた提言
の内容を具体化す
る方策を検討す
る。

附属機関において
取りまとめた提言
の内容を具体化す
る方策を継続して
検討する。
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大綱1.市民との協働の推進

№ 2 整理番号 1-2

取組項目 市民参画制度の充実 担当部署 市民協働推進課

取組目標
市民との協働による取組を推進し、一層の市民参画を図る。

取組内容
｢自治基本条例｣に基づき、各種施策や計画等の立案段階から市民の参画を求めるなど、市民参
画制度の充実を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

市民参画制度とし
て審議会等におけ
る委員公募を推進
する。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

庁内で実施される
審議会等におい
て、委員公募を行
うよう推進した。

庁内で実施される
審議会等におい
て、委員公募を行
うよう推進した。

庁内で実施される
審議会等におい
て、委員公募の取
り組みを行った。

庁内で実施される
審議会等におい
て、委員公募の取
り組みを行った。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

72件中28件の審議
会で委員公募を実
施し、公募が可能
な審議会の総委員
数344人のうち62
人が公募により選
任された。（公募
割合18％）

75件中23件の審議
会で委員公募を実
施し、公募が可能
な審議会の総委員
数258人のうち51
人が公募により選
任された。（公募
割合19.8％）

72件中27件の審議
会で委員公募を実
施し、公募が可能
な審議会の総委員
数336人のうち63
人が公募により選
任された。（公募
割合18.8％）

71件中23件の審議
会で委員公募を実
施し、公募が可能
な審議会の総委員
数278人のうち58
人が公募により選
任された。（公募
割合20.9％）

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

専門性が必要とな
る審議会において
は、公募が困難で
ある。また、毎
年、審議会の設置
件数が変動するた
め目標数値の設定
が困難である。

専門性が必要とな
る審議会において
は、公募が困難で
ある。また、毎
年、審議会の設置
件数が変動するた
め目標数値の設定
が困難である。

専門性が必要とな
る審議会において
は、公募が困難で
ある。また、毎
年、審議会の設置
件数が変動するた
め目標数値の設定
が困難である。

専門性が必要とな
る審議会において
は、公募が困難で
ある。また、毎
年、審議会の設置
件数が変動するた
め目標数値の設定
が困難である。

次年度以降の
方針

審議会等におい
て、引き続き委員
公募を行うよう推
進する。

審議会等におい
て、引き続き委員
公募を行うよう推
進する。

審議会等におい
て、引き続き委員
公募を行うよう推
進する。

審議会等におい
て、引き続き委員
公募を行うよう推
進する。
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大綱1.市民との協働の推進

№ 3 整理番号 1-3

取組項目
市民意見募集制度（パブリックコメン
ト）の充実

担当部署
秘書広報課
市民協働推進課(主)

取組目標
各種施策や計画等の決定過程において市民からの意見を聴取する市民意見募集制度を充実し、
より一層の市民参画の促進を図ることにより、市民との協働による市政を推進する。

取組内容
広報紙やホームページにパブリックコメントの案内を掲載するとともに、引き続き、市民意見
募集制度の充実を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

自治基本条例の主
旨を踏まえ、より
多くの市民が市政
に参画できるよう
意見の募集方法の
見直しなどを行
う。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

パブリックコメン
トの実施により市
民の意見を市政に
反映させる取組み
を推進した。

パブリックコメン
トの実施により市
民の意見を市政に
反映させる取組み
を推進した。

パブリックコメン
トの実施により市
民の意見を市政に
反映させる取組み
を推進した。

パブリックコメン
トの実施により市
民の意見を市政に
反映させる取組み
を推進した。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

パブリックコメン
トの実施件数10
件、市民からの意
見15件があった。

パブリックコメン
トの実施件数17
件、市民からの意
見95件があった。

パブリックコメン
トの実施件数8
件、市民からの意
見33件があった。

パブリックコメン
トの実施件数10
件、市民からの意
見4件があった。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

市民意見の件数が
少ない。

市民意見の件数は
増えたが、同じ人
が複数意見を寄せ
る傾向があり、広
く市民の意見が聴
取できているかは
定かでない。

市民意見の件数が
少ない。

提出意見の多寡に
よって、広く市民
の意見が聴取でき
ているか確認する
のは難しい。

次年度以降の
方針

制度の認知度を上
げられるよう広報
紙やホームページ
により周知を行
う。

制度の認知度を上
げられるよう、引
き続き広報紙や
ホームページによ
り周知を行う。

制度の認知度を上
げられるよう、引
き続き広報紙や
ホームページによ
り周知を行う。

制度の認知度を上
げられるよう、引
き続き広報紙や
ホームページによ
り周知を行う。
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大綱1.市民との協働の推進

№ 4 整理番号 1-4

取組項目 ＮＰＯ団体との協働・連携体制の整備 担当部署 市民協働推進課

取組目標
市政の推進に関連のあるＮＰＯ団体活動と行政需要とをマッチングさせる場を設ける。

取組内容
まちづくりに関するＮＰＯ団体との意見交換の場を設け、ＮＰＯ団体の活動と行政需要をつな
ぐマッチング事業を実施する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

マッチング事業に
関する体制を整備
する。

マッチング事業に
関する要綱等を整
備する。マッチン
グ事業の実施に向
けた準備を行う。

マッチング事業を
実施する。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

マッチング事業に
関する体制を整備
するための調査・
研究を行った。

ＮＰＯ団体との懇
談会を行った。ま
た、マッチング事
業に関する体制を
整備するための調
査・研究を行っ
た。

ＮＰＯ団体との懇
談会を行った。ま
た、マッチング事
業に関する体制を
整備するための調
査・研究を行っ
た。

ＮＰＯ団体との懇
談会を行った。ま
た、マッチング事
業に関する体制を
整備するための調
査・研究を行っ
た。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

ＮＰＯ団体連絡協
議会と市との懇談
会を、計５回行っ
た。

ＮＰＯ団体連絡協
議会と市との懇談
会を、計１回行っ
た。
また、ＮＰＯ団体
を含む、市民活動
団体の活動情報を
一元的に集約し
た、「活動情報公
開一覧」を作成
し、団体の情報発
信に努めた。

ＮＰＯ団体連絡協
議会と市との懇談
会を、計１回行っ
た。
また、ＮＰＯ団体
を含む、市民活動
団体の活動情報を
一元的に集約した
「活動情報公開一
覧」を作成し、団
体の情報発信に努
めた。

ＮＰＯ団体連絡協
議会と市との懇談
会を、計１回行っ
た。
また、ＮＰＯ団体
を含む、市民活動
団体の活動情報を
一元的に集約した
「活動情報公開一
覧」を作成し、団
体の情報発信に努
めた。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｃ Ｃ Ｃ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

ＮＰＯ団体の今後
の運営方針や要望
等の意見を踏ま
え、今後、どのよ
うにマッチング事
業を展開してゆく
かが課題である。

ＮＰＯ団体につい
ての情報不足から
行政が協働の相手
先を探すことが困
難といった状況が
考えられる。その
ため団体の活動状
況に精通し、かつ
コーディネート経
験を有する人材に
よる運営体制が求
められるが、新た
な人材確保におい
て課題がある。

ＮＰＯ団体につい
ての情報不足から
行政が協働の相手
先を探すことが難
しい状況にある。
そのため団体の活
動状況に精通し、
かつコーディネー
ト経験を有する人
材の確保・活用及
び相談体制の整備
が課題である。

ＮＰＯ団体につい
ての情報不足から
行政が協働の相手
先を探すことが難
しい状況にある。
そのため団体の活
動状況に精通し、
かつコーディネー
ト経験を有する人
材の確保・活用及
び相談体制の整備
が課題である。

次年度以降の
方針

マッチング事業に
関する体制を整備
するための、先進
事例を調査・研究
する。

マッチング事業の
体制については、
既設の市民活動支
援コーナーを活用
し、保有する活動
団体に関する情報
や意見等をもと
に、団体と行政を
つなぐ、相談体制
の整備を検討す
る。

マッチング事業の
体制については、
既設の市民活動支
援コーナーを活用
し、保有する活動
団体に関する情報
や意見等をもと
に、団体と行政を
つなぐ、相談体制
の充実を図る。

マッチング事業の
体制については、
既設の市民活動支
援コーナーを活用
し、保有する活動
団体に関する情報
や意見等をもと
に、団体と行政を
つなぐ、相談体制
の充実を図る。
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大綱1.市民との協働の推進

№ 5 整理番号 1-5

取組項目
公共施設の里親（アドプト）制度の継
続

担当部署
道路治水課(主)
公園みどり課

取組目標
市民との協働によるまちづくりを推進するため、歩道や植樹帯・公園等の公共空間を市に代わ
り、その地域の市民や事業者等が里親となって管理する公共施設の里親（アドプト）制度を継
続する。

取組内容
公共施設の里親（アドプト）制度の充実に向けた取組を行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

普及啓発を行い、
快適な公共空間の
創造に努める

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

道路上のごみ拾い
公園のごみ拾い、
草刈等。

道路上のごみ拾い
公園のごみ拾い、
草刈等。

道路上のごみ拾い
公園のごみ拾い、
草刈等。

道路上のごみ拾い
公園のごみ拾い、
草刈等。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

参加団体：29団体
道治：7団体
都デ：22団体、
(36箇所）
管理委託している
公園は、他の公園
よりも明らかに公
園環境が良くなっ
ている。
（都市計画課、平
成28年度委託費
1,571千円）

参加団体：32団体
道治：7団体
公園：25団体、
(41箇所）
管理委託している
公園は、他の公園
よりも明らかに公
園環境が良くなっ
ている。
（公園みどり課、
平成29年度委託費
1,963千円）

参加団体：32団体
道治：7団体
公園：25団体、
(41箇所）
管理委託している
公園は、他の公園
よりも明らかに公
園環境が良くなっ
ている。
（公園みどり課、
平成30年度委託費
2,037千円）

参加団体：33団体
道路：7団体
公園：26団体、
(44箇所）
管理委託している
公園は、他の公園
よりも明らかに公
園環境が良くなっ
ている。
（公園みどり課、
令和元年度委託費
2,188千円）

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

制度のPRを行い啓
発に努めている
が、新たな申出団
体がないこと、既
存団体参加者の高
齢化などが課題と
なっている。

制度のPRを行い啓
発に努めている
が、新たな申出団
体がないこと、既
存団体参加者の高
齢化などが課題と
なっている。

制度のPRを行い啓
発に努めている
が、新たな申出団
体がないこと、既
存団体参加者の高
齢化などが課題と
なっている。

制度のPRを行い啓
発に努めている
が、新たな申出団
体がないこと、既
存団体参加者の高
齢化などが課題と
なっている。

次年度以降の
方針

制度のPR、啓発を
行い理解をいただ
き賛同者を募って
いく。

制度のPR、啓発を
行い理解をいただ
き賛同者を募って
いく。

制度のPR、啓発を
行い理解をいただ
き賛同者を募って
いく。

制度のPR、啓発を
行い理解をいただ
き賛同者を募って
いく。
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大綱1.市民との協働の推進

№ 6 整理番号 1-6

取組項目 屋外違法広告物の撤去活動の促進 担当部署 都市計画課

取組目標
景観によるまちづくりを推進するため、市民ボランティアが違法広告物を撤去できる体制を整
備し、撤去活動の促進を図る。

取組内容
市内の景観行政に関心のある市民や団体をボランティアとして募集し、「八潮市違反簡易広告
物除却推進員制度実施要綱」に基づくボランティア活動を促進する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

「八潮市違反簡易
広告物除却推進員
制度実施要綱」に
基づくボランティ
ア活動を促進す
る。

数値目標
参加者延べ人数：

80人
参加者延べ人数：

90人
参加者延べ人数：

90人
参加者延べ人数：

90人
参加者延べ人数：

100人

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

参加者延べ人数：
48人

参加者延べ人数：
46人

参加者延べ人数：
42人

参加者延べ人数：
41人

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

目標に届かない参
加者延べ人数と
なった。

目標に届かない参
加者延べ人数と
なった。

目標に届かない参
加者延べ人数と
なった。

数値目標に届かな
い参加者延べ人数
であったが、除却
推進員制度の周知
に努め、新たに２
団体７名が参加
し、取組目標であ
る、違反広告物の
撤去活動の促進を
図った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

違反簡易広告物除
却推進団体として
５団体が登録され
ているが、活動状
況にバラつきがあ
り、作業実施が無
い団体もある。

違反簡易広告物除
却推進団体として
５団体が登録され
ているが、活動状
況にバラつきがあ
り、作業実施が無
い団体もある。

違反簡易広告物除
却推進団体として
５団体が登録され
ているが、活動状
況にバラつきがあ
り、作業実施が無
い団体もある。

違反簡易広告物除
却推進団体として
新たに２団体が追
加され７団体と
なったが、作業実
施が無い団体もあ
る。

次年度以降の
方針

新たな違反簡易広
告物除却推進団体
の登録を目指す。

新たな違反簡易広
告物除却推進団体
の登録を目指す。

新たな違反簡易広
告物除却推進団体
の登録を目指す。

さらに、違反簡易
広告物除却推進団
体の追加登録を目
指す。
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大綱1.市民との協働の推進

№ 7 整理番号 1-7

取組項目
団体に関する従事事務（会計事務を含
む）の見直し

担当部署
企画経営課(主)
全部署

取組目標
団体の自主・自立性を高めるため、「八潮市における団体事務への従事に関する方針」に基づ
き、市が従事している団体事務の縮小、会計事務の速やかな移行に努める。

取組内容
団体・会計事務の移行に関する調査を実施し、市が従事している団体事務の縮小、会計事務の
速やかな移行に努める。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

市が従事している
団体の事務内容の
整理、縮小に努め
る。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

「八潮市における
団体事務への従事
に関する方針」の
周知を図るととも
に、事務移行の進
捗状況を調査し
た。

「八潮市における
団体事務への従事
に関する方針」の
周知を図るととも
に、事務移行の進
捗状況を調査し
た。

「八潮市における
団体事務への従事
に関する方針」の
周知を図るととも
に、事務移行の進
捗状況を調査し
た。

「八潮市における
団体事務への従事
に関する方針」の
周知を図るととも
に、事務移行の進
捗状況を調査し
た。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

団体事務の縮小、
会計事務の移行に
ついて、進展がな
かった。

団体事務の縮小、
会計事務の移行に
ついて、進展がな
かった。

団体事務の縮小、
会計事務の移行に
ついて、進展がな
かった。

団体事務の縮小、
会計事務の移行に
ついて、進展がな
かった。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

市が設置した委員
会など移行が難し
いと思われる団体
への対応が課題と
なる。
取組達成度の判断
理由としては、各
団体との交渉が進
まず、事務の縮
小、移行ができな
いことが挙げられ
る。

市が設置した委員
会など移行が難し
いと思われる団体
への対応が課題と
なる。
取組達成度の判断
理由としては、各
団体との交渉が進
まず、事務の縮
小、移行ができな
いことが挙げられ
る。

市が設置した委員
会など移行が難し
いと思われる団体
への対応が課題と
なる。
取組達成度の判断
理由としては、各
団体との交渉が進
まず、事務の縮
小、移行ができな
いことが挙げられ
る。

市が設置した委員
会など移行が難し
いと思われる団体
との協議、対応や
事務従事内容の整
理・縮小が課題で
ある。取組達成度
の判断理由として
は、各団体との交
渉が進まず、事務
の縮小、移行がで
きないことが挙げ
られる。

次年度以降の
方針

「八潮市における
団体事務への従事
に関する方針」の
周知を図り、関係
課のより深い理解
のもと、見直しを
図っていく。

「八潮市における
団体事務への従事
に関する方針」の
周知を図り、関係
課のより深い理解
のもと、見直しを
図っていく。

「八潮市における
団体事務への従事
に関する方針」の
周知を図り、関係
課のより深い理解
のもと、見直しを
図っていく。

「八潮市における
団体事務への従事
に関する方針」の
周知を図り、関係
課のより深い理解
のもと、見直しを
図っていく。
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大綱1.市民との協働の推進

№ 8 整理番号 1-8

取組項目
町会・自治会参加率向上に向けた取組
の推進

担当部署 市民協働推進課

取組目標
地域コミュニティの核となる町会・自治会参加率向上に向けた取組を行う。

取組内容
町会・自治会への参加率向上を図るため、町会・自治会と連携し、町会・自治会加入促進キャ
ンペーン等を実施する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

町会自治会と連携
しながら、町会自
治会活動のＰＲや
加入促進のキャン
ペーン事業等を実
施する。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

各町会自治会が
行っている事業を
加入促進事業にあ
わせてPRすること
で、市民の参加率
の向上に向けた取
組みを行った。

各町会自治会が
行っている事業を
加入促進事業にあ
わせてPRすること
で、市民の参加率
の向上に向けた取
組みを行った。

各町会自治会が
行っている事業を
加入促進事業にあ
わせてPRすること
で、市民の参加率
の向上に向けた取
組みを行った。

各町会自治会が
行っている事業を
加入促進事業にあ
わせてPRすること
で、市民の参加率
の向上に向けた取
組みを行った。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

加入促進月間中に
町会自治会の自主
活動をPRし、活動
を見える形にする
ことで、加入者・
未加入者の参加意
欲の向上に努め
た。また、英語版
加入促進チラシを
作成し、イベント
で配布すること
で、外国人住民も
参加や加入がしや
すい環境づくりを
実施した。

前年度の取り組み
を継続するととも
に、大型集合住宅
に自治会設立の依
頼を行い、町会自
治会加入のチラシ
を配布した。

前年度の取り組み
を継続するととも
に、大型集合住宅
に自治会設立の依
頼を行い、町会自
治会加入のチラシ
を配布し、町会自
治会の区域を明確
にし、各町会自治
会ごとに未加入者
の確認ができる体
制を整えた。

前年度の取り組み
を継続するととも
に、多言語版
（4ヵ国）の町会
自治会加入チラシ
を作成し、外国人
に対しても町会自
治会への参加を働
きかけた。また、
八潮夜市におい
て、町会自治会に
関するアンケート
調査を行い、参加
率向上の取り組み
の資料とした。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

水道栓の開栓時の
同封については、
かなりの反響が
あったが、その他
については、反響
が実態として見え
てこない。

積極的に加入促進
事業を行っている
が加入に繋がらな
い。今後は加入率
低下による市への
影響を注視する必
要がある。

積極的に加入促進
事業を行っている
が加入に繋がらな
い。今後は加入率
低下による市への
影響を注視する必
要がある。

積極的に加入促進
事業を行っている
が加入に繋がらな
い。今後は加入率
低下による市への
影響を注視する必
要がある。

次年度以降の
方針

町会自治会への参
加率向上に向け
て、今年度事業を
含めて継続して実
施する。

町会自治会への参
加率向上に向け
て、継続して実施
する。また、加入
率低下による市へ
の影響について調
査・研究する。

町会自治会への参
加率向上に向け
て、継続して実施
する。また、加入
率低下による市へ
の影響について調
査・研究する。

町会自治会への参
加率向上に向け
て、継続して実施
する。また、加入
率低下による市へ
の影響について調
査・研究する。
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大綱2.公民連携の推進

№ 9 整理番号 2-1

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

民間事業者の取り
扱いが可能な窓口
業務の委託につい
て検討を行った
が、新たに導入す
ることはできな
かった。導入の課
題として、業務に
より窓口業務委託
が最善かどうかの
判断が難しいこ
と、委託可能な範
囲が限られている
ことなどの問題が
あることが挙げら
れる。

民間事業者の取り
扱いが可能な窓口
業務の委託につい
て検討を行った
が、新たに導入す
ることはできな
かった。導入の課
題として、業務に
より窓口業務委託
が最善かどうかの
判断が難しいこ
と、委託可能な範
囲が限られている
ことなどの問題が
あることが挙げら
れる。

民間事業者の取り
扱いが可能な窓口
業務の委託につい
て検討を行った
が、新たに導入す
ることはできな
かった。導入の課
題として、業務に
より窓口業務委託
が最善かどうかの
判断が難しいこ
と、委託可能な範
囲が限られている
ことなどの問題が
あることが挙げら
れる。

民間事業者の取り
扱いが可能な窓口
業務の委託につい
て他自治体の導入
事例等を参考に検
討を行ったが、新
たな導入には至ら
なかった。導入の
課題として、業務
の連携や業務によ
り窓口業務委託が
最善かどうかの判
断、委託可能な範
囲が限られている
ことなどが挙げら
れる。

次年度以降の
方針

委託が可能な業務
については、積極
的な検討を行う。
また、先進事例等
の調査・研究を行
う。

委託が可能な業務
については、積極
的な検討を行う。
また、先進事例等
の調査・研究を行
い、庁内での情報
共有を図る。

委託が可能な業務
については、積極
的な検討を行う。
また、先進事例等
の調査・研究を行
い、庁内での情報
共有を図る。

委託が可能な業務
については、積極
的な検討を行う。
また、先進事例等
の調査・研究を行
い、庁内での情報
共有を図る。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

国保年金課では、
平成22年度より窓
口業務等を民間委
託している。
平成28年度は、常
勤換算で8人を配
置した。

国保年金課では、
平成22年度より窓
口業務等を民間委
託している。
平成29年度は、常
勤換算で8人を配
置した。

国保年金課では、
窓口業務等の民間
委託において、平
成30年度は、常勤
換算で8人を引き
続き配置した。

国保年金課では、
窓口業務等の民間
委託において、令
和元年度は、常勤
換算で8人を引き
続き配置した。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

関係課において窓
口業務の民間委託
について検討を
行った。
また、調査・研究
を進めた。

関係課において窓
口業務の民間委託
について検討を
行った。
また、調査・研究
を進めた。

他自治体の導入事
例の情報提供を行
うことで、窓口業
務の民間委託につ
いて、関係課と情
報共有し、検討に
向けた研究を進め
た。

他自治体の導入事
例の情報提供を行
うことで、窓口業
務の民間委託につ
いて、関係課と情
報共有し、検討に
向けた研究を進め
た。

取組内容
「公共サービス改革法」に基づき、民間事業者の取扱いが可能な窓口業務の委託について検討
を行い、順次委託を行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

窓口業務の民間委
託について検討
し、順次委託を行
う。

取組項目 窓口業務の民間委託の推進 担当部署
企画経営課(主)
関係課

取組目標
窓口業務の民間委託を積極的に推進する。
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大綱2.公民連携の推進

№ 10 整理番号 2-2

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

内部による道路補
修の応急体制を充
実か、パトロール
＋応急補修の民間
委託をしないで通
報システムのみの
体制を作っても対
応出来ない。

内部による道路補
修の応急体制を充
実か、パトロール
＋応急補修の民間
委託をしないで通
報システムのみの
体制を作っても対
応出来ない。

市民からの通報シ
ステムについて
は、道路パトロー
ルの民間委託の実
施状況等を踏まえ
て、体制の拡充と
併せて検討する必
要がある。

単年度契約のため
年度切替え時にパ
トロールの隙間が
生じてしまう。

次年度以降の
方針

市内部道路応急補
修体制の拡充（人
員増）か民間委託
（予算確保）の検
討。

市内部道路応急補
修体制の拡充（人
員増）か民間委託
（予算確保）の検
討。

民間委託の実施。
債務負担契約によ
る実施を検討す
る。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

市道パトロールの
協定の検討及びス
マホ等による市民
からの通報システ
ムの調査研究を行
なうと共に、市内
部道路応急補修体
制の拡充を検討し
た。

スマホ等による市
民からの通報シス
テムの調査研究を
行なうと共に、市
内部道路応急補修
体制の拡充を検討
した。

市道のパトロール
及び破損している
箇所の早期補修に
ついて、民間委託
する具体的な内容
を検討した。

計画通り民間委託
を実施した。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｃ Ｃ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

民間委託および、
市内部道路応急補
修体制の拡充を検
討

民間委託および、
市内部道路応急補
修体制の拡充を検
討。

民間委託および、
市内部道路応急補
修体制の拡充を検
討。

民間委託により道
路維持管理業務を
実施。

取組内容
市民の要望に対応するため、パトロール業務等の民間委託（各種協会を含む）についての検討
を行い、順次委託を行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

市道パトロールの
民間委託について
検討し、順次委託
を行う。

取組項目 市道パトロールの民間委託 担当部署 道路治水課

取組目標
市道パトロールを民間に委託し、市道の破損状況の早期確認、補修等を行う。
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大綱2.公民連携の推進

№ 11 整理番号 2-3

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

事業認可の計画が
ないため。

事業認可の計画が
ないため。

事業認可の計画が
ないため。

都市計画道路の整
備に向けた事業手
法の検討および庁
内調整が必要。

次年度以降の
方針

効率性・経済性の
高い民間委託がで
きるよう準備をす
る。

効率性・経済性の
高い民間委託がで
きるよう準備をす
る。

効率性・経済性の
高い民間委託がで
きるよう準備をす
る。

優先度の高い都市
計画道路の整備ス
ケジュールを考慮
しながら、委託に
向けた作業を進め
る。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

平成28年度につい
ては、都市計画道
路予定地で申出買
取が1件あり職員
で対応した。ま
た、埼玉県で施行
している都市計画
道路については越
谷県土整備事務所
で用地買収を行っ
ている。

平成29年度につい
ては、都市計画道
路予定地で申出買
取はなかった。ま
た、埼玉県で施行
している都市計画
道路については越
谷県土整備事務所
で用地買収を行っ
ている。

平成30年度につい
ては、都市計画道
路予定地で申出買
取はなかった。ま
た、埼玉県で施行
している都市計画
道路については越
谷県土整備事務所
で用地買収を行っ
ている。

令和元年度につい
ては、都市計画道
路予定地で申出買
取はなかった。ま
た、埼玉県で施行
している都市計画
道路については越
谷県土整備事務所
で用地買収を行っ
ている。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

―
（事業の実施案件
がなかったため）

―
（事業の実施案件
がなかったため）

―
（事業の実施案件
がなかったため）

―
（事業の実施案件
がなかったため）

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

都市計画道路の事
業認可を受け、用
地買収を行った事
例はない。

都市計画道路の事
業認可を受け、用
地買収を行った事
例はない。

都市計画道路の事
業認可を受け、用
地買収を行った事
例はない。

業務の委託につい
て、埼玉県土地開
発公社と協議を
行った。

取組内容
効率性・経済性の高い手法を選択しながら用地取得業務を推進する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

効率性・経済性を
考慮し、必要に応
じて民間委託を行
う。

取組項目 用地取得業務の民間委託 担当部署
道路治水課(主)
都市計画課

取組目標
期間が制限されている都市計画道路など短期間のうちで交渉を進める必要性のある用地取得に
係る業務の民間委託を推進する。
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大綱2.公民連携の推進

№ 12 整理番号 2-4

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

県の方針に変更が
無い。

県の方針に変更が
無い。

県の方針に変更が
無い。

県の方針に変更が
無い。

次年度以降の
方針

市職員による機場
操作を行いなが
ら、粘り強く県に
方針変更の協議を
続けて行く。

国は民間委託を行
なっている為、県
と協議を続ける。

排水機場の運転操
作方法の改善につ
いて県と協議を続
ける。

排水機場の運転操
作方法の改善につ
いて県と協議を続
ける。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

県との協議におい
ては、「ポンプ操
作指示については
市職員で行っても
らいたい」県の方
針である為、継続
して協議を続け
る。

県の方針に変更が
ないため、継続し
て協議を続ける。

県の方針に変更が
ないため、継続し
て協議を続ける。

県の方針に変更が
ないため、継続し
て協議を続ける。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

県との民間委託に
ついて協議した。

国の排水機場の民
間委託について調
査し協議した。

県と委託内容につ
いて協議する。

県と委託内容につ
いて協議する。

取組内容
業務の安全性、効率性、経済性に配慮しながら、排水機場管理業務の民間委託を推進する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

県との委託内容、
負担金等について
協議する。

民間委託について
調査研究する。

取組項目 排水機場管理業務の民間委託 担当部署 道路治水課

取組目標
排水機場の民間委託を推進する。
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大綱2.公民連携の推進

№ 13 整理番号 2-5

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

既存施設の指定管
理者制度の導入に
あたっては、施設
の老朽化や防災・
減災対策が課題と
なっている。

既存施設の指定管
理者制度の導入に
あたっては、施設
の老朽化や防災・
減災対策が課題と
なっている。

既存施設の指定管
理者制度の導入に
あたっては、施設
の老朽化や防災・
減災対策、修繕に
係る経費の増大が
課題となってい
る。

既存施設の指定管
理者制度の導入に
あたっては、施設
の老朽化や防災・
減災対策、修繕に
係る経費の増大が
課題となってい
る。

次年度以降の
方針

指定管理者制度の
導入施設を拡充す
る必要があるた
め、導入可能施設
を引き続き検討す
る。

指定管理者制度の
導入施設を拡充す
る必要があるた
め、導入可能施設
を引き続き検討す
る。

指定管理者制度の
導入施設を拡充す
る必要があるた
め、導入可能施設
を引き続き検討す
る。

指定管理者制度の
導入施設を拡充す
る必要があるた
め、導入可能施設
を引き続き検討す
る。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

指定管理者制度の
活用により、民間
事業者等のノウハ
ウを活用し、市民
サービスの向上、
経費の節減を図る
ことができた。

指定管理者制度の
活用により、民間
事業者等のノウハ
ウを活用し、市民
サービスの向上、
経費の節減を図る
ことができた。

指定管理者制度の
活用により、民間
事業者等のノウハ
ウを活用し、市民
サービスの向上、
経費の節減を図る
ことができた。

指定管理者制度の
活用により、民間
事業者等のノウハ
ウを活用し、市民
サービスの向上、
経費の節減を図る
ことができた。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

平成27年度で指定
期間が満了した、
コミュニティセン
ター、寿楽荘、す
えひろ荘、やしお
苑、やすらぎ、わ
かくさ、虹の家、
知的障害者生活サ
ポートセンターに
ついて、指定管理
者を再選定した。

おおぜ学童保育所
について、指定管
理者制度を導入し
た。

平成29年度で指定
期間が満了した、
八潮市立八條図書
館・八條公民館に
ついて、指定管理
者を再選定した。

平成30年度で指定
期間が満了した八
潮市立はちじょう
きた学童保育所・
どんぐり学童クラ
ブ、八潮市障がい
者福祉施設やまび
こについて、指定
管理者を再選定し
た。

取組内容
｢八潮市指定管理者制度導入基本方針｣に基づき、導入可能な施設について検討を行い、積極的
な活用を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

導入可能な施設に
ついて積極的な活
用を図る。

取組項目 指定管理者制度の活用 担当部署
企画経営課(主)
関係課

取組目標
指定管理者制度を活用し、施設管理における経費節減効果や施設運営における事務の効率性向
上など指定管理者となる民間事業者等のノウハウを活かした市民サービスのさらなる向上を図
る。
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大綱2.公民連携の推進

№ 14 整理番号 2-6

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

外部評価委員会に
おいて、モニタリ
ング調査の適切な
評価をするため、
より分かりやすく
正確な情報を委員
に提供する必要が
ある。

外部評価委員会に
おいて、モニタリ
ング調査の適切な
評価をするため、
より分かりやすく
正確な情報を委員
に提供する必要が
ある。

モニタリングや利
用者満足度調査、
及び、外部評価の
結果等を検証し、
指定管理者へ
フィードバックす
ることで、サービ
スの向上と継続的
な改善を図る必要
がある。

モニタリングや利
用者満足度調査、
及び、外部評価の
結果等を検証し、
指定管理者へ
フィードバックす
ることで、サービ
スの向上と継続的
な改善を図る必要
がある。

次年度以降の
方針

指定管理者制度導
入施設において、
利用者満足度調査
を実施するととも
に、適切な外部評
価の実施によりモ
ニタリング調査の
透明性・客観性を
確保することで、
顧客満足度や経費
節減効果等の検証
を行う。

指定管理者制度導
入施設において、
利用者満足度調査
を実施するととも
に、適切な外部評
価の実施によりモ
ニタリング調査の
透明性・客観性を
確保することで、
顧客満足度や経費
節減効果等の検証
を行う。

指定管理者制度導
入施設において、
利用者満足度調査
を実施するととも
に、適切な外部評
価の実施によりモ
ニタリング調査の
透明性・客観性を
確保することで、
顧客満足度や経費
節減効果等の検証
を行う。

指定管理者制度導
入施設において、
利用者満足度調査
を実施するととも
に、適切な外部評
価の実施によりモ
ニタリング調査の
透明性・客観性を
確保することで、
顧客満足度や経費
節減効果等の検証
を行う。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

利用者満足度調査
の実施方法につい
て各所管課に通知
し、より正確な調
査の実施を図っ
た。また、外部評
価の実施により、
モニタリング調査
の透明性・客観性
の確保ができた。

利用者満足度調査
の実施方法につい
て各所管課に通知
し、より正確な調
査の実施を図っ
た。また、外部評
価の実施により、
モニタリング調査
の透明性・客観性
の確保ができた。

モニタリングの他
に外部評価を実施
することで、評価
の透明性・客観性
を確保した。ま
た、利用者満足度
調査の結果等を指
定管理者へフィー
ドバックし、継続
的な改善を求め
た。

モニタリングの他
に外部評価を実施
することで、評価
の透明性・客観性
を確保した。ま
た、利用者満足度
調査の結果等を指
定管理者へフィー
ドバックし、継続
的な改善を求め
た。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

指定管理者の業務
に係るモニタリン
グを実施（平成27
年度の事業分）す
るとともに、外部
評価を実施した。

指定管理者の業務
に係るモニタリン
グを実施（平成28
年度の事業分）す
るとともに、外部
評価を実施した。

指定管理者の業務
に係るモニタリン
グを実施（平成29
年度の事業分）す
るとともに、2施
設の外部評価を実
施した。

指定管理者の業務
に係るモニタリン
グを実施（平成30
年度の事業分）す
るとともに、2施
設の外部評価を実
施した。

取組内容
顧客満足度や経費節減効果等の検証を行い、施設管理・運営に係る業務プロセスの継続的な改
善を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

指定管理者業務に
係るモニタリング
を実施し、更なる
サービスの向上に
努める。

取組項目 指定管理者制度導入施設の検証 担当部署
企画経営課(主)
関係課

取組目標
指定管理者制度を導入した施設を対象に、顧客満足度や経費節減効果等の検証を行い、施設管
理・運営に係る業務プロセスの継続的な改善を図る。
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大綱2.公民連携の推進

№ 15 整理番号 2-7

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

指定管理者制度の
導入施設を対象
に、利用料金制度
の導入を検討した
が、新たに利用料
金制度を導入する
施設がない。

指定管理者制度の
導入施設を対象
に、利用料金制度
の導入を検討した
が、新たに利用料
金制度を導入する
施設がない。

指定管理者制度の
導入施設を対象
に、利用料金制度
の導入を検討した
が、新たに利用料
金制度を導入する
施設がない。

指定管理者制度の
導入施設を対象
に、利用料金制度
の導入を検討した
が、新たに利用料
金制度を導入する
施設がない。

次年度以降の
方針

指定管理者制度の
導入、再選定を行
う際に個々の施設
の実情に合わせ、
利用料金制度を導
入できるかどうか
検討する必要があ
る。

指定管理者制度の
導入、再選定を行
う際に個々の施設
の実情に合わせ、
利用料金制度を導
入できるかどうか
検討する必要があ
る。

指定管理者制度の
導入、再選定を行
う際に個々の施設
の実情に合わせ、
利用料金制度を導
入できるかどうか
検討する必要があ
る。

指定管理者制度の
導入、再選定を行
う際に個々の施設
の実情に合わせ、
利用料金制度を導
入できるかどうか
検討する必要があ
る。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

指定管理者の再選
定による利用料金
制度の新たな導入
施設はなかった。

指定管理者の再選
定による利用料金
制度の新たな導入
施設はなかった。

指定管理者の再選
定による利用料金
制度の新たな導入
施設はなかった。
なお、現在導入し
ている施設につい
ては、モニタリン
グにより、運営状
況を把握、検証
し、制度の適切な
運用に努めた。

指定管理者の再選
定による利用料金
制度の新たな導入
施設はなかった。
なお、現在導入し
ている施設につい
ては、モニタリン
グにより、運営状
況を把握、検証
し、制度の適切な
運用に努めた。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

各担当において、
｢指定管理者制度
導入基本方針｣に
基づき利用料金制
度の導入を図っ
た。

各担当において、
｢指定管理者制度
導入基本方針｣に
基づき利用料金制
度の導入を図っ
た。

各担当において、
｢指定管理者制度
導入基本方針｣に
基づき利用料金制
度の導入を検討し
た。

各担当において、
｢指定管理者制度
導入基本方針｣に
基づき利用料金制
度の導入を検討し
た。

取組内容
指定管理者制度を導入している施設を対象に、収益性等を考慮し、利用料金制度の導入を図
る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

導入可能な施設に
ついて積極的な導
入を図る。

取組項目
指定管理者制度における利用料金制度
の導入

担当部署
企画経営課(主)
関係課

取組目標
指定管理者制度の導入施設を対象に、施設の使用料を指定管理者の収入とすることができる利
用料金制度を導入し、指定管理者となる民間事業者等の取組成果の反映と取組意欲の向上、施
設管理における経費節減効果の向上を図る。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 16 整理番号 3-1

取組項目 マイナンバー制度の活用 担当部署
企画経営課（社会保障・税
番号制度担当）（主）
関係課

取組目標
マイナンバーを利用して市民サービスの向上に努める。

取組内容
｢行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律｣に基づき、個人番
号制度を利用して、担当部局において市独自の利用方法を検討し活用する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

市独自の利用方法
を検討し活用す
る。

－数値目標 － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

庁内に利用方法の
情報提供等を行
い、各担当部局に
おいて検討を行っ
た。

庁内に利用方法の
情報提供等を行
い、各担当部局に
おいて検討を行っ
た。

庁内に利用方法の
情報提供等を行
い、各担当部局に
おいて検討を行っ
た。

庁内に利用方法の
情報提供等を行
い、各担当部局に
おいて検討を行っ
た。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

利用方法について
検討がなされた。
住民票等のコンビ
ニ交付を平成29年
２月から開始し
た。

利用方法について
検討がなされた。
住民票等のコンビ
ニ交付を継続して
運用した。

利用方法について
検討がなされた。
住民票等のコンビ
ニ交付を継続して
運用した。

利用方法について
検討がなされた。
住民票等のコンビ
ニ交付を継続して
運用した。
マイナポイント等
の取り組みに対応
するため、マイナ
ンバーカード交付
円滑化計画を策定
した。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

市独自の利用につ
いては、メリッ
ト・デメリット、
情報漏えいのリス
ク等を考慮する必
要がある。

市独自の利用につ
いては、メリッ
ト・デメリット、
情報漏えいのリス
ク等を考慮する必
要がある。

市独自の利用につ
いては、メリッ
ト・デメリット、
情報漏えいのリス
ク等を考慮する必
要がある。

市独自の利用につ
いては、メリッ
ト・デメリット、
情報漏えいのリス
ク等を考慮する必
要がある。

次年度以降の
方針

引き続き、庁内に
情報提供等を行う
とともに、各担当
部局において検討
する。

引き続き、庁内に
情報提供等を行う
とともに、各担当
部局において検討
する。

引き続き、庁内に
情報提供等を行う
とともに、各担当
部局において検討
する。

引き続き、庁内に
情報提供等を行う
とともに、各担当
部局において検討
する。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 17 整理番号 3-2

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

各課で計画を策定
し運動に取り組ん
でいるが、テーマ
に偏りがあり、独
創的な取組があま
り見られない。

指定したテーマに
沿って各課で計画
を策定し,運動に
取り組んでいる
が、独創的な取組
があまり見られな
い。

優秀事例につい
て、全庁的な情報
提供を行っている
が、取り組みの広
がりには至ってい
ない。

優秀事例につい
て、全庁的な情報
提供を行っている
が、取り組みの広
がりには至ってい
ない。

次年度以降の
方針

改善運動について
周知を徹底し、他
部署の好事例を水
平展開すること
で、職員の意識改
革の高揚と改革成
果の共有化を図
る。

改善運動について
周知を徹底し、他
部署の好事例を水
平展開すること
で、職員の意識改
革の高揚と改革成
果の共有化を図
る。

他部署の優秀事例
の具体的な取り組
み内容を全庁的に
情報共有すること
で、職員の意識改
革、業務改善への
気運醸成につなげ
る。

他部署の優秀事例
の具体的な取り組
み内容を全庁的に
情報共有すること
で、職員の意識改
革、業務改善への
気運醸成につなげ
る。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

「いきいきやしお
改善運動」実施方
針に基づき、庁内
で業務改善運動に
取り組んだ。事例
発表会を行い、優
秀事例の表彰を
行った。

「いきいきやしお
改善運動」実施方
針に基づき、庁内
で業務改善運動に
取り組んだ。事例
発表会を行い、優
秀事例の表彰を
行った。

「いきいきやしお
改善運動」実施方
針に基づき、庁内
で業務改善運動に
取り組んだ。若手
職員による事例発
表会を行い、優秀
事例の表彰を行っ
た。

「いきいきやしお
改善運動」実施方
針に基づき、庁内
で業務改善運動に
取り組んだ。若手
職員による事例発
表会を行い、優秀
事例の表彰を行っ
た。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

各課にて業務改善
計画を策定し、改
善運動に取り組ん
だ。

各課にて業務改善
計画を策定し、改
善運動に取り組ん
だ。

各課にて業務改善
計画を策定し、改
善運動に取り組ん
だ。

各課にて業務改善
計画を策定し、改
善運動に取り組ん
だ。

取組内容
全職員を対象とし、課単位で業務改善計画を策定し、計画に基づき業務改善に取り組む。その
後、優れた取組を選出し、改善運動の参考とする。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

各課にて業務改善
計画を策定し、業
務改善運動に取り
組む。

取組項目 「いきいきやしお改善運動」の推進 担当部署
企画経営課（主）
全部署

取組目標
業務の改善運動を全庁的に展開し、業務の効率化、コストの縮減、業務の質の向上を目指す。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 18 整理番号 3-3

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

システムの不具合
により、円滑な運
用に支障が生じた
事例があった。

システムの不具合
により、円滑な運
用に支障が生じた
事例があった。

システムの動作が
遅くなってきてい
るため、対応を考
える必要がある。

システムの動作が
遅くなってきてい
るため、令和２年
度にサーバーの移
行を行う必要があ
る。

次年度以降の
方針

引き続き運用しな
がら必要な改善を
行う。

引き続き運用しな
がら必要な改善を
行う。

引き続き運用しな
がら必要な改善を
行う。

引き続き運用しな
がら必要な改善を
行う。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

システムを活用
し、事業の選択や
定員管理を行っ
た。また、システ
ムの改善を行っ
た。

システムを活用
し、事業の選択や
定員管理を行っ
た。また、より適
切な評価が実施で
きるようシステム
の改善を行った。

システムを活用
し、行政評価等を
行った。システム
の更新に向けた検
討を行った。

システムを活用
し、行政評価等を
行った。システム
の更新に向けた検
討を行った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

システムを継続し
て運用するととも
に、不具合につい
て改善を図った。

システムを継続し
て運用するととも
に、不具合につい
て改善を図った。

システムを継続し
て運用して、行政
評価等を円滑に実
施した。

システムを継続し
て運用して、行政
評価等を円滑に実
施した。

取組内容
｢第５次八潮市総合計画｣における進行管理や実施計画において今後の事業選択、定員管理、施
策評価、事務事業評価などにおいて活用を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

システムによる総
合計画の進行管
理、今後の事業選
択、実施した事業
の評価等を行う。

取組項目
政策－財政－人事の連動性のある行政
マネジメントシステムの活用

担当部署
企画経営課（主）
財政課
総務人事課

取組目標
「第５次八潮市総合計画」に基づいた効率的かつ効果的な行政運営を実現するため、今後の事
業選択や定員管理等をシステム管理し、連動性のある施策の展開や効率的な経営資源の分配を
行う。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 19 整理番号 3-4

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

受給者の世帯構成
が多様化してお
り、不正の実態把
握に時間を要す
る。

受給者の世帯構成
が多様化してお
り、不正の実態把
握に時間を要す
る。

受給者の世帯構成
が多様化してお
り、不正の実態把
握に時間を要す
る。

受給者の世帯構成
の多様化や環境の
複雑化等により、
不正の実態把握に
時間を要する。

次年度以降の
方針

引き続き、不正受
給防止対策専門員
等による必要な調
査を実施する。

引き続き、不正受
給防止対策専門員
等による必要な調
査を実施する。

引き続き、不正受
給防止対策専門員
等による必要な調
査を実施する。

引き続き、不正受
給防止対策専門員
等による必要な調
査を実施する。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

不正受給を防止す
るため１４世帯に
対して延べ１３２
回の調査を行っ
た。

不正受給を防止す
るため１４世帯に
対して延べ１４７
回の調査を行っ
た。

不正受給を防止す
るため１６世帯に
対して延べ１７７
回の調査を行っ
た。

不正受給を防止す
るため２０世帯に
対して延べ５９回
の調査を行った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

不正受給を防止す
るため世帯に関す
る調査を行った。

不正受給を防止す
るため世帯に関す
る調査を行った。

不正受給を防止す
るため世帯に関す
る調査を行った。

不正受給を防止す
るため世帯に関す
る調査を行った。

取組内容
扶助費の適正化を図るため、不正受給防止対策専門員等による必要な調査を実施する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

不正受給防止対策
専門員等による調
査を実施する。

取組項目 ｢生活保護法｣に基づく扶助費の適正化 担当部署 社会福祉課

取組目標
｢生活保護法｣に基づく扶助費の支給について適正化を図る。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 20 整理番号 3-5

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

補助工事につい
て、あらかじめ業
務に関する情報
や、資料の収集を
行い計画に沿った
発注に努める。

あらかじめ業務に
関する情報や、資
料の収集を行い計
画に沿った発注に
努める。

あらかじめ業務に
関する情報や、資
料の収集を行い計
画に沿った発注に
努める。

あらかじめ業務に
関する情報や、資
料の収集を行い計
画に沿った発注に
努める。

次年度以降の
方針

当初予定した工事
発注計画に沿っ
て、発注をする。

当初予定した工事
発注計画に沿っ
て、発注をする。

当初予定した工事
発注計画に沿っ
て、発注をする。

当初予定した工事
発注計画に沿っ
て、発注をする。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

年度当初に予定し
た工事発注計画に
沿って、概ね予定
通りに発注を行っ
た。

年度当初に予定し
た工事発注計画に
沿って、概ね予定
通りに発注を行っ
た。

年度当初に予定し
た工事発注計画に
沿って、概ね予定
通りに発注を行っ
た。

年度当初に予定し
た工事発注計画に
沿って、概ね予定
通りに発注を行っ
た。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

現地調査及び設計
積算の準備を早め
に進めた。

現地調査及び設計
積算の準備を早め
に進めた。

現地調査及び設計
積算の準備を早め
に進めた。

現地調査及び設計
積算の準備を早め
に進めた。

取組内容
工事の発注に当たっては、休日等の作業不能日数を加味し、適正な工期の設定に努め、円滑な
施工体制確保のための余裕期間を設定することにより、工事発注時期の平準化に取り組む。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

発注時期等の平準
化に取り組む。

取組項目 工事発注時期の平準化 担当部署

道路治水課
下水道課
市営住宅課
公園みどり課
区画整理課
教育総務課
施設課

取組目標
市民生活への影響や工事施工時期の集中を防止し、工事の品質を確保するため、工事発注時期
を平準化させる。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 21 整理番号 3-6

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

引き続き、契約事務
の一元化により契
約金額の更なる削
減を図る。

引き続き、契約事務
の一元化により契
約金額の更なる削
減を図る。

引き続き、契約事務
の一元化により契
約金額の更なる削
減を図る。

引き続き、契約事務
の一元化により契
約金額の更なる削
減を図る。

次年度以降の
方針

今後においては、契
約規模による対象
業者選定基準等の
検討を行い、安定
的な制度運営を
行っていく。

今後においては、契
約規模による対象
業者選定基準等の
検討を行い、安定
的な制度運営を
行っていく。

今後においては、契
約規模による対象
業者選定基準等の
検討を行い、安定
的な制度運営を
行っていく。

今後においては、契
約規模による対象
業者選定基準等の
検討を行い、安定
的な制度運営を
行っていく。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

・契約事務の一元
化を図ることによ
り、電気使用料につ
いては、12.9％の経
費節減が行われ
た。
・長期継続契約の
実施により、安定し
た業務の実施と契
約年度期間におけ
る必要経費の把握
が容易になった。

・契約事務の一元
化を図ることによ
り、電気使用料につ
いては、5.1％の経
費節減が行われ
た。
・長期継続契約の
実施により、安定し
た業務の実施と契
約年度期間におけ
る必要経費の把握
が容易になった。

・契約事務の一元
化を図ることによ
り、電気使用料につ
いては、3.6％の経
費節減が行われ
た。
・長期継続契約の
実施により、安定し
た業務の実施と契
約年度期間におけ
る必要経費の把握
が容易になった。

・契約事務の一元
化を図ることによ
り、電気使用料につ
いては、8.2％の経
費節減が行われ
た。
・長期継続契約の
実施により、安定し
た業務の実施と契
約年度期間におけ
る必要経費の把握
が容易になった。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ａ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

・公共施設の警備
業務委託の一括入
札による業務実施。
・長期継続契約の
実施（公用車・警
備・電気）。

・公共施設の警備
業務委託の一括入
札による業務実施。
・長期継続契約の
実施（公用車・警
備・電気）。

・公共施設の警備
業務委託の一括入
札による業務実施。
・長期継続契約の
実施（公用車・警
備・電気）。

・公共施設の警備
業務委託の一括入
札による業務実施。
・長期継続契約の
実施（公用車・警
備・電気）。

取組内容
市内公共施設における警備委託業務や電気（PPS）の契約事務について、一括で入札することに
よる経費削減や、長期継続契約による事務の効率化を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

実施方針に基づき
施設の管理を行
う。

取組項目 施設管理業務に係る契約事務の一元化 担当部署
財政課(主)
各施設

取組目標
施設管理業務に係る契約事務の一元化などにより、経費削減と事務の効率化を図る。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 22 整理番号 3-7

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

委託については、
定例的になり、市
民サービスの向上
や経費節減に対す
る意識が希薄に
なってしまう。

委託については、
定例的になり、市
民サービスの向上
や経費節減に対す
る意識が希薄に
なってしまう。

委託については、
定例的になり、市
民サービスの向上
や経費節減に対す
る意識が希薄に
なってしまう。

委託については、
定例的になり、市
民サービスの向上
や経費節減に対す
る意識が希薄に
なってしまうこと
があるため、継続
的な検証が不可欠

次年度以降の
方針

委託事務の適正化
の意識徹底と継続
的な事務検証を行
う。

委託事務の適正化
の意識徹底と継続
的な事務検証を行
う。

委託事務の適正化
の意識徹底と継続
的な事務検証を行
う。

委託事務の適正化
の意識徹底と継続
的な事務検証を行
う。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

要綱に示された指
針に基づき、適正
な委託事務を執行
した。

要綱に示された指
針に基づき、適正
な委託事務を執行
した。

要綱に示された指
針に基づき、適正
な委託事務を執行
した。

要綱に示された指
針に基づき、適正
な委託事務を執行
した。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

要綱に基づき、関
係部署において適
正な事業委託の推
進を行った。

要綱に基づき、関
係部署において適
正な事業委託の推
進を行った。

要綱に基づき、関
係部署において適
正な事業委託の推
進を行った。

要綱に基づき、関
係部署において適
正な事業委託の推
進を行った。

取組内容
「八潮市委託事務の適正化に関する要綱」に基づき、随意契約や同一委託先との継続契約等に
係る事務事業の適正化を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

要綱に基づき、適
正な事業委託の推
進を図る。

取組項目 委託事務の適正化の推進 担当部署
企画経営課（主）
全部署

取組目標
「八潮市委託事務の適正化に関する要綱」に基づき委託事務の適正化を図る。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 23 整理番号 3-8

電気使用
量の削減
目標値

紙使用量
の目標値

ごみ排出
量の削減
目標値

数値目標

590,500kwh

7,369,000枚以内 7,369,000枚以内 7,369,000枚以内 7,369,000枚以内 7,369,000枚以内

590,500kwh 590,500kwh 590,500kwh 590,500kwh

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

紙使用量について
は、事務量の増加、
住民サービスの提供
のために増加した。

次年度以降の
方針

環境負荷の低減等の
ため、八潮市環境マ
ネジメントシステム
に基づき、環境負荷
及び二酸化炭素の削
減やコストの削減に
取り組んでいく。

環境負荷の低減等の
ため、八潮市環境マ
ネジメントシステム
に基づき、環境負荷
及び二酸化炭素の削
減やコストの削減に
取り組んでいく。

環境負荷の低減等の
ため、八潮市環境マ
ネジメントシステム
に基づき、環境負荷
及び二酸化炭素の削
減やコストの削減に
取り組んでいく。

環境負荷の低減等の
ため、八潮市環境マ
ネジメントシステム
に基づき、環境負荷
及び二酸化炭素の削
減やコストの削減に
取り組んでいく。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

（電気削減使用量）
918,421kWh

（紙使用量）
7,898,500枚

（ごみ削減量）
29,012kg

（電気使用削減量）
776,863kWh

（紙使用量）
6,699,500枚

（ごみ削減量）
33,197kg

（電気使用削減量）
804,171kWh

（紙使用量）
5,962,000枚

（ごみ削減量）
32,251kg

（電気使用削減量）
953,265kWh

（紙使用量）
5,974,360枚

（ごみ削減量）
30,430.5kg

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ａ Ａ Ａ

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

エコオフィスの取り
組みにより、電気・
紙の使用量、ごみ排
出量の削減に取り組
んだ。

エコオフィスの取り
組みにより、電気・
紙の使用量、ごみ排
出量の削減に取り組
んだ。

エコオフィスの取り
組みにより、電気・
紙の使用量、ごみ排
出量の削減に取り組
んだ。

エコオフィスの取り
組みにより、電気・
紙の使用量、ごみ排
出量の削減に取り組
んだ。

22,800kg 22,800kg 22,800kg 22,800kg 22,800kg

取組内容

エコオフィスの取り組みの中でも電気・紙等の各使用量の削減とごみの排出量の削減効果を継続的に測定
し、取組における成果をまとめる。
【数値目標の設定の考え方について】
本市においては、これまでエコオフィスの取り組みによる目標値（電気使用量の削減目標126,540kwh、ご
み排出量の削減目標14,741kg）を定め、環境負荷の低減に努めてきた。今後、事務量の増加に伴い、電気
使用量等の増加が想定されるが、本計画においては、エコオフィスの取り組みより厳しい数値を平成28年
度からの計画期間内の数値目標として設定し、使用量等のより一層の削減に継続的に取り組む。紙使用量
については平成26年度を基準とする。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

削減実績を踏まえ、
計画の見直しを図り
ながら、数値目標の
再設定を行い、引き
続き削減に取り組
む。

取組項目
「八潮市環境マネジメントシステ
ム」に基づく環境に配慮した事務事
業の推進

担当部署
環境リサイクル課
全部署

取組目標
エコオフィスの取り組みを推進し、事務事業における環境負荷の低減と資源・エネルギーにかかる経費の
削減を図る。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 24 整理番号 3-9

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

平成28年度職員採
用試験において、
保健師の受験者が
おらず欠員が生じ
た。

平成29年度職員採
用試験において、
5人の欠員が生じ
た。

平成30年度職員採
用試験において、
6人の欠員が生じ
た。

令和元年度職員採
用試験において、
6人の欠員が生じ
た。

次年度以降の
方針

限られた職員数で
業務を遂行するた
め、今後も適正な
職員配置に努め
る。また、安定し
た職員の新規採用
を行う。

限られた職員数で
業務を遂行するた
め、今後も適正な
職員配置に努め
る。また、安定し
た職員の新規採用
を行う。

限られた職員数で
業務を遂行するた
め、今後も適正な
職員配置に努め
る。また、安定し
た職員の新規採用
を行う。

限られた職員数で
業務を遂行するた
め、今後も適正な
職員配置に努め
る。また、安定し
た職員の新規採用
を行う。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

各部局の事務事業
を踏まえ、効率的
で適正な職員配置
を行った。

各部局の事務事業
を踏まえ、効率的
で適正な職員配置
を行った。

ヒアリング等を通
じ、各部局の状況
を把握するととも
に、事務事業を踏
まえ、効率的で適
正な職員配置を
行った。

ヒアリング等を通
じ、各部局の状況
を把握するととも
に、事務事業を踏
まえ、効率的で適
正な職員配置を
行った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

限られた職員数で
効率的・効果的に
業務を遂行するた
め、事務事業を検
証し、職員配置を
行った。

限られた職員数で
効率的・効果的に
業務を遂行するた
め、事務事業を検
証し、職員配置を
行った。

限られた職員数で
効率的・効果的に
業務を遂行するた
め、事務事業を検
証し、職員配置を
行った。

限られた職員数で
効率的・効果的に
業務を遂行するた
め、事務事業を検
証し、職員配置を
行った。

取組内容
事業の優先順位や事務量を把握するとともに、職員の能力や経験を踏まえ適正な職員配置を行
う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

事業の優先順位や
事務量を把握す
る。
職員の能力や経験
を踏まえた適正な
職員配置を行う。

取組項目 効果的・効率的な職員配置 担当部署
企画経営課（主）
総務人事課

取組目標
効果的・効率的な行政運営を推進するため、各部局の事業の優先順位に応じ、職員を適正に配
置する。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 25 整理番号 3-10

取組項目 事務決裁の見直し 担当部署
総務人事課
秘書広報課

取組目標
事務処理の迅速化を図るため、専決区分等の見直しを行う。

取組内容
事務決裁の専決区分や決裁方法の見直しを行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

専決区分や決裁方
法の見直しを行
う。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

専決区分や決裁方
法の見直しを検
討。

専決区分や決裁方
法の見直しを検
討。

専決区分や決裁方
法の見直しを検
討。

電子決裁システム
の導入を検討。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

専決区分や決裁方
法について検討を
行った。

組織改正に合わせ
て、内容の見直し
を行った。

専決区分や決裁方
法について検討を
行った。

紙媒体から電子媒
体への決裁方法の
変更を図るため、
八潮市文書管理委
員会において、文
書管理システム・
電子決裁システム
の導入に向けた検
討を行い、文書管
理システム・電子
決裁システム導入
基本方針を決定し
た。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

各課の業務に関わ
るため、各課での
見直しの検討、調
整を要する。

各課の業務に関わ
るため、各課での
見直しの検討、調
整を要する。

各課の業務に関わ
るため、各課での
見直しの検討、調
整を要する。

電子決裁システム
を導入するため
に、現在の事務処
理手順を確認する
とともに、システ
ムに必要な機能を
抽出し、コンセン
サスを得る必要が
ある。

次年度以降の
方針

各課の現状、見直
しの検討状況にあ
わせて専決区分等
を見直す。

各課の現状、見直
しの検討状況にあ
わせて専決区分等
を見直す。

各課の現状、見直
しの検討状況にあ
わせて専決区分等
を見直す。

令和５年度の文書
管理システム・電
子決裁システムの
本稼働に向けて、
八潮市文書管理委
員会における検討
を行う。また、専
決区分について
は、各課の現状、
見直しの検討状況
と併せて見直す。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 26 整理番号 3-11

取組項目 入札制度の適正化 担当部署 財政課

取組目標
公共工事の入札に関して、手続きの透明性、客観性、競争性を向上させるとともに、工事の品
質を確保するため、入札制度の適正化を図る。

取組内容
一般競争入札及び総合評価方式入札を継続して実施する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

一般競争入札及び
総合評価方式入札
を継続して実施す
る。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

建設工事について
一般競争入札９件
を実施。また、設
計・調査・測量、
物品等業務につい
ても一部案件で一
般競争入札を実
施。

建設工事について
一般競争入札14件
と総合評価方式入
札1件を実施。ま
た、設計・調査・
測量、物品等業務
についても一部案
件で一般競争入札
を実施。

建設工事について
一般競争入札15件
を実施。また、設
計・調査・測量、
土木施設維持管
理、物品等業務に
ついても一部案件
で一般競争入札を
実施。

建設工事について
一般競争入札14件
を実施。また、設
計・調査・測量、
物品等業務につい
ても一部案件で一
般競争入札を実
施。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

実施額（税込み）
５千万円以上の建
設工事９件につい
て一般競争入札を
実施。また、設
計・調査・測量に
ついて１件、物品
等（自販機設置賃
貸借）について
19件の一般競争入
札を実施。

実施額（税込み）
５千万円以上の建
設工事14件につい
て一般競争入札を
実施。また、設
計・調査・測量に
ついて2件の一般
競争入札を実施。
さらに、建設工事
1件について総合
評価方式入札を実
施。

実施額（税込み）
５千万円以上の建
設工事15件につい
て一般競争入札を
実施。また、設
計・調査・測量で
2件、土木施設維
持管理で1件、物
品等（施設で使用
する電気）で１件
の一般競争入札
を、それぞれ実
施。

実施額（税込み）
５千万円以上の建
設工事14件につい
て一般競争入札を
実施。また、設
計・調査・測量で
4件、物品等（自
販機設置賃貸借）
で3件の一般競争
入札を、それぞれ
実施。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

一般競争入札の拡
大、予定価格の事
前公表の見直し等
の入札制度改善に
伴う事務量が増加
傾向にある。

一般競争入札の拡
大、予定価格の事
前公表の見直し等
の入札制度改善に
伴う事務量が増加
傾向にある。

一般競争入札の拡
大、予定価格の事
前公表の見直し等
の入札制度改善に
伴う事務量が増加
傾向にある。

一般競争入札の拡
大、予定価格の事
前公表の見直し等
の入札制度改善に
伴う事務量が増加
傾向にある。

次年度以降の
方針

入札事務について
は、事務量の増加
を踏まえ、常に効
率化を念頭に事務
を行う。
また、総合評価方
式入札の実施に努
める。

入札事務について
は、事務量の増加
を踏まえ、常に効
率化を念頭に事務
を行う。
また、総合評価方
式入札の実施に努
める。

入札事務について
は、事務量の増加
を踏まえ、常に効
率化を念頭に事務
を行う。
また、総合評価方
式入札の実施に努
める。

入札事務について
は、事務量の増加
を踏まえ、常に効
率化を念頭に事務
を行う。
また、総合評価方
式入札の実施に努
める。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 27 整理番号 3-12

取組項目 電子自治体の推進 担当部署
企画経営課（情報化推進担
当）
関係課

取組目標
市民サービスの向上と行政運営の効率化・高度化を図るため、事務事業の情報化を推進する。

取組内容
電子自治体の推進を図るため、各課の事務事業の情報化を支援するとともに、各種システムの
クラウド化（サーバーの外部化）を推進する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

各課の事務事業の
情報化を支援す
る。
各種システムのク
ラウド化に取り組
む。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

各課の事務事業の
情報化を支援し
た。
基幹系情報処理業
務のクラウド型
サービスを継続利
用した。

各課の事務事業の
情報化を支援し
た。
基幹系情報処理業
務のクラウド型
サービスを継続利
用した。

各課の事務事業の
情報化を支援し
た。
基幹系情報処理業
務のクラウド型
サービスを更新し
た。

各課の事務事業の
情報化を支援し
た。
基幹系情報処理業
務のクラウド型
サービスを更新し
た。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

ホームページ、戸
籍、コンビニ交付
の各システムにつ
いて、導入支援を
行った。埼玉県及
び県内自治体で共
同運営している電
子申請サービスに
ついて、平成29年
度更新に向け検討
を行った。基幹系
情報処理業務につ
いて、クラウド型
サービスを利用し
た。

国民健康保険（連
合会）、介護保
険、生活保護の各
システムについ
て、導入支援を
行った。埼玉県及
び県内自治体で共
同運営している電
子申請サービスに
ついて、新システ
ムへの更新を行っ
た。基幹系情報処
理業務について、
クラウド型サービ
を利用した。

埼玉県及び県内自
治体で共同運営し
ている電子申請
サービスについ
て、新システムに
よる利用を行った
た。基幹系情報処
理業務について、
クラウド型サービ
を利用した。

グループウェアシ
ステムについて、
クラウド型システ
ムへの更新を行っ
た。埼玉県及び県
内自治体で共同運
営している電子申
請サービスについ
て、新システムに
よる利用を行っ
た。基幹系情報処
理業務について、
クラウド型サービ
を利用した。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

各課の事務事業の
情報化の支援につ
いて、個別の状況
や課題等の把握が
必要である。

各課の事務事業の
情報化の支援につ
いて、個別の状況
や課題等の把握が
必要である。

各課の事務事業の
情報化の支援につ
いて、個別の状況
や課題等の把握が
必要である。

各課の事務事業の
情報化の支援につ
いて、個別の状況
や課題等の把握が
必要である。

次年度以降の
方針

各課の事務事業の
情報化の支援につ
いての課題を踏ま
えつつ、現状の取
組を継続する。

各課の事務事業の
情報化の支援につ
いての課題を踏ま
えつつ、現状の取
組を継続する。

各課の事務事業の
情報化の支援につ
いての課題を踏ま
えつつ、現状の取
組を継続する。

各課の事務事業の
情報化の支援につ
いての課題を踏ま
えつつ、現状の取
組を継続する。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 28 整理番号 3-13

取組項目 総合案内サービスの充実 担当部署 総務人事課

取組目標
総合案内サービスの向上について継続的に検討を行い、サービスの充実に努める。

取組内容
市民満足度の高い、きめ細かな総合案内サービスを提供するため、マニュアル整備や研修体制
の充実等に取り組む。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

市民満足度の高
い、きめ細かな総
合案内サービスを
提供する。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

総合案内に設置す
る資料について、
インデックスを活
用した資料整理等
を行い、必要な情
報がすぐに得られ
るようにした。

総合案内に関する
資料をグループウ
エアのライブラリ
に掲載し、職員に
庁内業務に関する
情報提供を行うこ
とで案内業務の円
滑化に資するよう
にした。

総合案内に設置す
る資料について、
担当部ごとにすぐ
にわかるよう資料
整理等を行い、そ
の都度最新情報が
得られるようにし
た。

総合案内に設置す
る資料について、
資料を最新版に差
し替えたほか、職
員が混乱しないよ
う、古い資料等を
置いたままにしせ
ず、その都度見直
しを行うようにし
た。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

職員が市役所全体
の業務を把握する
ほか、来庁者を直
接担当窓口へ案内
するなど、状況に
応じた案内が実施
された。また、市
民からの要望につ
いて、関係課と協
力し、出来る限り
市民ニーズを踏ま
えた取組が行われ
た。

職員が市役所全体
の業務を把握する
ほか、来庁者を直
接担当窓口へ案内
するなど、状況に
応じた案内が実施
された。また、市
民からの要望につ
いて、関係課と協
力し、出来る限り
市民ニーズを踏ま
えた取組が行われ
た。

職員が市役所全体
の業務を把握する
ほか、来庁者を直
接担当窓口へ案内
するなど、状況に
応じた案内が実施
された。また、市
民からの要望につ
いて、関係課と協
力し、出来る限り
市民ニーズを踏ま
えた取組が行われ
た。

職員が市役所全体
の業務を把握する
ほか、来庁者を直
接担当窓口へ案内
するなど、状況に
応じた案内が実施
された。また、市
民からの要望につ
いて、関係課と協
力し、出来る限り
市民ニーズを踏ま
えた取組が行われ
た。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

職員が総合案内資
料を目にする機会
が、総合案内担当
時に限られるた
め、他部署の業務
内容に関する知識
の定着が図られに
くい。

ライブラリに掲載
している総合案内
資料について、総
合案内をしている
時間に閲覧するこ
とができない。

職員が総合案内資
料を目にする機会
が、総合案内担当
時に限られるた
め、他部署の業務
内容に関する知識
の定着が図られに
くい。

職員が総合案内資
料を目にする機会
が、総合案内担当
時に限られるた
め、他部署の業務
内容に関する知識
の定着が図られに
くい。

次年度以降の
方針

ライブラリに総合
案内資料を掲載
し、各職員の庁内
業務に対する横断
的な知識の定着を
図るとともに、通
常業務での案内先
誤り等も減らす。

庁内関係部署と連
携の上、総合案内
においてライブラ
リに掲載している
総合案内資料を閲
覧可能とすること
で総合案内業務の
円滑化を図る。

資料の定期的な見
直しを行って、各
職員の庁内業務に
対する横断的な知
識の定着を図ると
ともに、案内先誤
り等を減らす。

資料の定期的な見
直しを行って、各
職員の庁内業務に
対する横断的な知
識の定着を図ると
ともに、案内先誤
り等を減らす。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 29 整理番号 3-14

取組項目 接遇の向上 担当部署 総務人事課

取組目標
職員の接遇能力を高め、窓口等における市民満足度の向上を図る。

取組内容
職員に対し、接遇研修を実施し、職員の意識向上を図るとともに、窓口対応アンケート調査を
実施し、接遇の向上を目指す。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

接遇の研修を行う
とともに、窓口対
応アンケート調査
を行いながら職員
の意識の向上を図
る。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

新規採用職員の派
遣研修及び中級職
員の内部研修にお
いて接遇を行い、
意識の向上を行っ
た。窓口対応アン
ケートを実施。

新規採用職員の派
遣研修及び中級職
員の内部研修にお
いて接遇を行い、
意識の向上を行っ
た。窓口対応アン
ケートを実施。

新規採用職員の派
遣研修及び中級職
員の内部研修にお
いて接遇を行い、
意識の向上を行っ
た。窓口対応アン
ケートを実施。

新規採用職員の派
遣研修及び中級職
員の内部研修にお
いて接遇を行い、
意識の向上を行っ
た。窓口対応アン
ケートを実施。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

窓口対応アンケー
ト結果
【今年度】
・要件に対して

満足…87%
やや満足…8%

・接客態度
満足…88%
やや満足…9%

【前年度】
・要件に対して

満足…84.4%
やや満足…

11.3%
・接客態度

満足…87.5%
やや満足…9.8%

窓口対応アンケー
ト結果
【今年度】
・用件に対して

満足…86%
やや満足…12%

・接客態度
満足…87%
やや満足…11%

【前年度】
・用件に対して

満足…87%
やや満足…8%

・接客態度
満足…88%
やや満足…9%

窓口対応アンケー
ト結果
【今年度】
・用件に対して

満足…88%
やや満足…9%

・接客態度
満足…92%
やや満足…7%

【前年度】
・用件に対して

満足…86%
やや満足…12%

・接客態度
満足…87%
やや満足…11%

窓口対応アンケー
ト結果
【今年度】
・用件に対して

満足…88%
やや満足…10%

・接客態度
満足…89%
やや満足…10%

【前年度】
・用件に対して

満足…88%
やや満足…9%

・接客態度
満足…92%
やや満足…7%

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

窓口アンケートの
結果、来庁者の満
足度が高いことか
ら、これを引き続
き継続し、向上を
図る。

窓口アンケートの
結果、来庁者の満
足度が高いことか
ら、これを引き続
き継続し、向上を
図る。

窓口アンケートの
結果、来庁者の満
足度が高いことか
ら、これを引き続
き継続し、向上を
図る。

窓口アンケートの
結果、来庁者の満
足度が高いことか
ら、これを引き続
き継続し、向上を
図る。

次年度以降の
方針

接遇研修を行いな
がら職員の意識向
上を図る。

接遇研修を行いな
がら職員の意識向
上を図る。

接遇研修を行いな
がら職員の意識向
上を図る。

接遇研修を行いな
がら職員の意識向
上を図る。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 30 整理番号 3-15

取組項目 日曜窓口業務の実施 担当部署
市民課
関係課

取組目標
窓口サービスの向上を目指し、日曜窓口業務を実施する。

取組内容
住民の異動と関連性のある窓口業務について、日曜窓口の開設が可能か検討し、可能な業務の
導入を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

市民課日曜窓口を
継続しつつ、日曜
窓口拡充事務につ
いて検討し、可能
な業務の導入を図
る。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

繁忙期における日
曜日の住民異動処
理の実施（印鑑登
録等も含む）

月１回（第２日曜
日）住民異動処理
の実施（印鑑登録
等も含む）

月１回（第２日曜
日）住民異動処理
の実施（印鑑登録
等も含む）

月１回（第２日曜
日）住民異動処理
の実施（印鑑登録
等も含む）

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

平成２７年度
（3/12・3/19・
3/26）

人数 ３００人
（証明用 ２１４
人、異動用 ８６
人）

平成２８年度
（4/2・4/9）
人数 ２４５人
（証明用 １５５
人、異動用 ９０
人）

平成29年6月から
月1回（第2日曜
日）の住民異動処
理を実施した。

平成29年6月から
30年3月（第2日曜
日）の人数 876人
（証明用 584人、
　異動用 292人）

平成３０年度
（第２日曜日）の
人数１，１４２人

　証明用692人
　異動用450人

令和元年度
（第２日曜日）の
人数１，１１５人

　証明用664人
　異動用451人

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｃ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

毎週日曜日におけ
る住民異動処理
は、他自治体への
照会や他課との連
携が必要なため、
現在の業務体制で
は実施していくの
は困難である。

さらなる業務の拡
大には、職員体制
の見直し等が必要
となる。

さらなる業務の拡
大には、職員体制
の見直し等が必要
となる。

さらなる業務の拡
大には、職員体制
の見直し等が必要
となる。

次年度以降の
方針

今後も、拡充内容
について検討して
いく。

引き続き、近隣市
の状況等を踏まえ
検討していく。

引き続き、近隣市
の状況等を踏まえ
検討していく。

引き続き、近隣市
の状況等を踏まえ
検討していく。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 31 整理番号 3-16

取組項目
市税・国民健康保険税の納付窓口の拡
充

担当部署
納税課(主)
国保年金課

取組目標
市税や国民健康保険税についてインターネットを介した納付ができるよう納付窓口の拡充を図
り、市民への利便性の向上と税収の確保を図る。

取組内容
取扱手数料や情報システムの対応等に要する経費を算出するなど、事務処理上の課題や問題点
を整理し、インターネットを介した納税方法の導入に取り組む。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

納付窓口の拡充に
ついて研究し、可
能な納税方法の導
入を図る。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

Pay-easy口座振替
受付サービス導入
について情報収集
を行う。

Pay-easy口座振替
受付サービス導入
につき情報収集を
行う。

Pay-easy口座振替
受付サービスを導
入した。

Pay-easy口座振替
受付サービス拡充
およびモバレジ・
モバクレの導入に
つき情報収集を行
う。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

サービス取扱い業
者から資料を取り
寄せ、概要説明を
受けた。

サービス取扱い業
者から資料を取り
寄せ、詳細説明を
受けた。
平成30年度導入に
国民健康保険税の
対応に向けて調整
を行った。

平成31年1月から
サービスを実施し
た。

Pay-easy口座振替
受付サービスにつ
いては、令和２年
度からの市税対応
に向けて調整を
行った。
モバレジ・モバク
レについては、導
入に向けた調査・
研究を行った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

納税体制の整備、
公平性や費用対効
果も把握。

納税体制の整備、
公平性や費用対効
果も把握。

国民健康保険税の
Pay-easy口座振替
受付サービスを実
施しているが、他
税目への拡大。

Pay-easy口座振替
受付サービスの周
知とキャッシュレ
ス決済の普及促進

次年度以降の
方針

納付等に関して、
現状に即したきめ
細かな説明を徹底
する。

納付等に関して、
現状に即したきめ
細かな説明を徹底
する。

取扱可能金融機関
の拡大及び取扱税
目の拡大。

モバレジ・モバク
レのほか、
LINEpayやpaypay
などのキャッシュ
レス決済を導入す
る
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大綱3.事務事業の見直し

№ 32 整理番号 3-17

取組項目 防災備蓄品の計画的な整備 担当部署 危機管理防災課

取組目標
物資及び資機材等の備蓄に努める。

取組内容
｢地域防災計画｣に定められた、自助・共助・公助の役割に基づいた備蓄を行い、品質管理及び
保守点検に努めるとともに、社会環境の変化を考慮し、品目・数量の見直しを行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

災害時に必要な物
資を備蓄する。
品質管理及び保守
点検を行う。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

地域防災計画に基
づき食糧等の備蓄
及び資機材の保守
点検を行う。

地域防災計画に基
づき食糧等の備蓄
及び資機材の保守
点検を行った。

地域防災計画に基
づき食糧等の備蓄
及び資機材の保守
点検を行った。

地域防災計画に基
づき食糧等の備蓄
及び資機材の保守
点検を行った。
また、備蓄計画を
策定した。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

備蓄品の更新
・アルファ米
10,900食
・飲料水
2,976本
・粉ミルク
300缶
・生理用品・おむ
つ等
・資機材の保守点
検　年5回

備蓄品の更新
・アルファ米
10,500食

・飲料水
0.5ℓ 576本
1.5ℓ 1,680本

・粉ミルク
300缶

・ガソリン缶詰
208リットル、真
空パック毛布100
枚等購入
・資機材の保守点
検　年9回実施

備蓄品の更新
・アルファ米
10,500食

・飲料水
0.5ℓ 2,256本
1.5ℓ 1,680本

・粉ミルク
300缶

・ガソリン缶詰
200リットル、真
空パック毛布100
枚等購入
・資機材の保守点
検　年1回実施

備蓄品の更新
・アルファ米
10,500食

・飲料水
0.5ℓ 1,200本
1.5ℓ 1,640本

・粉ミルク
300缶

・液体ミルク
24缶

・ガソリン缶詰
200リットル等購
入
・資機材の保守点
検　年1回実施

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

食糧、飲料水等
は、計画的に更新
しているが、おむ
つ・生理用品等の
生活用品は、消費
期限がないものも
あるため、計画的
な管理が必要であ
る。また、いざと
いう時のために資
機材の操作方法に
ついての研修を行
う必要がある。

食糧、飲料水等
は、計画的に更新
しているが、おむ
つ・生理用品等の
生活用品は、消費
期限がないものも
あり、計画的な管
理が必要である。
また、いざという
時のために資機材
を定期的に点検す
るほか操作技術に
習熟する必要があ
る。

食糧、飲料水等
は、計画的に更新
しているが、おむ
つ・生理用品等の
生活用品は、消費
期限がないものも
あり、計画的な管
理が必要である。
また、いざという
時のために資機材
を定期的に点検す
るほか操作技術に
習熟する必要があ
る。

食糧、飲料水等
は、計画的に更新
しているが、おむ
つ・生理用品等の
生活用品は、消費
期限がないものも
あり、計画的な管
理が必要である。
また、いざという
時のために資機材
を定期的に点検す
るほか操作技術に
習熟する必要があ
る。

次年度以降の
方針

平成29年度から3
箇年かけて、備蓄
計画作成に向けた
検討を行う。

備蓄計画策定に向
け検討を行う。

備蓄計画策定。
備蓄計画に基づく
計画的な防災備蓄
品の整備を行う。

備蓄計画に基づく
計画的な防災備蓄
品の整備を行う。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 33 整理番号 3-18

取組項目
防災行政無線の放送内容のホームペー
ジ掲載

担当部署
秘書広報課（主）
関係課

取組目標
防災行政無線の放送内容をホームページ上に掲載する。

取組内容
防災行政無線で放送した担当課がホームページに放送内容を掲載することにより、情報伝達方
法の充実を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

実施方針を策定し
庁内体制を整備す
るとともに運用を
開始する。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

防災無線の放送に
合わせ、都度担当
課でホームページ
への掲載・メール
配信を行った。

防災無線の放送に
合わせ、都度担当
課でメール配信・
ホームページへの
掲載を行った。

防災無線の放送に
合わせ、都度担当
課でメール配信・
ホームページへの
掲載を行った。

防災無線の放送に
合わせ、都度担当
課でメール配信・
ホームページへの
掲載を行った。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

H28年度に放送し
た防災無線22回
（のべ放送回数
103回）のうち、7
回の内容をホーム
ページへ掲載し、
メール配信サービ
スを行った。

H29年度に放送し
た防災無線54件
（のべ放送回数
146回）のうち、
20件の内容をホー
ムページへ掲載
し、メール配信
サービスを行っ
た。

H30年度に放送し
た防災無線72件
（のべ放送回数
186回）のうち、
メール配信サービ
スでは5件の配
信、ホームページ
では1件の掲載を
行った。

R元年度に放送し
た防災無線50件
（のべ放送回数
182回）のうち、
メール配信サービ
スでは22件の配
信、ホームページ
では8件の掲載を
行った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

担当課と様々な
ケースを想定し、
手順を定める必要
がある。

担当課と様々な
ケースを想定し、
手順を定める必要
がある。

担当課と様々な
ケースを想定し、
手順を定める必要
がある。また、放
送を依頼した業務
課とも調整し、
メール配信等を充
実させる必要があ
る。

引き続き、担当課
と様々なケースを
想定し、手順を定
める必要がある。
また、放送を依頼
した業務課とも調
整し、メール配信
等を充実させる必
要がある。

次年度以降の
方針

継続して検討を進
める。

継続して検討を進
める。

継続して検討を進
める。

継続して検討を進
める。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 34 整理番号 3-19

取組項目 ホームページの充実 担当部署 秘書広報課

取組目標
全ての人が容易に情報を入手できるようホームページの充実を図る。

取組内容
ホームページの閲覧者が簡易かつ便利に利用できるよう、ユニバーサルデザイン化に取り組
み、ホームページの充実を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

市民が求める情報
を迅速に手に入れ
られるよう、ホー
ムページの充実を
図る。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

ホームページを利
用し、わかりやす
い情報を提供し
た。

ホームページを利
用し、わかりやす
い情報を提供し
た。

ホームページを利
用し、わかりやす
い情報を提供し
た。

ホームページを利
用し、わかりやす
い情報を提供し
た。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

11月にホームペー
ジをリニューアル
し、多言語対応や
キッズページ、災
害時用ページの作
成等、機能の充実
を図った。

11月にシティセー
ルス専用サイトを
公開し、ホーム
ページの充実を
図った。

適切な情報の提供
を行うため、各課
に情報掲載の依頼
を行うなど、ホー
ムページの充実を
図った。

適切な情報の提供
を行うため、各課
に情報掲載の依頼
を行うなど、ホー
ムページの充実を
図った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

掲載内容の充実を
図るとともに、知
りたい情報に簡単
にアクセスできる
ようサイト構成の
見直しを行うこと
が必要である。

掲載内容の充実を
図るとともに、知
りたい情報に簡単
にアクセスできる
ようサイト構成の
見直しを行うこと
が必要である。

掲載内容の充実を
図るとともに、知
りたい情報に簡単
にアクセスできる
ようサイト構成の
見直しを行うこと
が必要である。

掲載内容の充実を
図るとともに、知
りたい情報に簡単
にアクセスできる
ようサイト構成の
見直しを行うこと
が必要である。

次年度以降の
方針

継続して、サイト
の運用を行う。

継続して、サイト
の運用を行う。

継続して、サイト
の運用を行う。

継続して、サイト
の運用を行う。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 35 整理番号 3-20

取組項目 スマートフォン等対応サイトの作成 担当部署 秘書広報課

取組目標
スマートフォン等に対応できるようサイトを作成し、利便性の向上を図る。

取組内容
スマートフォン等でホームページを閲覧できるようにし、利便性の向上を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

対応サイトを作成
する。

市民の意向を踏ま
え、利便性の向上
を図る。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

対応サイトを作成
し、運用を開始し
た。

対応サイトを運用
した。

対応サイトを運用
した。

対応サイトを運用
した。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

ホームページのリ
ニューアルに伴
い、スマートフォ
ン等の対応サイト
への自動生成を導
入し、運用を開始
した。

スマートフォン等
の対応サイトを導
入し運用した。

スマートフォン等
の対応サイトを運
用した。

スマートフォン等
の対応サイトを運
用した。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

対応サイトでも、
わかりやすく、充
分な情報が得られ
るような工夫が必
要である。

対応サイトでも、
わかりやすく、充
分な情報が得られ
るような工夫が必
要である。

対応サイトでも、
わかりやすく、充
分な情報が得られ
るような工夫が必
要である。

対応サイトでも、
わかりやすく、充
分な情報が得られ
るような工夫が必
要である。

次年度以降の
方針

サイトの構成や掲
載内容の見直しを
行う。

サイトの構成や掲
載内容の見直しを
随時行う。

サイトの構成や掲
載内容の見直しを
随時行う。

サイトの構成や掲
載内容の見直しを
随時行う。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 36 整理番号 3-21

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

広報紙を幅広い年
齢層の市民に興味
を持って読んでも
らえるよう、掲載
内容をさらに充実
させる必要があ
る。

広報紙を幅広い年
齢層の市民に興味
を持って読んでも
らえるよう、掲載
内容をさらに充実
させる必要があ
る。
また新聞購読率の
減少に伴い広報紙
の配置箇所を増加
させる必要があ
る。

広報紙を幅広い年
齢層の市民に興味
を持って読んでも
らえるよう、掲載
内容をさらに充実
させる必要があ
る。
また新聞購読率の
減少に伴い広報紙
の配置箇所を増や
す必要がある。

広報紙を幅広い年
齢層の市民に興味
を持って読んでも
らえるよう、掲載
内容をさらに充実
させる必要があ
る。
また新聞購読率の
減少に伴い広報紙
の配置箇所を増や
す必要がある。

次年度以降の
方針

わかりやすく興味
を引くような広報
紙の提供に努め
る。

わかりやすく興味
を引くような情報
の提供に努める。

わかりやすく興味
を引くような広報
紙の提供に努め
る。

わかりやすく興味
を引くような広報
紙の提供に努め
る。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

高校生が企画・編
集した広報やしお
の配布を八潮駅周
辺で行ったことに
より、幅広い年齢
層の市民に対し、
市の情報や市政へ
の関心を高めるこ
とができた。

高校生が企画・編
集した広報やしお
の配布を八潮駅周
辺で行ったことに
より、幅広い年齢
層の市民に対し、
市の情報や市政へ
の関心を高めるこ
とができた。

高校生が企画・編
集した広報やしお
の配布を八潮駅周
辺で行ったことに
より、幅広い年齢
層の市民に対し、
市の情報や市政へ
の関心を高めるこ
とができた。

高校生が企画・編
集した広報やしお
の配布を八潮駅周
辺で行ったことに
より、幅広い年齢
層の市民に対し、
市の情報や市政へ
の関心を高めるこ
とができた。ま
た、子ども向けイ
ベント情報を掲載
したキッズ広報紙
を作成し、市内
小・中学校等に掲
示することで、子
どもや保護者の市
の事業への関心を
促すことができ
た。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

若年層が共感でき
る広報紙を作成す
るため、高校生が
企画・編集を行っ
た広報紙を発行
し、配布を行っ
た。

若年層が共感でき
る広報紙を作成す
るため、高校生が
企画・編集を行っ
た広報紙を発行
し、配布を行っ
た。また、広報配
置箇所を２カ所増
設した。

若年層が共感でき
る広報紙を作成す
るため、高校生が
企画・編集を行っ
た広報紙を発行
し、配布を行っ
た。また、広報配
置箇所を18箇所増
設した。

若年層が共感でき
る広報紙を作成す
るため、高校生が
企画・編集を行っ
た広報紙を発行
し、配布を行っ
た。また、新たに
子ども向けイベン
ト情報を掲載した
キッズ広報紙を作
成し、市内小・中
学校等に掲示し
た。

取組内容 記事の掲載方法等について検討し、読みやすく理解しやすい広報紙を市民に提供する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

読みやすく理解し
やすい広報紙を提
供する。

取組項目 広報やしおの充実 担当部署 秘書広報課

取組目標 広報やしおの充実を図り、市政情報等を広く市民に提供する。
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大綱3.事務事業の見直し

№ 37 整理番号 3-22

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

認知度の向上を図
るため、より多く
の機会でハッピー
こまちゃんを活用
する必要がある。

認知度の向上を図
るため、より多く
の機会でハッピー
こまちゃんを活用
する必要がある。

認知度の向上を図
るため、より多く
の手段により、
ハッピーこまちゃ
んを活用する必要
がある。

認知度の向上を図
るため、より多く
の手段により、
ハッピーこまちゃ
んを活用する必要
がある。

次年度以降の
方針

配布物やイベント
等においてハッ
ピーこまちゃんを
積極的に活用し、
市のＰＲを推進す
る。

配布物やイベント
等においてハッ
ピーこまちゃんを
積極的に活用し、
市のＰＲを推進す
る。

配布物やイベント
等においてハッ
ピーこまちゃんを
積極的に活用し、
市のＰＲを推進す
る。

配布物やイベント
等においてハッ
ピーこまちゃんを
積極的に活用し、
市のＰＲを推進す
る。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

ハッピーこまちゃ
んの市の刊行物へ
の掲載やイベント
への参加により、
市内外に市をＰＲ
した。

ハッピーこまちゃ
んの市の刊行物へ
の掲載やイベント
への参加により、
市内外に市をＰＲ
した。

ハッピーこまちゃ
んの市の刊行物へ
の掲載やイベント
への参加により、
市内外に市をＰＲ
した。また、ハッ
ピーこまちゃんを
掲載した職員用の
名刺の台紙を2種
類作成した。

ハッピーこまちゃ
んの市の刊行物へ
の掲載やイベント
への参加により、
市内外に市をＰＲ
した。また、ハッ
ピーこまちゃんを
掲載した職員用の
名刺の台紙を2種
類配布した。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

各課において、
ハッピーこまちゃ
んの活用について
検討・実施し、多
くの機会で市をＰ
Ｒした。

各課において、
ハッピーこまちゃ
んの活用について
検討・実施し、多
くの機会で市をＰ
Ｒした。

各課において、
ハッピーこまちゃ
んの活用について
検討・実施し、多
くの機会で市をＰ
Ｒした。

各課において、
ハッピーこまちゃ
んの活用について
検討・実施し、多
くの機会で市をＰ
Ｒした。

取組内容
市のＰＲを推進するため、ゆるキャラ等を名刺、封筒、配布物等に掲載し配布する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

活用方法を検討す
る。

検討結果を踏まえ
実施する。

取組項目 配布物を活用した市のＰＲ 担当部署

企画経営課（主）
財政課
健康増進課
関係課

取組目標
市のＰＲを推進するため、ゆるキャラ等を活用し、認知度の向上を図る。
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大綱4.組織・人材マネジメントの推進

№ 38 整理番号 4-1

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

定員管理計画に基
づき、効率的に事
務処理ができるた
めの組織を検討す
る必要がある。

定員管理計画に基
づき、効率的に事
務処理ができるた
めの組織を検討す
る必要がある。

定員管理計画に基
づき、効率的に事
務処理ができるた
めの組織を検討す
る必要がある。

定員管理計画に基
づき、効率的に事
務処理ができるた
めの組織を検討す
る必要がある。

次年度以降の
方針

各部局等の意見を
踏まえ、不断に組
織の検討を行う。

各部局等の意見を
踏まえ、不断に組
織の検討を行う。

各部局等の現状や
課題の把握に努
め、不断に組織の
検討を行う。

各部局等の現状や
課題の把握に努
め、不断に組織の
検討を行う。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

新庁舎の整備に対
応するため、組織
の検討・整備を
行った。

新庁舎の整備や多
様化する行政課題
に対応するため、
組織の検討・整備
を行った。

新庁舎の整備や多
様化する行政課題
に対応するため、
組織の検討・整備
を行い、一部、部
の再編を行った。

新庁舎の整備や多
様化する行政課題
に対応するため、
組織の検討・整備
を行った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

解決すべき行政課
題を検証し、組織
体制の整備を行っ
た。

解決すべき行政課
題を検証し、組織
体制の整備を行っ
た。

解決すべき行政課
題を検証し、組織
体制の整備を行っ
た。

解決すべき行政課
題を検証し、組織
体制の整備を行っ
た。

取組内容
本市の政策課題に適切に対応できるよう、行政組織を不断に検証し、効果的かつ効率的に事務
事業を処理し得る組織体制の整備を行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

適宜、組織体制の
整備を行う。

取組項目 行政組織の見直し 担当部署
企画経営課（主）
総務人事課

取組目標
本市の政策課題に適切に対応するため、効果的かつ効率的な行政組織体制の整備を図る。
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大綱4.組織・人材マネジメントの推進

№ 39 整理番号 4-2

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

繁忙期が現所属と
重なる所属の応援
は難しい。

繁忙期が現所属と
重なる所属の応援
は難しい。

繁忙期が現所属と
重なる所属の応援
は難しい。

繁忙期が現所属と
重なる所属の応援
は難しい。

次年度以降の
方針

適切な職員の併任
を検討する。

適切な職員の併任
を検討する。

適切な職員の併任
を検討する。

適切な職員の併任
を検討する。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

市民税課への併任
辞令を29人に発令
した。

市民税課への併任
辞令を29人に発令
した。

市民税課への併任
辞令を34人に発令
した。

市民税課への併任
辞令を28人に発令
した。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

申告時期に市民税
課に併任を命じ
た。

申告時期に市民税
課に併任を命じ
た。

申告時期に市民税
課に併任を命じ
た。

申告時期に市民税
課に併任を命じ
た。

取組内容
一時的に事務量が増大する部署などに、部の範囲を越えて、その部署の経験者を応援に回すこ
とで、一時的な繁忙期に対応できるようにする。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

一時的な繁忙期に
経験者の応援を必
要とする部署を把
握し、引き続き、
可能な範囲で応援
態勢を整備する。

取組項目 職員体制の効果的・効率的な運用 担当部署
総務人事課
企画経営課

取組目標
職員を機動的に配置し、職員を増員することなく、効果的・効率的に活用できる体制を整備す
る。
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大綱4.組織・人材マネジメントの推進

№ 40 整理番号 4-3

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

定員管理計画の目
標職員数を実現す
るため、事務事業
の簡素化や民間活
力の活用により職
員数の抑制に留意
する必要がある。

事務事業の簡素化
や民間活力の活用
により職員数の抑
制に留意する必要
がある。

事務事業の簡素化
や民間活力の活用
により職員数の抑
制に留意する必要
がある。

人口増加や多岐に
わたる行政課題に
対応するととも
に、事務事業の簡
素化や民間活力の
活用により職員数
の抑制に留意する
必要がある。

次年度以降の
方針

事務事業の見直し
等により職員数の
抑制に留意する一
方、第５次八潮市
総合計画の実現や
行政需要に対応す
るための職員数の
確保に努める。

事務事業の見直し
等により職員数の
抑制に留意する一
方、第６次八潮市
総合計画の実現や
行政需要に対応す
るための職員数の
確保に努める。

事務事業の見直し
等により職員数の
抑制に留意する一
方、第６次八潮市
総合計画の実現や
行政需要に対応す
るための職員数の
確保に努める。

事務事業の見直し
等により職員数の
抑制に留意する一
方、第５次八潮市
総合計画の実現や
行政需要に対応す
るための職員数の
確保に努める。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

職員数５５７人

平成28年度計画と
比較し、１人の増
員

職員数５６６人

平成29年度計画と
比較し、増減なし

職員数５６７人

平成30年度計画と
比較し、増減なし

職員数５７７人

令和元年度計画と
比較し、１２人の
増員

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｃ Ｂ Ｂ Ｃ

数値目標
職員数
556人

職員数
566人

職員数
567人

職員数
565人

職員数
562人

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

｢八潮市定員管理
計画【平成28年度
～平成32年度】｣
に基づき、計画的
な定員管理を検討
した。

｢八潮市定員管理
計画【平成28年度
～平成32年度】｣
に基づき、計画的
な定員管理を検討
した。

｢八潮市定員管理
計画【平成28年度
～平成32年度】｣
に基づき、計画的
な定員管理を検討
した。

｢八潮市定員管理
計画【平成28年度
～平成32年度】｣
に基づき、計画的
な定員管理を検討
した。

取組内容
「八潮市定員管理計画【平成28年度～平成32年度】」に基づき、行政需要に応じた計画的な定
員管理を行い、行政運営の効率化をより一層推進する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

「八潮市定員管理
計画」に基づい
た、適正な定員管
理を行う。

取組項目
「八潮市定員管理計画」に基づく職員
の定員管理

担当部署 企画経営課

取組目標
限られた人的資源で業務効率を最大限に高めるため、事務事業の見直し等を進めることを基本
としつつ、本市の特性や業務量、内容等に応じた最適な定員数の確保を図る。

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

職員数（人） 557 566 567 577

540
545
550
555
560
565
570
575
580
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大綱4.組織・人材マネジメントの推進

№ 41 整理番号 4-4

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

業績評価の結果を
公平・公正に勤勉
手当に反映できる
ように、評価者の
評価レベルアップ
を図る。

業績評価の結果を
公平・公正に勤勉
手当に反映できる
ように、評価者の
評価レベルアップ
を図る。

業績評価の結果を
公平・公正に勤勉
手当に反映できる
ように、評価者の
評価レベルアップ
を図る。

業績評価の結果を
公平・公正に勤勉
手当に反映できる
ように、評価者の
評価レベルアップ
を図る。

次年度以降の
方針

制度の正確性を高
めて、不公平感を
極力解消していく
とともに、職員の
制度の理解浸透を
図りながら業績評
価の結果を勤勉手
当に反映する。

制度の正確性を高
めて、不公平感を
極力解消していく
とともに、職員の
制度の理解浸透を
図りながら業績評
価の結果を勤勉手
当に反映する。

制度の正確性を高
めて、不公平感を
極力解消していく
とともに、職員の
制度の理解浸透を
図りながら業績評
価の結果を勤勉手
当に反映する。

制度の正確性を高
めて、不公平感を
極力解消していく
とともに、職員の
制度の理解浸透を
図りながら業績評
価の結果を勤勉手
当に反映する。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

公平・公正な人事
評価の実施に向け
て、評価者研修
（業績評価）の研
修を実施。
能力評価、業績評
価を給与に反映さ
せた。

公平・公正な人事
評価の実施に向け
て、評価者研修
（業績評価）の研
修を実施。
管理職について
は、平成２９年度
の業績評価結果を
平成３０年６月期
の賞与に反映させ
る旨を通知した。

公平・公正な人事
評価の実施に向け
て、評価者研修
（業績評価）の研
修を実施。
管理職について
は、平成２９年度
の業績評価結果を
平成３０年６月期
の賞与に反映させ
た。

公平・公正な人事
評価の実施に向け
て、評価者研修
（業績評価）の研
修を実施。
管理職について
は、平成３０年度
の業績評価結果を
令和元年６月期の
賞与に反映させ
た。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

人事評価制度の評
価結果を給与に反
映させた。

人事評価制度の評
価結果を給与に反
映させた。

人事評価制度の評
価結果を給与に反
映させた。

人事評価制度の評
価結果を給与に反
映させた。

取組内容
職員の能力に加え、実績などを加味する新たな給与体系について検討を行い、体系の構築を図
る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

職員の能力、実績
などを加味する新
たな給与体系につ
いて検討を行い、
適宜、給与体系の
見直しを行う。

取組項目
職員の能力や実績に応じた給与体系の
見直し

担当部署 総務人事課

取組目標
職員一人ひとりの能力を最大限に発揮し、また、勤労意欲の高揚につながるよう、新たな給与
体系について検討を行い、見直しを行う。
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大綱4.組織・人材マネジメントの推進

№ 42 整理番号 4-5

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

心身の健康の保持
増進のための、ア
ウトソーシング事
業の利用促進。

心身の健康の保持
増進のための、ア
ウトソーシング事
業の利用促進。

心身の健康の保持
増進のための、ア
ウトソーシング事
業の利用促進。

心身の健康の保持
増進のための、ア
ウトソーシング事
業の利用促進。

次年度以降の
方針

アウトソーシング
の利用促進。

アウトソーシング
の利用促進。

アウトソーシング
の利用促進。

アウトソーシング
の利用促進。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

アウトソーシング
事業の利用件数の
増加。
福利厚生事業の適
正な水準を維持。

アウトソーシング
事業の利用件数の
増加。
福利厚生事業の適
正な水準を維持。

アウトソーシング
事業の利用件数の
増加。
福利厚生事業の適
正な水準を維持。

アウトソーシング
事業の利用件数の
増加。
福利厚生事業の適
正な水準を維持。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

アウトソーシング
事業の利用促進を
行った。

アウトソーシング
事業の利用促進を
行った。

アウトソーシング
事業の利用促進を
行った。

アウトソーシング
事業の利用促進を
行った。

取組内容
福利厚生事業について、随時、内容の点検を行い、必要に応じて見直しを行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

福利厚生事業につ
いて、随時、点検
及び見直しを行
う。

取組項目 福利厚生事業の見直し 担当部署 総務人事課

取組目標
職員の保健、元気回復その他厚生に関する事項を最適なものとするため、福利厚生事業につい
て、随時、内容を点検し、見直しを行う。
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大綱4.組織・人材マネジメントの推進

№ 43 整理番号 4-6

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

ワーク・ライフ・
バランスの推進
は、職員一人ひと
りが意識的に、継
続して取り組む必
要がある。

ワーク・ライフ・
バランスの推進
は、一人ひとりの
意識改革が必要で
あることから、継
続して取り組む必
要がある。

ワーク・ライフ・
バランスの推進
は、一人ひとりの
意識改革が必要で
あることから、継
続して取り組む必
要がある。

ワーク・ライフ・
バランスの推進
は、一人ひとりの
意識改革が必要で
あることから、継
続して取り組む必
要がある。

次年度以降の
方針

継続して実施す
る。

さまざまな機会を
捉えて啓発する。

さまざまな機会を
捉えて啓発する。

さまざまな機会を
捉えて啓発する。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

ワーク・ライフ・
バランスデイに
は、多くの職員が
定時退庁し、ワー
ク・ライフ・バラ
ンス（仕事と家
庭・地域など仕事
以外の生活との調
和）を意識した生
活を送ることがで
きた。

絵本を元にパネル
を作成し展示した
こと。また、展示
内容を男女共同参
画情報メールで配
信したことで、
ワーク・ライフ・
バランスの大切さ
を身近な問題とし
て捉え意識するこ
とができた。

絵本を元に作成し
たパネルは、児
童・生徒への意識
付けに効果があっ
た。また、市内商
工業者へ送付した
チラシにおいて、
ワーク・ライフ・
バランスの周知が
図られた。

ワーク・ライフ・
バランス推進絵本
「かえる家族」を
元にポスターを作
成したため、駅前
出張所やメセナ・
アネックスロビー
を利用する子ども
たちに関心を持っ
て閲覧してもらえ
た。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

8月10日（水）を
ワーク・ライフ・
バランスデイと
し、定時退庁を促
した。

8月に駅前出張所
ロビーに啓発パネ
ルを展示し、内容
を男女共同参画情
報メールで配信し
た。

駅前出張所ロビー
でのパネル展示、
及び商工だよりへ
啓発チラシの折り
込みを行った。

啓発ポスターを作
成し、8月1日～31
日まで駅前出張所
ロビーに掲示し
た。

取組内容
定期的にワーク・ライフ・バランス・デイを設定し、完全な定時退庁を推進することにより、
職員一人ひとりの退庁後の時間の有効利用（自己研鑽、育児、介護、ボランティア等）及び職
員自身の意識改革を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

定期的にワーク・
ライフ・バラン
ス・デイを設け定
時退庁を推進し、
職員の意識改革を
図る。

市民に対し、ワー
ク・ライフ・バラ
ンスの周知し、働
き方に関する意識
改革を図る。

取組項目 ワーク・ライフ・バランスの推進 担当部署 人権・男女共同参画課

取組目標
ワーク・ライフ・バランスを実現させ、職員が働きがいや生きがいを持てる職場環境を目指す
ことで、職員一人ひとりの能力を最大限に引き出し、事務効率の向上及び組織の活性化を図
る。
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大綱4.組織・人材マネジメントの推進

№ 44 整理番号 4-7

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

各所属において限
られた人員で業務
を遂行しているこ
とから、研修への
参加が難しい。

各所属において限
られた人員で業務
を遂行しているこ
とから、研修への
参加が難しい。

各所属において限
られた人員で業務
を遂行しているこ
とから、研修への
参加が難しい。

各所属において限
られた人員で業務
を遂行しているこ
とから、研修への
参加が難しい。

次年度以降の
方針

状況に応じた研修
の実施。

状況に応じた研修
の実施。

状況に応じた研修
の実施。

状況に応じた研修
の実施。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

人材育成基本方針
の見直し。
基本研修、管理・
監督者研修、専門
研修等の職場外研
修を実施しながら
人材育成を図っ
た。
全56コース、延べ
725人が参加。

基本研修、管理・
監督者研修、専門
研修等の職場外研
修を実施しながら
人材育成を図っ
た。
全57コース、延べ
850人が参加。

基本研修、管理・
監督者研修、専門
研修等の職場外研
修を実施しながら
人材育成を図っ
た。
全53コース、延べ
892人が参加。

基本研修、管理・
監督者研修、専門
研修等の職場外研
修を実施しながら
人材育成を図っ
た。
全59コース、延べ
973人が参加。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

人材育成基本方針
に基づく各種研修
を実施。

人材育成基本方針
に基づく各種研修
を実施。

人材育成基本方針
に基づく各種研修
を実施。

人材育成基本方針
に基づく各種研修
を実施。

取組内容
「八潮市人材育成基本方針」に基づく職員研修等を実施することにより、職員の資質を向上さ
せるとともに、職員一人ひとりの能力や可能性を最大限に引き出す。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

人材育成方針に基
づき、研修を実施
し、人材育成に取
り組む。
人材育成方針の見
直しを検討する。

取組項目
「八潮市人材育成基本方針」に基づく
効果的な人材育成の取組

担当部署 総務人事課

取組目標
分権型社会の担い手にふさわしい人材を育成するため、「八潮市人材育成基本方針」に基づく
研修等を実施する。
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大綱4.組織・人材マネジメントの推進

№ 45 整理番号 4-8

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

防災意識の更なる
向上。

防災意識の更なる
向上。

防災意識の更なる
向上。

防災意識の更なる
向上。

次年度以降の
方針

引き続き階層別研
修において、防災
に対する研修を実
施。

引き続き階層別研
修において、防災
に対する研修を実
施。

引き続き階層別研
修において、防災
に対する研修を実
施。

引き続き階層別研
修において、防災
に対する研修を実
施。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

新規採用職員の研
修において、グ
ループワークやビ
デオを使って、地
域防災計画につい
て研修を行った。

新規採用職員の研
修において、グ
ループワークやビ
デオを使って、地
域防災計画につい
て研修を行った。

新規採用職員の研
修において、グ
ループワークやビ
デオを使って、地
域防災計画につい
て研修を行った。

新規採用職員の研
修において、グ
ループワークやビ
デオを使って、地
域防災計画につい
て研修を行った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

階層別研修での研
修実施

階層別研修での研
修実施

階層別研修での研
修実施

階層別研修での研
修実施

取組内容
新規採用職員の研修プログラムの中に防災研修を盛り込み、防災意識の向上を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

防災対策研修を実
施する。

取組項目 防災対策研修の導入 担当部署
総務人事課（主）
危機管理防災課

取組目標
本市の災害の特性を学び、職員としての防災意識の向上を図る。
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大綱4.組織・人材マネジメントの推進

№ 46 整理番号 4-9

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

再任用職員に限ら
ず、専門的な任期
付職員がいること
から、更なる実践
的なOJTの実施。

再任用職員に限ら
ず、専門的な任期
付職員がいること
から、更なる実践
的なOJTの実施。

再任用職員に限ら
ず、専門的な任期
付職員がいること
から、更なる実践
的なOJTの実施。

再任用職員に限ら
ず、専門的な任期
付職員がいること
から、更なる実践
的なOJTの実施。

次年度以降の
方針

OJTの実施方法な
どの検討を行う。

OJTの実施方法な
どの検討を行う。

OJTの実施方法な
どの検討を行う。

OJTの実施方法な
どの検討を行う。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

知識、技術の継承
など、人材育成の
推進や組織機能の
一時的低下を防ぐ
ことを目的とした
再任用制度の拡充
（副課長級）を
行った。

知識、技術の継承
など、人材育成の
推進や組織機能の
一時的低下を防ぐ
ことを目的とした
再任用制度（副課
長級）の採用を引
き続き行うととも
に、再任用フルタ
イム職員、再任用
短時間勤務職員の
配置についても、
若手職員の人材育
成や後進指導を主
眼として行った。

知識、技術の継承
など、人材育成の
推進や組織機能の
一時的低下を防ぐ
ことを目的とした
再任用制度（副課
長級）の採用を引
き続き行うととも
に、再任用フルタ
イム職員、再任用
短時間勤務職員の
配置についても、
若手職員の人材育
成や後進指導を主
眼として行った。

知識、技術の継承
など、人材育成の
推進や組織機能の
一時的低下を防ぐ
ことを目的とした
再任用制度（副課
長級）の採用を引
き続き行うととも
に、再任用フルタ
イム職員、再任用
短時間勤務職員の
配置についても、
若手職員の人材育
成や後進指導を主
眼として行った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

再任用職員（副課
長級）の採用。

－ －
再任用職員（副課
長級）の採用。

取組内容
業務に対する熟知度の向上を図るため、ベテラン職員等が業務上必要な知識や技術の指導を定
期的に行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

実施に向けた検討
を行う。

ベテラン職員等を
活用したＯＪＴを
試行する。

ベテラン職員等を
活用したＯＪＴを
実施する。

取組項目
ベテラン職員等を活用したＯＪＴの実
施

担当部署 総務人事課

取組目標
ベテラン職員等によるＯＪＴを実施し、若手職員を対象とした、知識、技術力及び業務に対す
る熟知度の向上を図る。
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大綱4.組織・人材マネジメントの推進

№ 47 整理番号 4-10

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

職員数が更に増え
ることが予想され
ることから、適
材・適所の配置を
行う必要がある。

職員数が更に増え
ることが予想され
ることから、適
材・適所の配置を
行う必要がある。

職員数が更に増え
ることが予想され
ることから、適
材・適所の配置を
行う必要がある。

職員数が更に増え
ることが予想され
ることから、適
材・適所の配置を
行う必要がある。

次年度以降の
方針

人材育成や組織機
能の一時的低下を
防ぐために、引き
続き適材・適所の
配置を行う。

人材育成や組織機
能の一時的低下を
防ぐために、引き
続き適材・適所の
配置を行う。

人材育成や組織機
能の一時的低下を
防ぐために、引き
続き適材・適所の
配置を行う。

人材育成や組織機
能の一時的低下を
防ぐために、引き
続き適材・適所の
配置を行う。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

知識、技術の継承
など、人材育成の
推進や組織機能の
一時的低下を防ぐ
ことを目的とした
再任用制度の拡充
（副課長級）を
行った。
平成29年度の短時
間勤務職員の配置
については、一般
職と同様に人事異
動により配属先を
決定した。

知識、技術の継承
など、人材育成の
推進や組織機能の
一時的低下を防ぐ
ことを目的とした
再任用制度（副課
長級）の採用を引
き続き行うととも
に、再任用フルタ
イム職員、再任用
短時間勤務職員の
配置についても、
若手職員の人材育
成や後進指導を主
眼として行った。

知識、技術の継承
など、人材育成の
推進や組織機能の
一時的低下を防ぐ
ことを目的とした
再任用制度（副課
長級）の採用を引
き続き行うととも
に、再任用フルタ
イム職員、再任用
短時間勤務職員の
配置についても、
若手職員の人材育
成や後進指導を主
眼として行った。

知識、技術の継承
など、人材育成の
推進や組織機能の
一時的低下を防ぐ
ことを目的とした
再任用制度（副課
長級）の採用を引
き続き行うととも
に、再任用フルタ
イム職員、再任用
短時間勤務職員の
配置についても、
若手職員の人材育
成や後進指導を主
眼として行った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

再任用職員を適材
適所に64人配置し
た。

再任用職員を適材
適所に平成30年4
月1日付で、69人
配置した。

再任用職員を適材
適所に平成31年4
月1日付で、63人
配置した。

再任用職員を適材
適所に令和2年4月
1日付で、56人配
置した。

取組内容
再任用職員の経験や適正等を活かした配置を行うとともに、一時的なマンパワーの低下を抑え
るための効果的な活用について取り組む。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

現行の再任用制度
と併せた、政策的
な再任用制度の構
築を行う。

取組項目 再任用職員の効果的な活用 担当部署 総務人事課

取組目標
職員の大量退職によるマンパワーの一時的な低下を抑えるため、再任用職員を効果的に活用す
る。
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大綱4.組織・人材マネジメントの推進

№ 48 整理番号 4-11

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

登録制度における
登録者、特に要資
格職種の確保。

登録制度における
登録者、特に要資
格職種の確保。

登録制度における
登録者、特に要資
格職種の確保。

登録制度における
登録者、特に要資
格職種の確保。

次年度以降の
方針

人材確保のため
に、広報及びホー
ムページなどに掲
載し広く募集を行
う。

人材確保のため
に、広報及びホー
ムページなどに掲
載し広く募集を行
う。

人材確保のため
に、広報及びホー
ムページなどに掲
載し広く募集を行
う。

人材確保のため
に、広報及びホー
ムページなどに掲
載し広く募集を行
う。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、
平成２７年度決算額
との比較した数値

職員数の適正化に
あたっての一要因
となった。
各所属において、
臨時職員等の採用
により事務の効率
化が図れた。

職員数の適正化に
あたっての一要因
となった。
各所属において、
臨時職員等の採用
により事務の効率
化が図れた。

職員数の適正化に
あたっての一要因
となった。
各所属において、
臨時職員等の採用
により事務の効率
化が図れた。

職員数の適正化に
あたっての一要因
となった。
各所属において、
臨時職員等の採用
により事務の効率
化が図れた。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成
C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

臨時職員を316人
雇用した。

臨時職員を243人
雇用した。

臨時職員を305人
雇用した。

臨時職員を225人
雇用した。

取組内容
行政ニーズが増加していく中で、臨時的、補助的な業務に関しては、臨時職員等を活用する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

臨時職員等を効果
的に活用する。

取組項目 臨時職員等の効果的な活用 担当部署 総務人事課

取組目標
臨時的、補助的な業務に関しては、臨時職員等を効果的に活用する。
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 49 整理番号 5-1

取組項目 アセットマネジメントの推進 担当部署
ｱｾｯﾄﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ推進課（主）
関係課

取組目標
将来にわたって、必要となる行政サービスを提供できる健全な行財政基盤を確立するため、将来の行政需要
と財政予測を見据え、公共施設で提供するサービスの量・質・コストの面から全体最適を目指す。

取組内容
「公共施設マネジメント基本計画」に基づき、将来にわたる公共サービスのあり方を検討し、施設の再編計
画を策定する。（PRE：公的不動産戦略)また、施設の維持管理に係る全庁統一的な仕組みを構築する。
（FM：経営的視点から見た公共施設の総合的な維持管理)

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュー
ル

※年度ごとに取
組内容を表示

｢公共施設マネジメ
ント基本計画｣に基
づき、PRE,FMの行動
計画となる「公共施
設マネジメントアク
ションプラン」を策
定する。

アクションプランを
推進する。リーディ
ングプロジェクトを
推進する。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取
組の状況を表示

平成28年7月に公共
施設マネジメント基
本計画策定。
公共施設マネジメン
トアクションプラン
素案の取りまとめに
向けた検討。

平成29年8月に公共
施設マネジメントア
クションプランを策
定。リーディングプ
ロジェクト（先決す
べき事業）に位置づ
けた事業の推進。

公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの
ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
（先決すべき事業）
に位置づけた事業の
推進。

公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄの
ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
（先決すべき事業）
に位置づけた事業の
推進。

取組成果
※年度ごとに取
組の成果を表示
※財政効果額

は、
平成２７年度決
算額との比較し

た数値

施設の維持管理に係
る優先順位の考え方
を構築し、施設修繕
に係る実施計画につ
いて、全庁横断的に
優先順位を付け、採
択における検討資料
として企画・財政に
提供した。

公共施設マネジメン
トアクションプラン
において各施設の維
持管理に関する具体
的な取組を示した。
また、大規模改修の
実施順を示した。

・公共施設の跡地等
の利用促進を図るた
め「八潮市市有地活
用基本方針」を策定
した。
・新庁舎複合・集約
化方針を策定し、保
健センターの新庁舎
への集約化を決定し
た。
・計画的な予防保全
に向け、劣化診断を
実施した。

・公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ
に資する民間事業者
からの提案を募るた
め、「八潮市公共施
設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄに関する
民間提案制度運用指
針」を策定した。
・計画的な予防保全
に向け、劣化診断及
び大規模改修の実施
設計を実施した。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が
計画以下、進捗
なしの場合は達
成できていない

理由も記載

・施設再編における
PPP/PFI導入につい
ての庁内理解。
・施設の計画的な維
持管理に係る財政的
な担保。

・計画段階から実践
段階に移行し、総論
賛成・各論反対の意
見が予想されるこ
と。
・施設の計画的な維
持管理に係る財政的
な担保。

・施設効率化の際の
庁内の合意形成及び
利用者との合意形
成。
・新庁舎整備、施設
の計画的な大規模改
修及び廃止施設の解
体等に係る事業費の
確保。

・施設効率化の際の
庁内の合意形成及び
利用者との合意形
成。
・未利用市有地の利
活用の検討。
・新庁舎整備、施設
の計画的な大規模改
修及び廃止施設の解
体等に係る事業費の
確保。

次年度以降の
方針

・平成29年度策定予
定の公共施設マネジ
メントアクションプ
ランに基づき、リー
ディングプロジェク
トをはじめとした各
種取組を展開する。

・公共施設マネジメ
ントアクションプラ
ンに基づくリーディ
ングプロジェクトの
推進。
・計画的な予防保全
の実施と優先順位の
考え方に基づく修繕
の実施。

・公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｱ
ｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝに基づくﾘｰ
ﾃﾞｨﾝｸﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推
進。
・計画的な予防保全
と優先順位に基づく
修繕の実施。
・予防保全の実施と
合わせた類似用途室
の効率化の検討。

・公共施設ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｱ
ｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝに基づくﾘｰ
ﾃﾞｨﾝｸﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄの推
進。
・民間提案制度運用
指針に基づく未利用
市有地の有効活用の
検討。
・計画的な予防保全
と優先順位に基づく
修繕の実施。
・予防保全の実施と
合わせた類似用途室
の効率化の検討。
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 50 整理番号 5-2

市税
納税率

国保税
納税率

市税

国保税

市税

国保税

市税

国保税

(国民健康保険税）
納税率　９０．３２％
財政効果額
１億１，１１０万５，６
８２円
総額
２０億９，３８３万６，
６５４円

(国民健康保険税）
納税率　９１．１７％
財政効果額
１億２，２６７万０，２
３２円
総額
１９億８，４１３万６，
１７１円

夜間・休日納税相
談及び電話催告の
実施。文書催告、
債権（給与含む）
差押の実施及び不
動産の公売。

夜間・休日納税相
談及び電話催告の
実施。文書催告、
債権（給与含む）
差押の実施及び不
動産の公売。

取組内容
現年度課税分の未納者に対する早期対応により納税率の向上を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組項目
市税・国保税現年度課税分の納税率の
向上

担当部署 納税課

取組目標
市税・国民健康保険税現年度課税分の納税率の向上を図り、歳入確保に努める。

数値目
標

84.80% 84.85% 84.90%

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

発生した滞納につ
いて、早期に対応
する。

98.02% 98.04% 98.06% 98.08% 98.10%

84.95% 85.00%

（市税）
納税率９８．８５％
財政効果額
１億１，０２６万９，６
９２円
総額
１６５億６，２５５万
７，０９９円

（市税）
納税率９９．０８％
財政効果額
１億５，２７２万０，０
４９円
総額
１６９億３，２４６万
１，３４１円

（市税）
納税率９９．０８％
財政効果額
１億５，４８４万１，５
７７円
総額
１７２億１，７１１万
６，７７９円

夜間・休日納税相
談及び電話催告の
実施。文書催告、
債権（給与含む）
差押の実施及び不
動産の公売。

取組状
況

※年度ご
とに取組
の状況を

表示

夜間・休日納税相
談及び電話催告の
実施。文書催告、
債権（給与含む）
差押の実施及び不
動産の公売。

取組成
果

※年度ご
とに取組
の成果を

表示
※財政効
果額は、
平成２７
年度決算
額との比
較した数

値

取組達
成度
A：計画
以上達成
B：計画
通り達成
C：計画
以下

－：進捗
なし

Ａ Ａ

（市税）
納税率９８．５３％
財政効果額
５，５１９万２，３５０
円
総額
１６０億７，７８３万
７，２４１円

(国民健康保険税）
納税率　８６．７０％
財政効果額
３，０２１万６，７６２
円
総額
２２億４，０７２万８，
２３７円

(国民健康保険税）
納税率　８８．７９％
財政効果額
７，８７９万７，９００
円
総額
２１億４，８８５万６，
９６９円

Ａ Ａ Ａ

Ａ

Ａ

Ａ
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市税

国保税

【取組参考資料：市税・国保税現年度課税分の納税率・財政効果額の推移】

１．納税率

２．財政効果額（平成２７年度を基準年度として設定）

次年度以降の
方針

督促後の電話催告
の強化と滞納処分
の見極めの徹底

督促後の電話催告
の強化と滞納処分
の見極めの徹底

督促後の電話催告
の強化と滞納処分
の見極めの徹底

取組に
おける
課題

※取組達
成度が計
画以下、
進捗なし
の場合は
達成でき
ていない
理由も記

載

現年度収納率向上
のため、現年・新
滞繰事案に特化し
た担当を創設した
ことにより、収納
率の向上が図れた
が、いまだ県下で
は下位に位置して
いること。

現年度収納率向上
のため、現年・新
滞繰事案に特化し
た担当を創設した
ことにより、収納
率の向上が図れた
が、いまだ県下で
は下位に位置して
いること。

現年度収納率向上
のため、現年・新
滞繰事案に特化し
た担当を創設した
ことにより、収納
率の向上が図れ、
収納率は上昇して
いるが、県平均に
届いていないこ
と。

現年度収納率向上
のため、現年・新
滞繰事案に特化し
た担当を創設した
ことにより、収納
率の向上が図れ、
収納率は上昇して
いるが、県平均に
届いていないこ
と。

督促後の電話催告
の強化と滞納処分
の見極めの徹底

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

市税(%) 98.53 98.85 99.08 99.08

国民健康保険税(%) 86.70 88.79 90.32 91.17

70.00

80.00

90.00

100.00

110.00

平成２８年

度

平成２９年

度

平成３０年

度
令和元年度 令和２年度

市税(円) 55,192,350 110,269,692 152,720,049 154,841,577

国民健康保険税(円) 30,216,762 78,797,900 111,105,682 122,670,232
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 51 整理番号 5-3

市税

国保税

市税

国保税

市税

国保税 ＡＡＡ

取組達
成度
A：計画
以上達成
B：計画
通り達成
C：計画
以下

－：進捗
なし

Ａ

取組項目
市税・国保税滞納繰越分の収入未済額
の圧縮

担当部署 納税課

取組目標
市税・国民健康保険税滞納繰越分の収入未済額の圧縮を図る。

取組内容
累積滞納額の徴収強化、給与を含めた債権の差押強化、公売の実施あるいは滞納処分の執行停
止など、滞納整理を推進する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

収入未済額の圧縮
を図る。

－

取組状
況

※年度ご
とに取組
の状況を

表示

数値目標 － － － －

夜間・休日納税相
談及び電話催告の
実施。文書催告、
債権（給与含む）
差押の実施及び不
動産の公売。

夜間・休日納税相
談及び電話催告の
実施。文書催告、
債権（給与含む）
差押の実施及び不
動産の公売。

夜間・休日納税相
談及び電話催告の
実施。文書催告、
債権（給与含む）
差押の実施及び不
動産の公売。

Ａ Ａ Ａ Ａ

（市税）
納税率３８．８０％
財政効果額
３，７６０万８，４１０
円
総額
２億５，２０２万１，５
５６円

（市税）
納税率４１．１３％
財政効果額
３，８８４万０，０２１
円
総額
１億９，６７３万６，７
４２円

(国民健康保険税）
納税率　２３．２９％
財政効果額
３，０３８万４，５７９
円
総額
３億２，０８２万３，０
９６円

(国民健康保険税）
納税率　２７．３７％
財政効果額
６，９９８万２，１４６
円
総額
３億０，４４２万５，２
０２円

(国民健康保険税）
納税率　２９．０１％
財政効果額
６，４８８万４，７３０
円
総額
２億３，７３６万０，３
４９円

(国民健康保険税）
納税率　２９．８１％
財政効果額
５，６５１万２，０３６
円
総額
１億９，２９１万０，１
２４円

取組成
果

※年度ご
とに取組
の成果を

表示
※財政効
果額は、
平成２７
年度決算
額との比
較した数

値

（市税）
納税率３６．１２％
財政効果額
２，５３０万５，２８４
円
総額
２億９，４０５万６，２
６３円

（市税）
納税率４１．７６％
財政効果額
３，２０６万６，１３３
円
総額
１億５，２９８万０，３
２４円

夜間・休日納税相
談及び電話催告の
実施。文書催告、
債権（給与含む）
差押の実施及び不
動産の公売。
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【取組参考資料：市税・国保税滞納繰越分の納税率・財政効果額の推移】

１．納税率

２．財政効果額（平成２７年度を基準年度として設定）

次年度以降の
方針

上位滞納者に対す
る適正な滞納処分
の見極めの徹底。

上位滞納者に対す
る適正な滞納処分
の見極めの徹底。

上位滞納者に対す
る適正な滞納処分
の見極めの徹底。

上位滞納者に対す
る適正な滞納処分
の見極めの徹底。

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

適正な債権管理に
努めたことによ
り、滞納繰越占有
率は下がってきて
いるが、まだ多い
こと。

適正な債権管理に
努めたことによ
り、滞納繰越占有
率は下がってきて
いるが、まだ多い
こと。

適正な債権管理に
努めたことによ
り、滞納繰越占有
率は下がってきて
いるが、まだ多い
こと。

適正な債権管理に
努めたことによ
り、滞納繰越占有
率は下がってきて
いるが、まだ多い
こと。

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

市税(%) 36.12 38.80 41.13 41.76

国民健康保険税(%) 23.29 27.37 29.01 29.81
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平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

市税(円) 25,305,284 37,608,410 38,840,021 32,066,133

国民健康保険税(円) 30,384,579 69,982,146 64,884,730 56,512,036
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 52 整理番号 5-4

保育料

し尿処
理手数

料

市営住
宅使用

料

給食費

保育料
収納率

し尿処
理手数
料収納

率

市営住
宅使用
料収納

率

給食費
収納率

保育料

し尿処
理手数

料

市営住
宅使用

料

給食費

取組項目 使用料・手数料等の収納対策の強化 担当部署

保育課
環境リサイクル課
市営住宅課
学務課

取組目標
保育料・し尿処理手数料・市営住宅使用料・給食費の収納対策を強化し、歳入確保に努める。

98.30%

数値目
標

催告書の送付、電
話催告及び戸別訪
問を実施するとと
もに、保育所との
連携を図る。

取組内容
滞納者に対する戸別訪問の実施強化及び徴収に係る担当職員の知識・技能向上、保育所や学校
との連携強化などの収納対策の強化を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組ス
ケ

ジュー
ル

※年度ご
とに取組
内容を表

示
戸別訪問の実施強
化を図る。

取組成
果
※年度ご
とに取組
の成果を
表示
※財政効
果額は、
平成２７
年度決算
額との比
較した数
値

収納率97.95％
財政効果額
△97万8,482円

収納率98.88％
財政効果額
171万6,555円

収納率98.97％
財政効果額
234万9,049円

収納率99.27％
財政効果額
275万5,367円

99.00% 99.00%

99.95% 99.95% 99.95% 99.95% 99.95%

督促、納付相談、
学校等との連携強
化を図る。

98.22% 98.24% 98.26% 98.28%

98.80% 98.80%98.80% 98.80% 98.80%

滞納者の汲取り停
止、戸別訪問等の
強化を図る。

99.00% 99.00% 99.00%

収納率99.24％
財政効果額
2万0985円

収納率99.96％
財政効果額80,555
円

収納率99.42％
財政効果額
3万7219円

収納率94.76%
財政効果額
129万9,957円

収納率99.88％
財政効果額
△32万5,837円

収納率99.53％
財政効果額
4万8,161円

収納率93.07%
財政効果額
69万3,294円

収納率94.78%
財政効果額
132万3,657円

収納率99.93％
財政効果額
△12万4,353円

収納率99.15％
財政効果額
1万1,631円

収納率93.85%
財政効果額
96万2,855円

収納率99.93％
財政効果額
△13万1,678円

54



保育料

し尿処
理手数

料

市営住
宅使用

料

給食費

保育料

し尿処
理手数

料

市営住
宅使用

料

給食費

保育料

取組達
成度
A：計画
以上達成
B：計画
通り達成
C：計画
以下

－：進捗
なし

取組に
おける
課題
※取組達
成度が計
画以下、
進捗なし
の場合は
達成でき
ていない
理由も記
載

Ａ

保育料を滞納して
いる世帯では、収
入の減少などの理
由で、保育料の納
付が遅れる傾向に
あり、収納率低下
の一因となってい
る。

保育料を滞納して
いる世帯では、収
入の減少などの理
由で、保育料の納
付が遅れる傾向に
あったが、電話催
告等をおこなった
結果、収納率が向
上した。

保育料を滞納して
いる世帯では、収
入の減少などの理
由で、保育料の納
付が遅れる傾向に
あったが、継続し
て督促等をおこ
なった結果、収納
率が向上した。

保育料を滞納して
いる世帯では、収
入の減少などの理
由で、保育料の納
付が遅れる傾向に
あったが、継続し
て督促等をおこ
なった結果、収納
率が向上した。

Ａ Ａ Ａ

Ｃ Ａ Ａ Ａ

Ｃ

今後も学校と連携
し、早め早めの未
納者へのアプロー
チや必要に応じて
夜間家庭訪問を行
い、徴収率の維
持、向上を目指
す。

滞納者が滞納解消
に向け誓約書を作
成し、返済計画に
より納付している
が、滞納額が多額
となっている一部
の入居者は収入が
少ないことから返
済額を増やすこと
が出来ず、滞納額
が微減に留まって
いる。

滞納者が滞納解消
に向け誓約書を作
成し、返済計画に
より納付している
が、前年度と同様
に滞納額が多額と
なっている一部の
入居者は収入が少
ないことから返済
額を増やすことが
出来ず、収納率が
微増に留まってい
る。

滞納額が多額と
なっている一部の
入居者は、滞納解
消に向け誓約書を
作成し、計画的に
納付しているが、
収入が少ないこと
から返済額を増や
すことが出来ず、
滞納額、収納率共
に微減に留まって
いる。

今年度も学校と連
携して、収納に努
めたが、結果とし
て、収納率が下
がった。今後も学
校と連携し、早め
早めの未納者への
アプローチや必要
に応じて家庭訪問
を行い、徴収率の
向上を目指す。

未納通知及び滞納
者に対する汲取停
止により収納率の
向上。

未納通知及び滞納
者に対する汲取停
止により収納率の
向上。

未納通知及び滞納
者に対する汲取停
止により収納率の
向上。

未納通知及び滞納
者に対する汲取停
止により収納率の
向上。

滞納額が多額と
なっている一部の
入居者は、滞納解
消に向け誓約書を
作成し、計画的に
納付しているが、
収入が少ないこと
から返済額を増や
すことが出来ず、
滞納額が増加し、
収納率は微減に留
まっている。

Ｃ Ｃ Ｃ

Ｃ Ａ Ｃ Ｃ

今年度も学校と連
携して、収納に努
め、収納率が上
がった。今後も学
校と連携し、早め
早めの未納者への
アプローチや必要
に応じて家庭訪問
を行い、徴収率の
向上を目指す。

次年度
以降の
方針

滞納者に対して、
電話催告や保育所
において、納付書
を手渡し、収納率
の向上を図る。

今後も滞納者に対
して、電話催告や
保育所において、
納付書を手渡し、
収納率の向上を図
る。

滞納者に対して、
電話催告や保育所
において、納付書
を手渡すなど接触
の機会を持ち、収
納率の向上を図
る。

滞納者に対して、
電話催告や保育所
において、納付書
を手渡すなど接触
の機会を持ち、収
納率の向上を図
る。

現年分について
は、平成27年度の
収納率が99.97％
と高水準であっ
た。今後も学校と
連携し、早め早め
の未納者へのアプ
ローチや必要に応
じて夜間家庭訪問
を行い、徴収率の
維持、向上を目指
す。
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宅使用

料
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【取組参考資料：使用料・手数料等の収納率・財政効果額の推移】

１．納税率

２．財政効果額（平成２７年度を基準年度として設定）

継続的に滞納者へ
の個別面談を実施
し、生活再建につ
いて話し合い、誓
約書どおり確実に
履行させ、収納率
の向上を図る。

次年度
以降の
方針

今後も未納通知・
汲取停止等により
収納率の向上を図
る。

今後も未納通知・
汲取停止等により
収納率の向上を図
る。

今後も未納通知・
汲取停止等により
収納率の向上を図
る。

今後も未納通知・
汲取停止等により
収納率の向上を図
る。

現年度の収納率の
向上により滞納額を
減らしていくととも
に、支払督促の申
立を行うなど法的手
段を実施していく。

現年度の収納率の
向上により滞納額を
減らしていくととも
に、支払督促の申
立を行うなど法的手
段を実施していく。

現年度の収納率の向
上により滞納額を減ら
していくとともに、各家
庭の状況に合わせ対
応していく。支払督促
の申立を行うなど法的
手段も行う。

現年度の収納率の向
上により滞納額を減ら
していくとともに、各家
庭の状況に合わせ対
応していく。支払督促
の申立を行うなど法的
手段も行う。

継続的に滞納者へ
の個別面談を実施
し、生活再建につ
いて話し合い、誓
約書どおり確実に
履行させ、収納率
の向上を図る。

継続的に滞納者へ
の個別面談を実施
し、生活再建につ
いて話し合い、誓
約書どおり確実に
履行させ、収納率
の向上を図る。

継続的に滞納者へ
の個別面談を実施
し、生活再建につ
いて話し合い、誓
約書どおり確実に
履行させ、収納率
の向上を図る。

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

保育料(%) 97.95% 98.30% 98.97% 99.27%

し尿処理手数料(%) 99.53% 99.24% 99.42% 99.15%

市営住宅使用料(%) 93.07% 94.78% 94.76% 93.85%

給食費(%) 99.93% 99.96% 99.88% 99.93%
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平成３０年
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保育料(円) ▲ 978,482 1,716,555 2,349,049 2,755,367

し尿処理手数料(円) 48,161 20,985 37,219 11,631

市営住宅使用料(円) 693,294 1,323,657 1,299,957 962,855

給食費(円) ▲ 124,353 ▲ 39,579 ▲ 325,837 ▲ 131,678

合計(円) ▲ 361,380 3,021,618 3,360,388 3,598,175

▲ 2,000,000

▲ 1,000,000

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 53 整理番号 5-5

取組項目 使用料・手数料の適正化 担当部署
企画経営課（主）
財政課
関係課

取組目標
受益と負担の公平性の観点から使用料・手数料の見直しを行い、市民間の公平性と公正性の確
保、受益と負担のより一層の適正化を図る。

取組内容
施設の維持管理やサービスの提供に係るコスト変化等を踏まえ、「使用料・手数料・施設使用
料減免基準のあり方に関する基本方針」の見直しを行い、新たな方針に基づく適正な運用を図
る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

「使用料・手数
料・施設使用料減
免基準のあり方に
関する基本方針」
の見直しを行う。

新たな方針に基づ
き、適正な運用を
図る。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

基本方針に基づ
き、関係各課にお
いて適正な運用を
行った。

基本方針に基づ
き、関係各課にお
いて適正な運用を
行った。

基本方針に基づ
き、関係各課にお
いて適正な運用を
行った。

基本方針に基づ
き、関係各課にお
いて適正な運用を
行った。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

「使用料・手数
料・施設使用料減
免基準のあり方に
関する基本方針」
については、消費
税増税の延期等に
より見直しを見
送った。

「使用料・手数
料・施設使用料減
免基準のあり方に
関する基本方針」
については、消費
税増税の延期等に
より見直しを見
送った。

「使用料・手数
料・施設使用料減
免基準のあり方に
関する基本方針」
の見直しに向け、
運用に係る課題や
使用料・手数料の
状況に関する調査
を実施した。

「使用料・手数
料・施設使用料減
免基準のあり方に
関する基本方針」
見直しに関する調
査結果について、
検証を行った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

施設の維持管理や
サービスの提供に
係るコスト変化等
について十分検証
する必要がある。

施設の維持管理や
サービスの提供に
係るコスト変化等
について十分検証
する必要がある。

施設の維持管理や
サービスの提供に
係るコスト変化等
について十分検証
する必要がある。

施設の維持管理や
サービスの提供に
係るコスト変化等
について十分検証
する必要がある。

次年度以降の
方針

近隣市町の使用
料・手数料などの
改定を注視しつ
つ、見直しを行
う。

近隣市町の使用
料・手数料などの
改定を注視しつ
つ、見直しを行
う。

近隣市町の使用
料・手数料などの
改定を注視しつ
つ、調査結果を踏
まえ、見直しを行
う。

近隣市町の使用
料・手数料などの
改定を注視しつ
つ、見直しについ
て検討する。
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 54 整理番号 5-6

取組項目 有料広告の掲載 担当部署
秘書広報課
財政課

取組目標
ホームページ等に有料広告を掲載し、歳入の確保を図る。

取組内容
有料広告の掲載に伴う収入見込額や事務処理上の課題・問題点の整理を行い、より多くの広告
掲載に向けた取組を行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

事務処理上の課題
や問題点の整理を
行い、より多くの
広告掲載に向けた
取組を行う。

数値目標
ホームページのバ

ナー広告件数
132件

ホームページのバ
ナー広告件数

132件

ホームページのバ
ナー広告件数

132件

ホームページのバ
ナー広告件数

144件

ホームページのバ
ナー広告件数

144件

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

広告掲載手法の検
討及び広告掲載企
業を確保した。

広告掲載手法の検
討及び広告掲載企
業を確保した。

広告掲載手法の検
討及び広告掲載企
業を確保した。

広告掲載手法の検
討及び広告掲載企
業を確保した。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

ホームページのバ
ナー広告件数
180件
広報やしお広告件
数
36件

ホームページのバ
ナー広告件数
185件
広報やしお広告件
数
36件

ホームページのバ
ナー広告件数
144件
広報やしお広告件
数
36件

ホームページのバ
ナー広告件数
130件
広報やしお広告件
数
42件

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

公用車の広告掲載
については、多く
がリース車輛であ
り、広告掲載が難
しい状況である。

公用車の広告掲載
については、多く
がリース車輛であ
り、広告掲載が難
しい状況である。

公用車の広告掲載
については、多く
がリース車輛であ
り、広告掲載が難
しい状況である。

公用車の広告掲載
については、多く
がリース車輛であ
り、広告掲載が難
しい状況である。

次年度以降の
方針

広告掲載手法の検
討及び広告掲載企
業の確保。掲載基
準等の整備。

広告掲載手法の検
討及び広告掲載企
業の確保。掲載基
準等の整備。

広告掲載手法の検
討及び広告掲載企
業の確保。掲載基
準等の整備。

広告掲載手法の検
討及び広告掲載企
業の確保。掲載基
準等の整備。
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【取組参考資料：有料広告収入額の推移】

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

収入額 2,836,155 2,886,800 2,476,800 2,404,894

2,000,000

2,200,000

2,400,000

2,600,000

2,800,000

3,000,000

3,200,000

3,400,000

単位：円
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 55 整理番号 5-7

取組項目 積極的な企業誘致 担当部署 商工観光課

取組目標
積極的な企業誘致を行い、税収の増加を目指す。

取組内容
不動産の空き状況や、埼玉県の企業誘致担当部署との連携による情報提供等を充実する。ま
た、借入金の利子補給などの財政支援策の検討を行いながら、企業誘致に向けた取組を推進す
る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

企業誘致に向けた
取組を行う。

数値目標
誘致に向けた
情報提供数

３件

誘致に向けた
情報提供数

５件

誘致に向けた
情報提供数

７件

誘致に向けた
情報提供数

10件

誘致に向けた
情報提供数

10件

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

埼玉県企業立地課
との連携を図り、
本市で把握が可能
な空き不動産情報
の提供を行った。

埼玉県企業立地課
との連携を図り、
本市で把握が可能
な空き不動産情報
の提供を行った。

埼玉県企業立地課
との連携を図り、
本市で把握が可能
な空き不動産情報
の提供を行った。

埼玉県企業立地課
との連携を図り、
本市で把握が可能
な空き不動産情報
の提供を行った。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

本市へ立地を希望
する事業所から年
間10件の問い合わ
せに対して、情報
提供を行った。

本市へ立地を希望
する事業所から年
間10件の問い合わ
せに対して、情報
提供を行った。

本市へ立地を希望
する事業所から年
間10件の問い合わ
せに対して、情報
提供を行った。

本市へ立地を希望
する事業所から年
間10件の問い合わ
せに対して、情報
提供を行った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ａ Ａ Ａ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

個別の立地可能な
土地の空き情報を
市単独で実施する
ことは困難であ
る。

個別の立地可能な
土地の空き情報を
市単独で実施する
ことは困難であ
る。

個別の立地可能な
土地の空き情報を
市単独で実施する
ことは困難であ
る。

個別の立地可能な
土地の空き情報を
市単独で実施する
ことは困難であ
る。

次年度以降の
方針

市単独での不動産
の空き情報の把握
することは困難で
あるため、引き続
き、埼玉県企業立
地課との連携によ
る情報提供を充実
させていく。

市単独での不動産
の空き情報の把握
することは困難で
あるため、引き続
き、埼玉県企業立
地課との連携によ
る情報提供を充実
させていく。

市単独での不動産
の空き情報の把握
することは困難で
あるため、引き続
き、埼玉県企業立
地課との連携によ
る情報提供を充実
させていく。

市単独での不動産
の空き情報の把握
をすることは困難
であるため、引き
続き、埼玉県企業
立地課との連携に
よる情報提供を充
実させていく。
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 56 整理番号 5-8

取組項目 時間外勤務の抑制 担当部署 総務人事課

取組目標
時間外勤務の抑制に向けた対応策を実施する。

取組内容
時間外勤務命令の指示の徹底や定時後の所属単位での庁舎内消灯などの措置を講じ、時間外勤
務手当の縮減を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

時間外勤務命令の
指示、ノー残業
デー、残業自粛
デーの徹底を図
る。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

水曜日のノー残業
デー実施につい
て、呼びかけなど
を行った。

水曜日のノー残業
デー実施につい
て、朝9時に庁内
LANにて掲示を
行った。

水曜日のノー残業
デー実施につい
て、朝9時に庁内
LANにて掲示、午
後5時に庁内放送
を行った。

水曜日のノー残業
デー実施につい
て、朝9時に庁内
LANにて掲示、午
後5時に庁内放送
を行った。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

【平成28年度】
163,306千円
【平成27年度】
167,350千円

4,044千円減

【平成29年度】
163,701千円

3,649千円減

【平成30年度】
161,722千円

1,979千円減

【令和元年度】
167,366千円

16千円増

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｃ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

事務量の増加に併
せて、時間外勤務
が増加傾向にあ
る。

事務量の増加に併
せて、時間外勤務
が増加傾向にあ
る。

事務量の増加に併
せて、時間外勤務
が増加傾向にあ
る。

事務量の増加に併
せて、時間外勤務
が増加傾向にあ
る。
特に選挙等の実施
により増加する。

次年度以降の
方針

ノー残業デー、残
業自粛デーの徹底
を図る。

ノー残業デー、残
業自粛デーの徹底
を図る。

ノー残業デー、残
業自粛デーの徹底
を図る。

ノー残業デー、残
業自粛デーの徹底
を図る。
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 57 整理番号 5-9

取組項目
給付事業の見直しに伴う扶助費の適正
化

担当部署

長寿介護課
子育て支援課
教育総務課
学務課

取組目標
給付事業の見直しを行い、扶助費の適正化を図る。

取組内容
「給付事業の見直しに関する基本方針」に基づき、市が単独で行っている給付事業の必要性や
市民ニーズ、行政コスト等について検証を行い、適正化を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

各事業への給付事
業の検証を行い、
適正化を図る。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

指針に基づき、関
係各課において扶
助費の適正化に努
めた。

指針に基づき、関
係各課において扶
助費の適正化に努
めた。

指針に基づき、関
係各課において扶
助費の適正化に努
めた。

指針に基づき、関
係各課において扶
助費の適正化に努
めた。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

給付事業の必要性
等について申請時
に審査し、適正な
給付を行った。

給付事業の必要性
等について申請時
に審査し、適正な
給付を行った。

給付事業の必要性
等について申請時
に審査し、適正な
給付を行った。

給付事業の必要性
等について申請時
に審査し、適正な
給付を行った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

少子高齢化の進展
や景気低迷の影響
等から、扶助費は
ほぼ横ばいであ
る。

人口の増加によ
り、扶助費がやや
上昇している。

人口の増加によ
り、扶助費がやや
上昇している。

人口の増加によ
り、扶助費がやや
上昇している。

次年度以降の
方針

給付事業の必要性
や市民ニーズ、行
政コスト等につい
て検証を行い、適
正化を図る。

給付事業の必要性
や市民ニーズ、行
政コスト等につい
て検証を行い、適
正化を図る。

給付事業の必要性
や市民ニーズ、行
政コスト等につい
て検証を行い、適
正化を図る。

給付事業の必要性
や市民ニーズ、行
政コスト等につい
て検証を行い、適
正化を図る。
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 58 整理番号 5-10

取組項目 公共工事におけるコストの縮減 担当部署
道路治水課(主)
関係課

取組目標
公共工事を｢より良いものをより安く｣実施するため、工事コストの縮減を図る。

取組内容
工事の計画・設計等の見直し、工事実施段階での合理化等の施策を継続して実施することによ
り工事コストを縮減する。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

工事の計画・設計
等の見直し、工事
実施段階での合理
化等の施策を継続
して実施すること
により工事コスト
を縮減する。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

工事の計画・設計
等の見直し、工事
実施段階での合理
を図る。

工事の計画・設計
等の見直し、工事
実施段階での合理
を図る。

工事の計画・設計
等の見直し、工事
実施段階での合理
を図る。

工事の計画・設計
等の見直し、工事
実施段階での合理
を図る。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

ライフサイクルコ
ストを考慮し、工
事の計画・設計等
の見直し、工事実
施段階でコスト縮
減を図った。

ライフサイクルコ
ストを考慮し、工
事の計画・設計等
の見直し、工事実
施段階でコスト縮
減を図った。

ライフサイクルコ
ストを考慮し、工
事の計画・設計等
の見直し、工事実
施段階でコスト縮
減を図った。

ライフサイクルコ
ストを考慮し、工
事の計画・設計等
の見直し、工事実
施段階でコスト縮
減を図った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

工事の計画段階か
らコスト縮減の情
報・資料収集方法
をさらに検討して
いく必要がある。

工事の計画段階か
らコスト縮減の情
報・資料収集方法
をさらに検討して
いく必要がある。

工事の計画段階か
らコスト縮減の情
報・資料収集方法
をさらに検討して
いく必要がある。

工事の計画段階か
らコスト縮減の情
報・資料収集方法
をさらに検討して
いく必要がある。

次年度以降の
方針

工事の計画・設計
等の見直し、工事
実施段階での合理
化等の施策を継続
して実施しコスト
縮減を図る。

工事の計画・設計
等の見直し、工事
実施段階での合理
化等の施策を継続
して実施しコスト
縮減を図る。

工事の計画・設計
等の見直し、工事
実施段階での合理
化等の施策を継続
して実施しコスト
縮減を図る。

工事の計画・設計
等の見直し、工事
実施段階での合理
化等の施策を継続
して実施しコスト
縮減を図る。
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 59 整理番号 5-11

取組項目 市債発行の抑制 担当部署 財政課

取組目標
弾力的な財政運営が持続できるよう、世代間の公平性や財政負担の平準化を踏まえつつ、市債
発行の抑制に努め、市債残高の縮減を図る。

取組内容
市債の新たな発行は、当該年度の公債費の元金償還額を上限とし、市債残高の縮減を図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

当該年度の市債の
発行にあたって
は、同年度の元金
償還額を上限と
し、市債残高の縮
減を図る。

数値目標
市債残高目標

270億円
市債残高目標

267億円
市債残高目標

266億円
市債残高目標

265億円
市債残高目標

264億円

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

過去に発行した市
債の償還を適正に
行うとともに、新
規発行については
後年度の財政負担
等を考慮し最小限
度の発行に努め
た。

過去に発行した市
債の償還を適正に
行うとともに、新
規発行については
後年度の財政負担
等を考慮し最小限
度の発行に努め
た。

過去に発行した市
債の償還を適正に
行うとともに、新
規発行については
後年度の財政負担
等を考慮し最小限
度の発行に努め
た。

過去に発行した市
債の償還を適正に
行うとともに、新
規発行については
後年度の財政負担
等を考慮し最小限
度の発行に努め
た。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

平成28年度元金
償還額：29億円
借入額：10億円と
なり、年度末残高
は、252億円と
なった。

平成29年度元金
償還額：27億円
借入額： 9億円と
なり、年度末残高
は、234億円と
なった。

平成30年度元金
償還額：26億円
借入額：11億円と
なり、年度末残高
は、219億円と
なった。

令和元年度元金
償還額：25億円
借入額：11億円と
なり、年度末残高
は、205億円と
なった。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ａ Ａ Ａ Ａ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

後年度に過度に負
担にならないよ
う、事業の厳選が
必要である。

後年度に過度に負
担にならないよ
う、事業の厳選が
必要である。

後年度に過度に負
担にならないよ
う、事業の厳選が
必要である。

後年度に過度に負
担にならないよ
う、事業の厳選が
必要である。

次年度以降の
方針

次年度以降も当該
年度の市債の発行
にあたっては、同
年度の元金償還額
を上限とし、市債
残高の縮減を図っ
ていく。

次年度以降も当該
年度の市債の発行
にあたっては、同
年度の元金償還額
を上限とし、市債
残高の縮減を図っ
ていく。

次年度以降も当該
年度の市債の発行
にあたっては、同
年度の元金償還額
を上限とし、市債
残高の縮減を図っ
ていく。

次年度以降も当該
年度の市債の発行
にあたっては、同
年度の元金償還額
を上限とし、市債
残高の縮減を図っ
ていく。
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 60 整理番号 5-12

取組項目 未利用財産の処分 担当部署
財政課
道路治水課

取組目標
市有地のうち未利用で今後においても利用の予定がない普通財産については改めて整理を行
い、売却が可能な財産については積極的な売り払いを行い、資産の適正管理と財源確保の向上
に努める。

取組内容
未利用財産の現況を把握し、その処分方針を立てた上で、今後においても利用の予定がない普
通財産の売り払いを行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

未利用財産の把
握・可処分財産の
売却を行う。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

利用予定のなくなっ
た普通財産につい
ては、処分等の検
討を行い、資産の
適正管理に努め
た。

利用予定のなくなっ
た普通財産につい
ては、処分等の検
討を行い、資産の
適正管理に努め
た。

利用予定のなくなっ
た普通財産につい
ては、処分等の検
討を行い、資産の
適正管理に努め
た。

利用予定のなくなっ
た普通財産につい
ては、処分等の検
討を行い、資産の
適正管理に努め
た。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

今後における未利
用地の有効利用方
法について考察を
加え、処分可能の
有無についての精
査を行った。

今後における未利
用地の有効利用方
法について考察を
加え、処分可能の
有無についての精
査を行った。

今後における未利
用地の有効利用方
法について考察を
加え、処分可能の
有無についての精
査を行った。

今後における未利
用地の有効利用方
法について考察を
加え、処分可能の
有無についての精
査を行った。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

道路予定地の廃止
に伴い隣接地地権
者から買取の要望
があったため売却を
行った。

利用予定のなく
なった普通財産に
ついては、処分等
の検討を行い、資
産の適正管理に努
めた。

利用予定のなく
なった普通財産に
ついては、処分等
の検討を行い、資
産の適正管理に努
めた。

利用予定のなく
なった普通財産に
ついては、処分等
の検討を行い、資
産の適正管理に努
めた。

次年度以降の
方針

今後も利用予定の
なくなった普通財産
については、処分等
の検討を行い、資
産の適正管理に努
める。

今後も利用予定の
なくなった普通財産
については、処分等
の検討を行い、資
産の適正管理に努
める。

今後も利用予定の
なくなった普通財産
については、処分等
の検討を行い、資
産の適正管理に努
める。

今後も利用予定の
なくなった普通財産
については、処分等
の検討を行い、資
産の適正管理に努
める。
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 61 整理番号 5-13

特定健
診受診

率

特定保
健指導
実施率

後発医
薬品利
用率

取組項目 国民健康保険事業の健全な運営 担当部署 国保年金課

取組目標
「受益と負担の公平性」を前提とし、国保の都道府県化等の制度改正などに適切に対応しなが
ら、国民健康保険事業の健全な運営に努める。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上策
等を実施する。
②後発医薬品差額
通知を実施する。

取組内容
特定健診・特定保健指導の受診（実施）率向上対策に取組むとともに、後発医薬品の利用率向
上策に取り組む。また、国保税の賦課方式等を検証し、必要に応じて見直しを図る。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

数値目
標

25% 35% 45%

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上策
等を実施する。
②後発医薬品差額
通知を実施する。
③国保税の賦課方
式等を検討する。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上策
等を実施する。
②後発医薬品差額
通知を実施する。
③国保税の賦課方
式等を検討する。
④第３期八潮市特
定健康診査等実施
計画を策定する。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上策
等を実施する。
②後発医薬品差額
通知を実施する。
③国保税の賦課方
式等を検討する。

40% 45% 50% 55% 60%

55% 60%

64.0% 65.5% 75.0% 78.0% 80.0%

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上策
として電話勧奨や
イベント、窓口で
の啓発品の配布を
実施した。
②後発医薬品差額
通知を4月と10月
に発送した。
③国保税の賦課方
式等を検討した。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上策
として電話勧奨や
イベント、窓口で
の啓発品の配布を
実施した。
②後発医薬品差額
通知を4月と10月
に発送した。
③国保税の賦課方
式等を検討した。
④第3期八潮市特
定健康診査等実施
計画の策定につい
て検討した。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上策
として電話勧奨や
イベント、窓口で
の啓発品の配布を
実施した。
②後発医薬品差額
通知を4月と10月
に発送した。
③国保税の賦課限
度額を検討した。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上策
として電話勧奨や
イベント、窓口で
の啓発品の配布を
実施した。
②後発医薬品差額
通知を4月と10月
に発送した。
③国保税の賦課限
度額を検討した。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

①特定健診受診率
36.9%
特定保健指導実施
率は集計中
②後発医薬品利用
率71.6%

①特定健診受診率
38.3%
特定保健指導実施
率は集計中
②後発医薬品利用
率73.6%
③国保税の賦課方
式を4方式から2方
式に変更し、税率
改定を行った。
④第2期八潮市保
健事業実施計画・
第3期八潮市特定
健康診査等実施計
画を策定した。

①特定健診受診率
37.6%
特定保健指導実施
率は集計中
②後発医薬品利用
率78.8%
③国保税の賦課限
度額を法律で定め
る額まで引き上げ
る改正を行った。

①特定健診受診率
38.4%
特定保健指導実施
率は集計中
②後発医薬品利用
率81.7%
③国保税の賦課限
度額を法律で定め
る額まで引き上げ
る改正を行った。
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取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率の目標
が達成できなかっ
た。受診（実施）
につながる勧奨を
行っていく必要が
ある。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率の目標
が達成できなかっ
た。受診（実施）
につながる勧奨を
行っていく必要が
ある。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率の目標
が達成できなかっ
た。受診（実施）
につながる勧奨を
行っていく必要が
ある。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率の目標
が達成できなかっ
た。受診（実施）
につながる勧奨を
行っていく必要が
ある。

次年度以降の
方針

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上の
ため効果的な受診
勧奨を行ってい
く。
②定期的な後発医
薬品差額通知の発
送を行う。
③国保税の賦課方
式等の検討を行
う。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上の
ため効果的な受診
勧奨を行ってい
く。
②定期的な後発医
薬品差額通知の発
送を行う。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上の
ため効果的な受診
勧奨を行ってい
く。
②定期的な後発医
薬品差額通知の発
送を行う。

①特定健診・特定
保健指導の受診
（実施）率向上の
ため効果的な受診
勧奨を行ってい
く。
②定期的な後発医
薬品差額通知の発
送を行う。
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 62 整理番号 5-14

取組項目 上水道事業における経営改革の推進 担当部署 経営課

取組目標
上水道事業の経営改革と経営基盤の強化に取り組み、経営の健全化と事業の活性化に努める。

取組内容
「公営企業の経営に当たっての留意事項について」(平成26年8月29日付け総務省通知）を踏ま
え、市民サービスを安定的に継続するため、経営の効率化、適切な施設整備等に努める。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

経営改革と経営基
盤の強化に向けた
取組を行う。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

効率的な水利用と
ともに、安定した
経営基盤の強化を
図るための各種取
組を行った。

効率的な水利用と
ともに、安定した
経営基盤の強化を
図るための各種取
組を行った。

　効率的な水利用
とともに、安定し
た経営基盤の強化
を図るための各種
取組を行った。

　効率的な水利用
とともに、安定し
た経営基盤の強化
を図るための各種
取組を行った。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

安全な水の安定供
給のため、経営基
盤の一定の強化が
図れた。
（財政効果額）
74,567千円

安全な水の安定供
給のため、経営基
盤の一定の強化が
図れた。
（財政効果額）
103,127千円

　安全な水の安定
供給のため、経営
基盤の一定の強化
が図れた。
（財政効果額）
93,421千円

　安全な水の安定
供給のため、経営
基盤の一定の強化
が図れた。
（財政効果額）
107,810千円

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ａ Ａ Ａ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

さらなる収益増
加、経費削減への
取組方策の検討。

収益増加、経費削
減への取組方策の
検討。

　収益増加、経費
削減への取組方策
の検討。

　収益増加、経費
削減への取組方策
の検討。

次年度以降の
方針

引き続き、安定し
た経営基盤強化を
図るための各種取
組を行う。

引き続き、安定し
た経営基盤強化を
図るための各種取
組を行う。

　引き続き、安定
した経営基盤の強
化を図るための各
種取組を行う。

　引き続き、安定
した経営基盤の強
化を図るための各
種取組を行う。
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■取組参考資料　5-14 上水道事業における経営改革の推進【計画一覧】

１．事業計画

１－１．財政収支計画（単位：千円）

①収益的収支及び資本的収支

②企業債残高（単位：千円）

１－２．中期指標

１－３．定員管理に関する計画（市で一括管理）

25人

（事務職/技術職） （　8人/　16人） （　　8人/　16人） （　　8人/　16人） （　　8人/　16人） （　　8人/　17人）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

定数 24人 24人 24人 24人

職員一人あたり営業収益（円）

繰入金比率（％）

累積欠損金比率（％）

不良債務比率（％）

経常収支比率（％） 112.1 111.7 112.1 108.7 118.9

指標項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

3,192,875

（うち公的資金） (3,060,960) (3,045,051) (3,107,001) (3,157,037) (3,192,875)

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

総額 3,060,960 3,045,051 3,107,001 3,157,037

その他 0 0 0 0 0

企業債償還金等 203,700 215,909 230,956 249,964 264,162

建設改良費 954,097 1,039,357 1,338,927 1,226,455 1,075,667

その他 403,618 490,639 482,961 433,234 433,234

県補助 0 0 0 0 0

国補助 0 0 0 0 0

(9,327)

令和２年度

企業債 100,000 200,000 200,000 300,000 300,000

他会計借入金等 0 0 0 0 0

（うち基準外繰出） (        ) (        ) (        ) (        ) (        )

361,346

その他 704,674 693,012 663,283 637,373 649,293

資本的収支

収支項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

他会計補助金等 9,327 9,327 9,327 9,327 9,327

（うち基準内繰出） (9,327) (9,327) (9,327) (9,327)

297,518

（うち基準外繰出） (        ) (        ) (        ) (        ) (        )

物件費 906,182 926,984 913,677 1,076,328 1,116,701

人件費 145,634 142,874 139,921 145,759 145,759

2,436

（うち基準内繰出） ( 2,140 ) (2,173) (2,396) (2,436) (2,436)

令和２年度

料金 1,689,412 1,673,661 1,724,178 1,727,554 1,973,145

収益的収支

収支項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

他会計補助金等 2,140 2,173 2,396 2,436

その他 275,693 291,454 310,131 291,418

経常損益 210,755 204,428 219,510 161,948
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１－４．給与の適正化に関する計画（市で一括管理）

１－５．将来需要予測

１－６．主要施策

１－７．設備投資計画（単位：千円）

２．経営基盤強化への取組

２－１．経営改革への取組

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

給水人口 87,525 89,260 89,818 91,143 92,467

体系の見直し

項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

職員の能力や実績に応じた給与
※4-4の取組内容・結果と連動

年間総給水量(㎥) 10,331,620 11,285,800 10,464,550 10,548,500 10,624,980

（戸） (40,531) (41,330) (41,635) (42,250) (42,864)

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

１日平均給水量(㎥) 28,306 30,920 28,670 28,900 29,030

安定給水と浄配水施設の維持管理 浄配水場や給水管等の適正維持管理を行う。

計画的な浄水・配水施設の整備 老朽化した配水施設の更新整備を行う。

顧客サービスの向上 直結給水や水道料金収納体制の充実等に取り組む。

効率的な水運用の推進推進 県水と地下水の効率的な水運用を行う。

項目 取組内容 経費
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

浄配水場の維持管理及び更新 老朽化した中央浄水場の更新整備を行う。 978,753

配水管等の耐震化
基幹管路を含めた配水管の整備につい
て、耐震化を計画的に進める

2,579,457

自己水源の維持管理 老朽化した施設の更新整備を行う。 121,236

水質監視体制の維持・強化
水質測定機器の整備及び維持管理を行
う

45,000

R2

PFI事業の活用
新たな施設整備事業において、PFI方式が可能で
あり、効果が期待できる事業の場合には、活用を
検討する。

取組内容
　上水道事業においては、従来から浄水場・配水場運転業務、道路・宅内漏水等待機業務及び水道料金の検針・調定・徴収業務など民間
委託による業務執行体制の簡素・合理化を推進し、職員定数を順次削減し、平成２１年度には職員定数を２４名とした。
　今後においては、民間委託を推進するとともに、一般経費等の削減や組織体制の見直しに努め、経営基盤の強化に取り組んでいく。

経営改革取組項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1

民間委託の導入
委託先の見直しなどにより、より効率的・効果的な
委託を行う。

資産の有効活用
水道用地の貸付を行うほか、土地を効率的に使
用するため場内整備を行う。

収益増加への取組
他団体等の事例等を参考としながら、収益増加の
方策を検討を行う。

指定管理者の導入
委託先の見直しなどにより、より効率的・効果的な
委託を行う。

組織体制の見直し
社会経済情勢の変化やサービス需要の動向等に
対応しつつ、総合的・機能的な経営が可能となる
よう、継続的に見直しを行う。
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３．経費節減等の取組による効果額（単位：千円）

項目
取組年度

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

収
入

未収金の徴収対策 67,936 66,946 67,600 67,600

未利用財産の売り払い等

その他 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

67,600

料金の見直し

支
出

人
件
費
削
減

職員削減

嘱託、臨時、派遣職員等を活用
した場合の効果額

その他 1,000 1,000 1,000

組織の統廃合

退職者不補充の場合の効果額

1,000 1,000

民間的経営手法の導入による事務
4,305 4,305 4,305 4,500 4,500

事業費削減

取組内容
　漏水防止対策などにより、水資源の有効利用を推進し、効率的な水循環への貢献に取り組む。

合計 75,241 74,251 74,905 75,100 75,100
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5-14 上水道事業における経営改革の推進【実績一覧】

１．需要結果

２．財務状況（単位：千円）

３．一般会計等の関与（単位：千円）

※用語説明

補助金：一般会計等から公営企業の特別会計へ各種行政上の目的をもって交付される金銭的給付。

貸付金：地方公営企業法第18条の2に基づき、一般会計または他の特別会計から公営企業の特別会計へ貸し付けた長期貸付金。

項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

（戸） (40,531) (41,764) (43,455) (44,542) （ ）

給水人口 87,525 89,210 91,146 92,259

１日平均給水量(㎥) 28,306 28,780 29,435 28,618

年間総給水量(㎥) 10,331,620 10,504,750 10,743,873 10,474,080

令和２年度

総資産 17,787,760 18,258,590 18,673,259 19,011,164

賃借対照表

項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

負債 9,920,742 10,069,567 10,135,451

累積欠損金 0 0 0 0

10,184,208

資本 7,867,017 8,189,023 8,537,808 8,826,955

損益計算書

項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

（売上高＋営業外収益＋特別利益）

経常損益 273,134 322,722 349,359 289,221

令和２年度

総収入 1,959,503 1,996,121 2,045,619 2,012,520

減価償却前当期損益 825,228 884,700 919,773 839,134

当期損益 272,883 322,006 348,785 289,147

令和２年度

出資金 0 0 0 0

内訳 算出方法 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

（国　 　） （国　 　） （国　 　） （国　 　） （国　 　）補助金

0 0 0 0

（県　 　） （県　 　） （県　 　） （県　 　） （県　 　）

負担金 0 0 0 0

年間合計 0 0 0 0

うち基準内
繰出

年間合計 10,530 13,368 13,773 12,396

うち基準外
繰出

繰出金 年間合計 10,530 13,368 13,773 12,396

機会費用 0 0 0 0

貸付金 0 0 0 0

累積欠損金：各事業年度の営業活動の結果生じた欠損金が、多年度にわたって累積したもの。貸借対照表上の利益剰余金のマイナスとし
て表示される。
出資金：地方公営企業法第18条に基づき、地方公共団体の一般会計または他の特別会計から公営企業の特別会計に出資されたもので、
公営企業の自己資本金となる。

負担金：一定の事業等について公営企業を含む特別の利益関係を有する者が、その受益に応じて負担する金銭的給付。または財政政策
上その経費の負担割合が定められている際に負担する金銭的給付。
繰出金：地方公営企業法第17条の2、第17条の3に基づき、一般会計または他の特別会計から公営企業の特別会計へ繰り出した金銭的給
付。なお、「基準内繰出」とは総務省が毎年度発出する「地方公営企業繰出金について」（自治財政局長通知）に基づく一般会計等から繰り
出された額を示し、「基準外繰出」とは当該通知に基づかないで一般会計等から繰り出された額をいう。

機会費用：一般会計が有する土地等の資産を、公営企業に無償または低廉な賃借料でその事業の用に使わせた場合に、仮に当該資産を
民間に貸し付けた場合に得られるだろうと考えられる賃借料との差額。
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４．企業債残高（単位：千円）

５．職員定数の状況

６．職員給与の状況（単位：千円）

７．公共料金等の状況（単位：円）

８．事業評価等の実施状況

９．民間的経営手法の導入状況

１０．その他経営基盤強化への取組状況

項目 算出方法 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

出資金
年度末残高

3,060,961 3,045,053 3,007,001 3,049,940

（うち公的資金） (3,060,961) (3,045,053) (3,007,001) (3,049,940) （ ）

借入金 0 0 0 0

その他金銭債務 0 0 0 0

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

定数総計 23人 23人 21人 22人

項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

人

（事務職/技術職） （　7人/　16人） （　8人/　15人） （　8人/　13人） （　7人/　15人） （　　人/　　人）

（人件費率） ( 7.08 %) ( 6.70 %) ( 6.11 %) (    5.69%) (    %)

人件費 209,066 195,666 184,806 172,641

職員平均給料月額 354 333 340 311

職員給与費 158,847 150,509 142,888 134,394

特別職報酬等 116 122 110 116

職員手当 61,120 57,530 57,282 52,316

令和２年度

電気料金 年間合計 44,448,067 45,419,282 51,475,743 47,962,008

項目 算定方法 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

下水道料金 年間合計 48,947 54,682 64,167 51,583

ガス料金 年間合計 907,237 1,051,771 1,189,346 1,063,754

評価結果
　ほぼ計画通りに達
成できた。

　ほぼ計画通りに達
成できた。

　ほぼ計画通りに達
成できた。

　ほぼ計画通りに達
成できた。

項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

経営改革取組項目 取組結果
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

評価結果の事業運営へ
の反映状況

　安全な水の安定
供給のため、経営
基盤の一定の強化
が図られた。

　安全な水の安定
供給のため、経営
基盤の一定の強化
が図られた。

　安全な水の安定
供給のため、経営
基盤の一定の強化
が図られた。

　安全な水の安定
供給のため、経営
基盤の一定の強化
が図られた。

資産の有効活用
水道用地の貸付を行うほか、土地を効率的に使
用するため場内整備を行う。

PFI事業の活用
新たな施設整備事業において、PFI方式が可能で
あり、効果が期待できる事業の場合には、活用を
検討する。

指定管理者の導入
指定管理者制度の対象となる施設の設置を行う
場合には、制度の導入を検討する。

民間委託の導入
委託先の見直しなどにより、より効率的・効果的な
委託を行う。

　水道法に規定されている水道技術管理者等の人材育成のため、資格取得講習会の受講及び一定事務経験年数の確保に努める。
また、人事異動や退職等により水道工事に精通している職員が減少しているため、再任用職員の雇用や研修を通じて技術の継承に努め
る。

組織体制の見直し
社会経済情勢の変化やサービス需要の動向等に
対応しつつ、総合的・機能的な経営が可能となる
よう、継続的に見直しを行う。

収益増加への取組
水道用地の貸付等を引き続き行った。また、他団
体等の事例を参考としながら、収益増加の方策を
検討する。
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１１．経費節減等の取組による効果額（単位：千円）

項目
取組年度

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

収
入

未収金の徴収対策 67,268 83,173 75,214 73,973

未利用財産の売り払い等 0 552 0 0

その他 2,094 2,257 2,257 2,016

料金の見直し 0 0 0 0

2,880 13,400 10,860

組織の統廃合 0 0 0 0

退職者不補充の場合の効果額
人
件
費
削
減

職員削減

嘱託、臨時、派遣職員等を活用
した場合の効果額

12,165

合計 74,567 103,127 93,421 107,810

その他 -1,980 -560 761 790

支
出

民間的経営手法の導入による事務
4,305 4,305 4,329 18,866

事業費削減
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 63 整理番号 5-15

取組項目 下水道事業における経営改革の推進 担当部署 下水道課

取組目標
下水道事業の経営改革と経営基盤の強化に取り組み、経営の健全化と事業の活性化に努める。

取組内容
｢公営企業の経営に当たっての留意事項について」(平成26年8月29日付け総務省通知）を踏ま
え、施設の計画的な整備、下水道料金・負担金の収入確保等に努める。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

経営改革と経営基
盤の強化に向けた
取組を行う。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

下水道使用料の改
定を平成28年7月1
日に実施した。

下水道使用料の見
直しに向けた準備

下水道使用料の見
直しに向けた準備

下水道使用料の見
直しに向けた準備

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、各

年度実績の数値

普及率　77.2％
水洗化率　91.3％
（財政効果額）
下水道使用料改定
による。
54,000千円
未収金の徴収対策
による。
7,407千円

普及率　78.9％
水洗化率　91.6％
（財政効果額）
未収金の徴収対策
による。
6,317千円

普及率　79.3％
水洗化率　91.6％
（財政効果額）
未収金の徴収対策
による。
5,957千円

普及率　76.8％
水洗化率　91.6％
（財政効果額）
未収金の徴収対策
による。
7,039千円
※普及率の減につ
いては、計算方法
が変更となったた
め。

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

普及率は、中川流
域及び全国平均よ
りも低い状態であ
る。

普及率は、中川流
域及び全国平均よ
りも低い状態であ
る。

普及率は、中川流
域及び全国平均よ
りも低い状態であ
る。

普及率は、中川流
域及び全国平均よ
りも低い状態であ
る。

次年度以降の
方針

更に普及率及び水
洗化率の向上に努
める。

更に普及率及び水
洗化率の向上に努
める。

更に普及率及び水
洗化率の向上に努
める。

更に普及率及び水
洗化率の向上に努
める。
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■取組参考資料　　5-15 下水道事業における経営改革の推進【計画一覧】

１．事業計画

１－１．財政収支計画（単位：千円）

①収益的収支及び資本的収支

１－２．中期指標

１－３．定員管理に関する計画（市で一括管理）

収益的収支

収支項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

他会計補助金等 171,206 197,577 273,744 101,284

合計 1,240,562 1,344,801 1,441,170 1,257,177

その他 493,848 588,566 590,626 483,421

170,488

負担金 0 0 0 0 0

令和２年度

料金 1,045,355 1,130,748 1,154,746 1,140,986 1,089,845

1,260,720

その他 24,001 16,476 12,680 14,907 387

管渠・ポンプ場維持費 56,192 72,780 54,631 36,459 58,471

総務管理費 36,560 31,512 32,757 43,190 37,862

498,213

地方債償還金（利子） 383,491 361,772 340,574 317,738 391,687

収支差引 270,471 290,171 422,582 376,369 274,487

合計 970,091 1,054,630 1,018,588 880,808 986,233

令和２年度

地方債 1,189,100 1,340,300 1,287,500 1,212,700 1,500,000

資本的収支

収支項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

他会計補助金等 798,794 732,423 626,256

国補助金 487,670 591,830 430,150 322,880 670,000

788,716 787,112

他会計借入金等 0 0 0 0 0

負担金 55,039 75,763 69,708 93,756 53,577

県補助金 0 0 0 0 0

建設改良費 1,493,227 1,710,122 1,625,847 1,407,600 2,000,364

合計 2,530,603 2,740,316 2,413,614 2,418,052 3,010,689

その他 0 0 0 0 0

地方債償還金（元金） 1,249,972 1,252,616 1,287,594 1,281,214 1,284,812

収支差引 -212,596 -222,422 -499,827 -270,762 -274,487

合計 2,743,199 2,962,738 2,913,441 2,688,814 3,285,176

収益的収支比率（％） 55.9 58.3 62.5 58.1 55.5

指標項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

累積欠損金比率（％） － － － － －

赤字比率（％） － － － － －

職員一人あたり営業収益（円） 219,340,600 237,438,400 239,462,600 196,949,500 225,754,600

繰入金比率（％） 収益13.8 資本31.6 収益14.7 資本26.7 収益19.0 資本25.9 収益8.1 資本32.6 収益13.5 資本26.1

汚水管延長（km) 225.2 231.1 235.6 240.3 246.4

処理区域面積（k㎡） 7.822 8.004 8.185 8.358 8.518

事故件数（件） 0 0 0 0 0

雨水管延長（km) 12.8 13.0 13.1 13.3 13.5

苦情受付件数（件） 0 0 0 0 0

顧客満足度（％） － － － － －

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

定数 人 人 人 人 人

（事務職/技術職） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人）
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１－４．給与の適正化に関する計画（市で一括管理）

１－５．将来需要予測

１－６．主要施策

１－７．設備投資計画（単位：千円）

２．経営基盤強化への取組

２－１．経営改革への取組

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

処理区域内人口(人/世帯) 65,288/26,411 67,850/28,146 69,235/29,330 70,620/30,514 72,005/31,698

体系の見直し

項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

職員の能力や実績に応じた給与
※4-4の取組内容・結果と連動

90,006/32,008

水洗化率(%・人口/世帯)
91.30% 91.60% 92.40% 93.20% 94.00%

59,640/24,062 62,178/26,107 62,675/27,203

普及率(%・人口/世帯)
77.20% 78.90% 79.30% 79.60% 80.00%

84,545/26,411 85,943/28,456 87,308/29,640 88,718/30,824

62,925/28,299 63,176/29,395

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

維持管理の充実 下水道施設の適正な維持管理、維持管理体制の充実

治水対策の推進 雨水幹線整備推進、雨水貯留施設整備促進、治水対策啓発活動

水質汚濁の防止 公共下水道整備推進、水洗化促進啓発活動

項目 取組内容 経費
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

建設改良費 下水道普及率の向上を図る。 9,204,441

R2

使用料収入の安定的な確保 安定的な使用料収入を確保するため、段階的に使用料の見直しを図っていく。

取組内容
　「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成26年8月29日付け総務省通知）を踏まえて、下記取り組みを実施し、より一層の
経営の健全化に取り組む。
①令和２年4月1日に地方公営企業法を適用し公営企業会計の導入を図る。
②令和２年度までに「経営戦略」の策定を行う。 

経営改革取組項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1

普及率及び水洗化率の向上 職員の個別訪問による接続依頼を強化し水洗化率の向上を図る。

投資効率の高い地区への重点的な投資 整備管渠の有効化を図り、併せて水洗化の向上を図っていく。
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３．経費節減等の取組による効果額（単位：千円）

項目
取組年度

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

収
入

未収金の徴収対策

未利用財産の売り払い等

その他

料金の見直し

組織の統廃合

退職者不補充の場合の効果額
人
件
費
削
減

職員削減

嘱託、臨時、派遣職員等を活用
した場合の効果額

合計

その他

支
出

民間的経営手法の導入による事務

事業費削減

取組内容
・職員による通常臨宅徴収及び年末にかけての集中臨宅徴収の実施
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5-15 下水道事業における経営改革の推進【実績一覧】

１．需要結果

２．財務状況（単位：千円）

３．一般会計等の関与（単位：千円）

※用語説明

出資金：地方公共団体の一般会計または他の特別会計から公営企業の特別会計に出資されたもので、下水道事業の自己資本金となる。
補助金：一般会計等から特別会計へ各種行政上の目的をもって交付される金銭的給付。

繰出金：地方公営企業法第17条の2、第17条の3に基づき、一般会計または他の特別会計から公営企業の特別会計へ繰り出した金銭的給付。
貸付金：一般会計または他の特別会計から公営企業の特別会計へ貸し付けた長期貸付金。

４．債務等残高（単位：千円）

５．職員定数の状況

処理区域内人口(人/世帯) 65,288/26,411 67,850/28,146 69,440/27,059 70,817/30,552 /

項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

/

水洗化率(%・人口/世帯)
91.30% 91.60% 91.60% 91.60% %

59,640/24,062 62,178/26,107 63,578/27,059

普及率(%・人口/世帯)
77.20% 78.90% 79.33% 76.80% %

84,545/26,411 85,943/28,456 87,537/29,593 92,262/30,552

64,881/27,948 /

賃借対照表

項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

総資産

負債

累積欠損金

資本

令和２年度

総収入

損益計算書

項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

経常損益

減価償却前当期損益

当期損益

令和２年度

出資金

内訳 算出方法 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

負担金

補助金

貸付金

繰出金 基準内繰入、基準外繰入 970,000 930,000 900,000 890,000

累積欠損金：各事業年度の営業活動の結果生じた欠損金が多年度にわたって累積したもの。賃貸対照表上の利益剰余金のマイナスとし
て表示される。

負担金：一定の事業等について特別の利益関係を有する者が、その受益に応じて負担する金銭的給付。または財政政策上その経費の負
担割合が定められている際に負担する金銭的給付。

機会費用：一般会計が有する土地等の資産を、公営企業に無償または低廉な賃借料でその事業の用に使わせた場合に、仮に当該資産を
民間に貸し付けた場合に得られるだろうと考えられる賃借料との差額。

項目 算出方法 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

機会費用

令和２年度

債務

（うち公的資金） ( )

その他金銭債務

( ) ( ) ( ) ( )

借入金 起債残高 20,214,516 20,302,200 20,302,105 20,233,592

人

（事務職/技術職） （　7人/　9人） （　7人/　9人） （　6人/10人） （　8人/　9人） （　　人/　　人）

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

定数総計 16人 16人 16人 17人
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６．職員給与の状況（単位：千円）

７．公共料金等の状況（単位：円）

８．事業評価等の実施状況

９．民間的経営手法の導入状況

１０．その他経営基盤強化への取組状況

人件費 113,271 103,784 102,549 99,424

項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

職員給与費 52,981 49,724 48,118 46,148

（人件費率） (　3.05％  ) (  2.58％  ) (  2.61％  ) (  2.79％ ) ( )

職員手当 33,915 30,290 31,614 32,044

職員平均給料月額 315 296 286 256

令和２年度

下水道使用料 下水道経費と使用利用経費により算定 1,800 1,800 1,800 1,800

項目 算定方法 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

20m3/月（消費税抜き） 20m3/月（消費税抜き） 20m3/月（消費税抜き） 20m3/月（消費税抜き）

評価結果

下水道普及率及び
水洗化率の向上に
努めた。

下水道普及率及び
水洗化率の向上に
努めた。

下水道普及率及び
水洗化率の向上に
努めた。

下水道普及率及び
水洗化率の向上に
努めた。

項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

経営改革取組項目 取組結果
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

評価結果の事業運営へ
の反映状況

下水道普及率及び
水洗化率の向上が
図られた。

下水道普及率及び
水洗化率の向上が
図られた。

下水道普及率の向
上が図られた。

下水道普及率の向
上が図られた。

資産の有効活用方策 水洗化率の向上に努めた。

PFI事業の活用 調査研究を継続。

収益増加への取組 水洗化率の向上に努め、使用料の増収を図った。

民間委託の導入 西袋汚水中継ポンプ場について、民間委託を実施した。

①下水道事業団等への研修を実施し、専門的技術の習得に努めた。
②工事箇所の選定にあたっては、人口密度の高い地域の整備に努めた。
③平成28年7月1日に使用料改定を行った。

組織体制の見直し 事務事業量に応じて、適正な体制とした。
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１１．経費節減等の取組による効果額（単位：千円）

１２．経営の効率性による効果額

項目
取組年度

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

収
入

未収金の徴収対策 7,407 6,317 5,957 7,039

未利用財産の売り払い等

その他

料金の見直し 54,000

組織の統廃合

退職者不補充の場合の効果額
人
件
費
削
減

職員削減

嘱託、臨時、派遣職員等を活用
した場合の効果額

合計 61,407 6,317 5,957 7,039

その他

支
出

民間的経営手法の導入による事務

事業費削減

汚水処理原価（円/㎥） 150.00 150.00 150.00 150.00

項目 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

資本費 95.27 87.36 90.40 99.20

維持管理費 54.73 62.64 59.60 50.80

差引損益（円/㎥）
-43.13 -39.78 -40.09 -45.12

※使用料単価－汚水処理原価

使用料単価（円/㎥） 106.87 110.22 109.91 104.88

維持管理費回収率（％）
195.3 176.0 184.4 206.5

※使用料単価÷汚水処理原価（維持管理費）

経費回収率（％）
71.2 73.5 73.3 69.9

※使用料単価÷汚水処理原価
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 64 整理番号 5-16

取組項目
土地区画整理事業における経営改革の
推進（稲荷伊草第二土地区画整理事業）

担当部署 区画整理課

取組目標
土地区画整理事業の経営改革と経営基盤の強化に取り組み、経営の健全化と事業の活性化に努
める。

取組内容
「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成26年8月29日付け総務省通知）を踏ま
え、自主財源の確保に努めながら計画的な整備を行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

経営改革と経営基
盤の強化に向けた
取組を行う。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

事業完成のための
区画街路の整備及
び保留地処分の促
進。

事業完成のための
区画街路の整備及
び保留地処分の促
進。

事業完成のための
区画街路の整備及
び保留地処分の促
進。

事業完成のための
区画街路の整備及
び保留地処分の促
進。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

仮換地指定率
100％
街路築造率
98.8％
建物移転率
100％

仮換地指定率
100％
街路築造率
99.5％
建物移転率
100％

仮換地指定率
100％
街路築造率
99.5％
建物移転率
100％

仮換地指定率
100％
街路築造率
100％
建物移転率
100％

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ａ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

【理由】移転交渉
難航。
【課題】街路築造
率の向上。

【理由】移転交渉
難航。
【課題】街路築造
率の向上。

【理由】移転交渉
難航。
【課題】街路築造
率の向上。

次年度以降の
方針

地権者の了解を得
ながら工作物移転
補償を行い、残り
の街路を築造す
る。

地権者の了解を得
ながら工作物移転
補償を行い、残り
の街路を築造す
る。

地権者の了解を得
ながら工作物移転
補償を行い、残り
の街路を築造す
る。

年度中に換地処分
を実施する。
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■取組参考資料　5-16 土地区画整理事業における経営改革の推進【計画一覧】

１．事業計画

１－１．財政収支計画（単位：千円）

①収益的収支及び資本的収支

１－２．中期指標

１－３．定員管理に関する計画（市で一括管理）

１－４．給与の適正化に関する計画（市で一括管理）

50,000 35,744

令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

実績額

（0） (50,000) (35, 744)

収支項目

（うち公有地取得事業収益）

事業収益 15,000 3,603 15,000 0 10,000 0

（うち附帯等業収益）

（うち土地造成事業収益） (15,000) (3,603) (15,000) (0) （10,000）

（うち公有地取得事業原価）

特別利益

他会計補助金等
事業外収益

1,735 1,800

事業原価

その他 1,500 1,903 1,500 1,729 1,405 48,842

（うち附帯等業原価）

（うち土地造成事業原価）

事業外費用

管理総務費

195 253 195

資
本
的
収
支

収支項目
平成28年度 平成29年度 平成30年度

その他 250 195 250 195 250

収
益
的
収
支

令和元年度 令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額

借入金

土地整備事業費 88,250 84,456 265,250 91,030 446,155 264,184

実績額 計画額

162,840

214,332

426,975

土地買収事業費

その他 72,000 117,848 249,000 154,665 435,000 287,742

404,980

固定資産購入費

支払利息

借入金償還金

その他

72,205 0 59,344

指標項目
平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

実質収支 0 38,703 0 65,169 0

令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額

建物移転率％ 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

街路築造率％ 100.0 98.8 100.0 99.5 100.0 99.5 100.0 100.0

仮換地指定率％ 100.0 100.0 100.0

定数 人 人 人 人

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

人

100.0 100.0

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

（事務職/技術職） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人）

職員の能力や実績に応じた給与体系の見直し ※4-4の取組内容・結果と連動
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１－５．主要施策

２．経営基盤強化への取組

２－１．経営改革への取組

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

調整池工事

公共施設の整備改善 街路築造及び舗装新設工事

取組内容

１．一般会計からの計画的な繰入金確保による事業の早期完了

経営改革取組項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

維持管理費の縮減の検討 整備済道路等の管理の移管を検討する

事業の計画的な整備による早期完成 事業計画による一般会計からの繰入金の導入
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 64 整理番号 5-16

取組項目
土地区画整理事業における経営改革の
推進（鶴ヶ曽根・二丁目土地区画整理事業）

担当部署 区画整理課

取組目標
土地区画整理事業の経営改革と経営基盤の強化に取り組み、経営の健全化と事業の活性化に努
める。

取組内容
「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成26年8月29日付け総務省通知）を踏ま
え、自主財源の確保に努めながら計画的な整備を行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

経営改革と経営基
盤の強化に向けた
取組を行う。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

事業完成のための
区画街路の整備及
び保留地処分の促
進。

事業完成のための
区画街路の整備及
び保留地処分の促
進。

事業完成のための
区画街路の整備及
び保留地処分の促
進。

事業完成のための
区画街路の整備及
び保留地処分の促
進。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

仮換地指定率
100％
街路築造率
99.3％
建物移転率
99.7％

仮換地指定率
100％
街路築造率
99.7％
建物移転率
99.7％

仮換地指定率
100％
街路築造率
99.7％
建物移転率
99.7％

仮換地指定率
100％
街路築造率
99.7％
建物移転率
99.7％

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｂ Ｂ Ｂ Ｂ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

【理由】移転交渉
難航。
【課題】街路築造
率の向上。

【理由】移転交渉
難航。
【課題】街路築造
率の向上。

【理由】移転交渉
難航。
【課題】街路築造
率の向上。

【理由】移転交渉
難航。
【課題】街路築造
率の向上。

次年度以降の
方針

地権者の了解を得
ながら建物移転補
償を行い、残りの
街路を築造する。

地権者の了解を得
ながら建物移転補
償を行い、残りの
街路を築造する。

地権者の了解を得
ながら建物移転補
償を行い、残りの
街路を築造する。

地権者の了解を得
ながら建物移転補
償を行い、残りの
街路を築造する。
また、調整池基本
設計を策定する。
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■取組参考資料　5-16 土地区画整理事業における経営改革の推進【計画一覧】

１．事業計画

１－１．財政収支計画（単位：千円）

①収益的収支及び資本的収支

１－２．中期指標

１－３．定員管理に関する計画（市で一括管理）

１－４．給与の適正化に関する計画（市で一括管理）

40,000 0

令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

実績額

(31,365) （40,000） （0）

収支項目

（うち公有地取得事業収益）

事業収益 80,000 25,120 34,000 0 40,000 31,365

（うち附帯等業収益）

（うち土地造成事業収益） (80,000) (25,120) (34,000) (0) (40,000)

（うち公有地取得事業原価）

特別利益

他会計補助金等
事業外収益

2,135 2,151

事業原価

その他 1,400 2,475 1,400 2,202 1,394 2,996

（うち附帯等業原価）

（うち土地造成事業原価）

事業外費用

管理総務費

195 253 195

資
本
的
収
支

収支項目
平成28年度 平成29年度 平成30年度

その他 1,561 195 1,192 195 1,192

収
益
的
収
支

令和元年度 令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額

借入金

土地整備事業費 258,839 206,049 173,208 86,572 158,202 82,449

実績額 計画額

115,000

156,882

171,661

土地買収事業費

その他 179,000 239,274 139,000 153,010 118,000 168,863

72,087

固定資産購入費

支払利息

借入金償還金

その他

120,580 0 101,530

指標項目
平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

実質収支 60,625 0 68,445 0

令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額

建物移転率％ 99.7 99.7 100.0 99.7 100.0 99.7

街路築造率％ 99.3 99.3 100.0 99.7 100.0 99.7 100.0 99.7

仮換地指定率％ 100.0 100.0 100.0

定数 人 人 人 人

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

人

100.0 99.7

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

（事務職/技術職） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人）

職員の能力や実績に応じた給与体系の見直し ※4-4の取組内容・結果と連動
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１－５．主要施策

２．経営基盤強化への取組

２－１．経営改革への取組

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

宅地の利用増進 宅地造成工事

公共施設の整備改善 街路築造及び舗装新設工事

取組内容

１．一般会計からの計画的な繰入金の導入による事業の早期完了
２．事業収入（一般保留地）を確保するため計画的な整備の実施
３．整備済箇所の管理の移管に伴う、維持管理費の縮減

経営改革取組項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

維持管理費の縮減の検討 整備済道路等の管理の移管を検討する

事業の計画的な整備による早期完成 事業計画による一般会計からの繰入金の導入

民間委託等の導入の検討 補償交渉等を民間委託すること等を検討し実施する
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 64 整理番号 5-16

取組項目
土地区画整理事業における経営改革の
推進（大瀬古新田土地区画整理事業）

担当部署 区画整理課

取組目標
土地区画整理事業の経営改革と経営基盤の強化に取り組み、経営の健全化と事業の活性化に努
める。

取組内容
「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成26年8月29日付け総務省通知）を踏ま
え、自主財源の確保に努めながら計画的な整備を行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

経営改革と経営基
盤の強化に向けた
取組を行う。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

・事業進捗のため
地権者交渉を進め
た。
・保留地処分に向
けた検討。

・事業進捗のため
地権者交渉を進め
た。
・保留地処分に向
けた検討。

・事業進捗のため
地権者交渉を進め
た。
・保留地処分に向
けた検討。

・事業進捗のため
地権者交渉を進め
た。
・保留地処分に向
けた検討。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

仮換地指定率
76.1％
街路築造率
50.8％
建物移転率
61.0％

仮換地指定率
77.4％
街路築造率
54.1％
建物移転率
62.1％

仮換地指定率
78.5％
街路築造率
55.1％
建物移転率
63.2％

仮換地指定率
78.7％
街路築造率
55.2％
建物移転率
64.6％

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

【理由】事業資金
不足。
【課題】事業を進
めるための資金確
保が課題である。

【理由】事業資金
不足。
【課題】事業を進
めるための資金確
保が課題である。

【理由】事業資金
不足。
【課題】事業を進
めるための資金確
保が課題である。

【理由】事業資金
不足。
【課題】事業を進
めるための資金確
保が課題である。

次年度以降の
方針

保留地公売に向け
た街路築造、建物
移転及び使用収益
の開始を進める。

保留地公売に向け
た街路築造、建物
移転及び使用収益
の開始を進める。

保留地公売に向け
た街路築造、建物
移転及び使用収益
の開始を進める。

保留地公売に向け
た街路築造、建物
移転及び使用収益
の開始を進める。
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■取組参考資料　5-16 土地区画整理事業における経営改革の推進【計画一覧】

１．事業計画

１－１．財政収支計画（単位：千円）

①収益的収支及び資本的収支

１－２．中期指標

１－３．定員管理に関する計画（市で一括管理）

１－４．給与の適正化に関する計画（市で一括管理）

50,000 60,619

令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

実績額

(34,987) （50,000） （60,619）

収支項目

（うち公有地取得事業収益）

事業収益 50,000 63,135 55,700 749 58,000 34,987

（うち附帯等業収益）

（うち土地造成事業収益） (50,000) (63,135) (55,700) (749) (58,000)

（うち公有地取得事業原価）

特別利益

他会計補助金等
事業外収益

事業原価

その他

（うち附帯等業原価）

（うち土地造成事業原価）

事業外費用

管理総務費

23,402 24,149 19,405

資
本
的
収
支

収支項目
平成28年度 平成29年度 平成30年度

その他 26,932 25,872 29,257 27,070 28,110

収
益
的
収
支

令和元年度 令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額

借入金 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

土地整備事業費 364,480 192,028 397,711 225,921 431,897 284,196

実績額 計画額

368,327

367,276

276,463

土地買収事業費

その他 353,300 246,767 395,200 312,455 425,134 353,243

214,752

固定資産購入費

支払利息 7,954 4,701 5,706 4,032 3,262 4,372 2,6304,877

借入金償還金 103,934 103,934 118,226 118,226

その他

118,250 118,250 122,530 122,530

59,120 0 77,765

指標項目
平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

実質収支 0 83,367 0 37,955 0

令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額

建物移転率％ 62.8 61.0 63.0 62.1 63.9 63.2

街路築造率％ 52.4 50.8 54.1 54.1 55.8 55.1 56.1 55.2

仮換地指定率％ 75.9 76.1 76.3

定数 人 人 人 人

77.4 77.2 78.5 79.6 78.7

人

64.3 64.6

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

（事務職/技術職） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人）

職員の能力や実績に応じた給与体系の見直し ※4-4の取組内容・結果と連動
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１－５．主要施策

２．経営基盤強化への取組

２－１．経営改革への取組

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

宅地の利用増進 宅地造成工事

公共施設の整備改善 街路築造及び舗装新設工事

取組内容

１．一般会計からの計画的な繰入金の導入による安定した事業の推進
２．事業収入（一般保留地）を確保するため計画的な整備の実施
３．整備済箇所の管理の移管に伴う、維持管理費の縮減

経営改革取組項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

維持管理費の縮減の検討 整備済道路等の管理の移管を検討する

事業の計画的な整備による早期完成 事業計画による一般会計からの繰入金の導入

民間委託の導入の検討 補償交渉等を民間委託すること等を検討し実施する
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 64 整理番号 5-16

取組項目
土地区画整理事業における経営改革の
推進（西袋上馬場土地区画整理事業）

担当部署 区画整理課

取組目標
土地区画整理事業の経営改革と経営基盤の強化に取り組み、経営の健全化と事業の活性化に努
める。

取組内容
「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成26年8月29日付け総務省通知）を踏ま
え、自主財源の確保に努めながら計画的な整備を行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

経営改革と経営基
盤の強化に向けた
取組を行う。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

・事業進捗のため
地権者交渉を進め
た。
・保留地処分に向
けた検討。

・事業進捗のため
地権者交渉を進め
た。
・保留地処分に向
けた検討。

・事業進捗のため
地権者交渉を進め
た。
・保留地処分に向
けた検討。

・事業進捗のため
地権者交渉を進め
た。
・保留地処分に向
けた検討。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

仮換地指定率
19.6％
街路築造率
15.3％
建物移転率
19.5％

仮換地指定率
20.3％
街路築造率
17.0％
建物移転率
21.9％

仮換地指定率
20.7％
街路築造率
18.2％
建物移転率
22.5％

仮換地指定率
22.1％
街路築造率
18.2％
建物移転率
23.4％

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

【理由】事業資金
不足。
【課題】事業を進
めるための資金確
保が課題である。

【理由】事業資金
不足。
【課題】事業を進
めるための資金確
保が課題である。

【理由】事業資金
不足。
【課題】事業を進
めるための資金確
保が課題である。

【理由】事業資金
不足。
【課題】事業を進
めるための資金確
保が課題である。

次年度以降の
方針

保留地公売に向け
た街路築造、建物
移転及び使用収益
の開始を進める。

保留地公売に向け
た街路築造、建物
移転及び使用収益
の開始を進める。

保留地公売に向け
た街路築造、建物
移転及び使用収益
の開始を進める。

保留地公売に向け
た街路築造、建物
移転及び使用収益
の開始を進める。
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■取組参考資料　5-16 土地区画整理事業における経営改革の推進【計画一覧】

１．事業計画

１－１．財政収支計画（単位：千円）

①収益的収支及び資本的収支

１－２．中期指標

１－３．定員管理に関する計画（市で一括管理）

１－４．給与の適正化に関する計画（市で一括管理）

15,000 0

令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

実績額

(0) （15,000） （0）

収支項目

（うち公有地取得事業収益）

事業収益 45,000 14,022 45,000 13,800 18,000 0

（うち附帯等業収益）

（うち土地造成事業収益） (45,000) (14,022) (45,000) (13,800) (18,000)

（うち公有地取得事業原価）

特別利益

他会計補助金等
事業外収益

事業原価

その他

（うち附帯等業原価）

（うち土地造成事業原価）

事業外費用

管理総務費

29,234 25,008 30,204

資
本
的
収
支

収支項目
平成28年度 平成29年度 平成30年度

その他 33,247 31,502 33,537 29,391 26,351

収
益
的
収
支

令和元年度 令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額

借入金 240,000 240,000 200,000 200,000 200,000 100,000 200,000 150,000

土地整備事業費 520,649 300,749 462,437 396,219 495,527 260,452

実績額 計画額

610,094

583,913

563,784

土地買収事業費

その他 442,600 363,666 448,400 446,223 505,030 515,627

339,904

固定資産購入費

支払利息 14,986 7,825 11,564 7,065 5,981 7,403 4,8558,102

借入金償還金 158,718 158,718 185,862 185,862

その他

193,050 193,050 208,770 208,770

126,910 0 130,051

指標項目
平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

実質収支 0 118,894 0 41,486 0

令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額

建物移転率％ 21.0 19.5 22.1 21.9 23.8 22.5

街路築造率％ 16.8 15.3 16.8 17.0 18.0 18.2 19.4 18.2

仮換地指定率％ 19.5 19.6 20.5

定数 人 人 人 人

20.3 21.3 20.7 21.1 22.1

人

23.1 23.4

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

（事務職/技術職） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人）

職員の能力や実績に応じた給与体系の見直し ※4-4の取組内容・結果と連動
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１－５．主要施策

２．経営基盤強化への取組

２－１．経営改革への取組

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

宅地の利用増進 宅地造成工事

公共施設の整備改善 街路築造及び舗装新設工事

取組内容

１．計画的な一般会計からの繰入金の導入による安定した事業推進
２．事業収入（一般保留地）を確保するため計画的な整備の実施

経営改革取組項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

維持管理費の縮減の検討 整備済道路等の管理の移管を検討する

事業の計画的な整備による早期完成 事業計画による一般会計からの繰入金の導入

民間委託の導入の検討 補償交渉等を民間委託すること等を検討し実施する
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大綱5.自主・自律的な財政運営の推進

№ 64 整理番号 5-16

取組項目
土地区画整理事業における経営改革の
推進（八潮南部東土地区画整理事業）

担当部署 区画整理課

取組目標
土地区画整理事業の経営改革と経営基盤の強化に取り組み、経営の健全化と事業の活性化に努
める。

取組内容
「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成26年8月29日付け総務省通知）を踏ま
え、自主財源の確保に努めながら計画的な整備を行う。

取組年度 平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

取組スケジュール
※年度ごとに取組内

容を表示

経営改革と経営基
盤の強化に向けた
取組を行う。

数値目標 － － － － －

取組状況
※年度ごとに取組の

状況を表示

・事業進捗のため
地権者交渉を進め
た。
・保留地処分に向
けた検討。

・事業進捗のため
地権者交渉を進め
た。
・保留地処分に向
けた検討。

・事業進捗のため
地権者交渉を進め
た。
・保留地処分に向
けた検討。

・事業進捗のため
地権者交渉を進め
た。
・保留地処分に向
けた検討。

取組成果
※年度ごとに取組の

成果を表示
※財政効果額は、

平成２７年度決算額
との比較した数値

仮換地指定率
75.8％
街路築造率
64.2％
建物移転率
64.5％

仮換地指定率
76.7％
街路築造率
64.2％
建物移転率
65.3％

仮換地指定率
83.4％
街路築造率
64.6％
建物移転率
67.1％

仮換地指定率
83.9％
街路築造率
64.6％
建物移転率
69.7％

取組達成度
A：計画以上達成
B：計画通り達成

C：計画以下
－：進捗なし

Ｃ Ｃ Ｃ Ｃ

取組における
課題

※取組達成度が計画
以下、進捗なしの場
合は達成できていな

い理由も記載

【理由】事業資金
不足。
【課題】事業を進
めるための資金確
保が課題である。

【理由】事業資金
不足。
【課題】事業を進
めるための資金確
保が課題である。

【理由】事業資金
不足。
【課題】事業を進
めるための資金確
保が課題である。

【理由】事業資金
不足。
【課題】事業を進
めるための資金確
保が課題である。

次年度以降の
方針

保留地公売に向け
た街路築造、建物
移転及び使用収益
の開始を進める。

保留地公売に向け
た街路築造、建物
移転及び使用収益
の開始を進める。

保留地公売に向け
た街路築造、建物
移転及び使用収益
の開始を進める。

保留地公売に向け
た街路築造、建物
移転及び使用収益
の開始を進める。
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■取組参考資料　5-16 土地区画整理事業における経営改革の推進【計画一覧】

１．事業計画

１－１．財政収支計画（単位：千円）

①収益的収支及び資本的収支

１－２．中期指標

１－３．定員管理に関する計画（市で一括管理）

１－４．給与の適正化に関する計画（市で一括管理）

500,000 379,952

令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

実績額

(1,007,409
)
（500,000） （379,952）

収支項目

（うち公有地取得事業収益）

事業収益 550,000 407,838 512,000 167,866 920,000 1,007,409

（うち附帯等業収益）

（うち土地造成事業収益） (550,000) (407,838) (512,000) (167,866) (920,000)

（うち公有地取得事業原価）

特別利益

他会計補助金等
事業外収益

事業原価

その他

（うち附帯等業原価）

（うち土地造成事業原価）

事業外費用

管理総務費

38,534 51,426 44,993

資
本
的
収
支

収支項目
平成28年度 平成29年度 平成30年度

その他 57,300 34,563 53,031 32,307 52,922

収
益
的
収
支

令和元年度 令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額

借入金 500,000 500,000 530,000 530,000 500,000 400,000 630,000 630,000

土地整備事業費 724,590 518,560 689,651 499,758 940,550 658,898

実績額 計画額

886,056

1,162,289

921,189

土地買収事業費

その他 569,800 1,654,729 591,000 937,175 397,157 428,066

926,355

固定資産購入費

支払利息 50,862 35,419 36,406 27,973 20,436 19,701 13,77525,465

借入金償還金 787,048 787,048 853,912 853,912

その他

798,220 798,220 782,640 782,640

319,387 0 163,378

指標項目
平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

実質収支 1,186,977 0 221,091 0

令和２年度

計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額 計画額 実績額

建物移転率％ 65.0 64.5 65.5 65.3 67.6 67.1

街路築造率％ 65.6 64.2 64.8 64.2 66.1 64.6 65.0 64.6

仮換地指定率％ 75.7 75.8 76.7

定数 人 人 人 人

76.7 77.3 83.4 90.1 83.9

人

68.9 69.7

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

（事務職/技術職） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人） （　　人/　　人）

職員の能力や実績に応じた給与体系の見直し ※4-4の取組内容・結果と連動
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１－５．主要施策

２．経営基盤強化への取組

２－１．経営改革への取組

適正化項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

宅地の利用増進 宅地造成工事

公共施設の整備改善 街路築造及び舗装新設工事

移設補償 移転移設補償

取組内容
１．計画的な公共施設整備や一般保留地・付け保留地の早期処分による事業の早期完成
２．一般会計からの繰入金の導入による安定した事業の推進
３．整備済道路等の公共施設の管理移管による維持管理費の縮減

経営改革取組項目 取組内容
取組年度

H28 H29 H30 R1 R2

一般保留地・付け保留地の早期処分

事業の計画的な整備による早期完成 計画的な公共施設整備

施行地区内の維持管理費の縮減 整備済道路等の公共施設の管理移管

資金計画の見直し 一般会計からの繰入金の導入
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